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公布された条例のあらまし 
 

職員の退職手当に関する条例等の

一部を改正する条例要綱 

 

１ 国家公務員の退職給付水準の見直し等のた

めの国家公務員退職手当法等の一部改正に伴

い、退職給付の官民均衡を図るため、退職手

当の基本額に係る調整率を国に準じて、  

１００分の８３．７（現行１００分の８７）

に引き下げることとした。 

 

２ この条例は、平成３０年４月１日から施行

することとした。 

 

 

 

亀岡市職員等の旅費に関する条例

の一部を改正する条例要綱 

 

１ 職員が赴任のため、住所又は居所を移転す

る場合、国家公務員等の旅費に関する法律に

準じて、移転料、着後手当及び扶養親族移転

料の支給ができることとすることとした。 

 

２ その他所要の規定整備を図ることとした。 

 

３ この条例は、平成３０年４月１日から施行

することとした。 

 

 

 

亀岡市移住・定住促進施設設置条

例要綱 

 

１ 本市の優れた文化的資源を滞在しながら体

験できる環境を市内外の人々に提供し交流を
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深めてもらうことで、移住・定住の促進、観

光振興及び地域の活性化を図ることを目的と

して、亀岡市西竪町１４番地及び１５番地に

亀岡市移住・定住促進施設を、名称を「離

れ」にのうみ（以下「にのうみ」という。）

として設置することとした。 

 

２ 使用の許可、使用許可の制限及び使用許可

の取り消し並びに使用者の義務、制限等所要

の規定を設けることとした。 

 

３ 目的外使用の許可、立入検査及び市の免責

等所要の規定を設けることとした。 

 

４ 使用時間並びに使用料及び目的外使用料の

規定を設けることとした。 

 

５ 条例の施行に関し必要な事項は、市長が別

に定めることとした。 

 

６ この条例は、公布の日から起算して１年を

超えない範囲内において規則で定める日から

施行することとした。ただし、使用の許可申

請その他のにのうみを供用するために必要な

行為は、条例の施行前においても行うことが

できることとした。 

 

 

 

亀岡会館条例を廃止する条例要綱 

 

１ 亀岡会館を平成３０年３月３１日をもって

廃止することに伴い、亀岡会館条例を廃止す

ることとした。 

 

２ この条例は、平成３０年４月１日から施行

することとした。 

亀岡市交流会館条例の一部を改正

する条例要綱 

 

１ 森のステーションかめおかの取り組みに係

る亀岡市交流会館の利用促進のため、所要の

規定整備を図ることとした。 

⑴ 宿泊施設の使用料及び使用時間の規定を

設けることとした。 

⑵ 休館日を改めることとした。 

⑶ 目的外使用料に係る規定を設けることと

した。 

 

２ この条例は、平成３０年４月１日から施行

することとした。ただし、１の⑴の規定は、

平成３０年７月１日から施行することとした。 

 

 

 

亀岡市長期継続契約を締結するこ

とができる契約を定める条例の一

部を改正する条例要綱 

 

１ 長期継続契約を締結することができる契約

のうち、庁舎その他市が管理する施設の維持

及び保守管理業務の委託に関する契約に、設

備の借入れ及び保守に関する契約を加えるこ

ととした。 

 

２ この条例は、平成３０年４月１日から施行

することとした。 

 

 

 

亀岡市消防団員等公務災害補償条

例の一部を改正する条例要綱 

 

１ 非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を

定める政令の一部改正に伴い、非常勤消防団
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員等に対する損害補償の補償基礎額について、

非常勤消防団員等に扶養親族がある場合にお

ける加算額及び加算対象の区分を改正するこ

ととした。 

 

２ その他所要の規定整備を図ることとした。 

 

３ この条例の施行に関し、必要な経過措置を

定めることとした。 

 

４ この条例は、平成３０年４月１日から施行

することとした。 

 

 

 

亀岡市債権管理条例要綱 

 

１ 債権管理の適正化を図り、市民負担の公平

性を確保し、公正かつ円滑な行財政の運営を

行うため、必要な事項を定めることとした。 

 

２ その他所要の規定整備を図るため、関係条

例を改正することとした。 

 

３ この条例は、平成３０年４月１日から施行

することとした。 

 

 

 

亀岡市立学校施設使用条例の一部

を改正する条例要綱 

 

１ 亀岡市立亀岡中学校若木の家の学校教育以

外の利用について、必要な使用料等を定める

こととした。 

 

２ この条例の施行に関し、必要な経過措置を

定めることとした。 

３ この条例は、平成３０年４月１日から施行

することとした。 

 

 

 

亀岡市公民館設置及び運営に関す

る条例の一部を改正する条例要綱 

 

１ 亀岡市中央公民館を平成３０年３月３１日

をもって廃止することとした。 

 

２ 関係条例を廃止することとした。 

 

３ この条例は、平成３０年４月１日から施行

することとした。 
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亀岡市循環型社会推進条例の一部を改正する条例要綱 

 

１ 受益者負担の原則に基づき、家庭系一般廃棄物及びその他の一般廃棄物を市の指定する処理施

設へ搬入するときに係る手数料を次のとおり改定することとした。 

 

現 行 改正後 

１０キログラムにつき １５０円 １０キログラムにつき １８０円 

 

２ この条例の施行に関し、必要な経過措置を定めることとした。 

 

３ この条例は、平成３０年６月１日から施行することとした。 

 

 

 

亀岡市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例要綱 

 

１ 後期高齢者医療に関する法律の一部改正に伴い、国民健康保険の被保険者で住所地特例の適用

を受け従前の住所地の被保険者とされている者が７５歳到達等により後期高齢者医療に加入した

場合には、特例を引き継ぎ、従前の住所地の後期高齢者医療広域連合の被保険者となる規定を設

けることとした。 

 

２ その他所要の規定整備を図ることとした。 

 

３ この条例は、平成３０年４月１日から施行することとした。 

 

 

 

亀岡市国民健康保険条例の一部を改正する条例要綱 

 

１ 平成３０年度から京都府が国民健康保険の財政運営の責任主体となることに伴い、安定的な財

政運営や効率的な事業の確保を推進するために必要な規定整備を図ることとした。 

 

２ 国民健康保険法施行令の一部改正に伴い、次のとおり改正することとした。 

⑴ 国民健康保険料の基礎賦課額に係る賦課限度額を５８０，０００円（現行５４０，０００

円）に改めることとした。 

⑵ 国民健康保険料を減額する所得判定の基準のうち、５割軽減基準の被保険者数に乗ずる金額

を２７５，０００円（現行２７０，０００円）に、２割軽減基準の被保険者数に乗ずる金額を

５００，０００円（現行４９０，０００円）に改めることとした。 
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３ 関係条例の改正及びその他所要の規定整備

を図ることとした。 

 

４ この条例の施行に関し、必要な経過措置を

定めることとした。 

 

５ この条例は、平成３０年４月１日から施行

することとした。 

 

 

 

亀岡市厚生会館条例を廃止する条

例要綱 

 

１ 亀岡市厚生会館を平成３０年３月３１日を

もって廃止することに伴い、亀岡市厚生会館

条例を廃止することとした。 

 

２ この条例は、平成３０年４月１日から施行

することとした。 

 

 

 

亀岡市手話言語及び障害者コミュ

ニケーション条例要綱 

 

１ 手話に対する理解の促進及び手話の普及並

びに多様なコミュニケーション手段の利用の

促進に関し基本理念を定め、市の責務並びに

市民及び事業者の役割を明らかにし、手話及

び多様なコミュニケーション手段に関する施

策を推進することにより、障害者と障害者以

外の者が互いに人格と個性を尊重し、支え合

いながら生きる地域社会を実現することを目

的とすることとした。 

 

２ この条例は、平成３０年４月１日から施行

することとした。 

亀岡市地域包括支援センターにお

ける包括的支援事業の実施に係る

人員等の基準に関する条例の一部

を改正する条例要綱 

 

１ 介護保険法施行規則の一部改正に伴い、地

域包括支援センターにおける包括的支援事業

の実施に係る人員等の基準を改めることとし

た。 

 

２ その他所要の規定整備を図ることとした。 

 

３ この条例は、平成３０年４月１日から施行

することとした。 
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亀岡市介護保険条例の一部を改正する条例要綱 

 

１ 第７期介護保険事業計画の実施に伴い、平成３０年度から平成３２年度までの介護保険料を定

めることとした。 

 

２ 所得段階区分の対象者を次のとおり改定することとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 罰則及び調査権の対象者を「第１号被保険者」から「被保険者」に改めることとした。 

 

 

所得段階 現 行 改正後 

第１段階 

①本人が生活保護受給者
②本人が老齢福祉年金受給者で、住
民税世帯非課税者 

③住民税世帯非課税者で、本人の前
年の課税年金収入額と合計所得金
額の合計が８０万円以下の者 

同 左 

第２段階 

住民税世帯非課税者であり、本人の
前年の課税年金収入額と合計所得金
額の合計が８０万円超１２０万円以
下の者 

同 左 

第３段階 
住民税世帯非課税者であり、本人の
前年の課税年金収入額と合計所得金
額の合計が１２０万円超の者 

同 左 

第４段階 

世帯の誰かに住民税が課税されてい
るが、本人は住民税非課税で、本人
の前年の課税年金収入額と合計所得
金額の合計が８０万円以下の者 

同 左 

第５段階 
基

準
額

基
準

額

基
準

額 同 左 

第６段階 
本人に住民税が課税されており、前
年の合計所得金額が１２０万円未満
の者 

同 左 

第７段階 
本人に住民税が課税されており、前
年の合計所得金額が１２０万円以上
１９０万円未満の者 

本人に住民税が課税されており、前
年の合計所得金額が１２０万円以上
２００万円未満の者 

第８段階 
本人に住民税が課税されており、前
年の合計所得金額が１９０万円以上
２９０万円未満の者 

本人に住民税が課税されており、前
年の合計所得金額が２００万円以上
３００万円未満の者 

第９段階 
本人に住民税が課税されており、前
年の合計所得金額が２９０万円以上
４００万円未満の者 

本人に住民税が課税されており、前
年の合計所得金額が３００万円以上
４００万円未満の者 

第１０段階 
本人に住民税が課税されており、前
年の合計所得金額が４００万円以上
６００万円未満の者 

同 左 

第１１段階 
本人に住民税が課税されており、前
年の合計所得金額が６００万円以上
８００万円未満の者 

同 左 

第１２段階 
本人に住民税が課税されており、前
年の合計所得金額が８００万円以上
の者 

同 左 
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４ その他所要の規定整備を図ることとした。 

 

５ この条例は、平成３０年４月１日から施行

し、平成３０年度分の保険料から適用するこ

ととした。 

 

 

 

亀岡市指定居宅介護支援等の事業

の人員及び運営に関する基準等を

定める条例要綱 

 

１ 地域における医療及び介護の総合的な確保

を推進するための関係法律の整備等に関する

法律における介護保険法の一部改正に伴い、

指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に

関する基準等を定めることとした。 

 

２ この条例は、平成３０年４月１日から施行

することとした。 

 

 

 

亀岡市指定介護予防支援等の事業

の人員及び運営並びに指定介護予

防支援等に係る介護予防のための

効果的な支援の方法に関する基準

等を定める条例の一部を改正する

条例要綱 

 

１ 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及

び運営に関する基準等の一部改正に伴い、指

定介護予防支援等の事業の人員及び運営並び

に指定介護予防支援等に係る介護予防のため

の効果的な支援の方法に関する基準を改める

こととした。 

 

２ この条例は、平成３０年４月１日から施行

することとした。 

 

 

 

亀岡市指定地域密着型サービスの

事業の人員、設備及び運営に関す

る基準等を定める条例の一部を改

正する条例要綱 

 

１ 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及

び運営に関する基準等の一部改正に伴い、指

定地域密着型サービスの事業の人員、設備及

び運営に関する基準を改めることとした。 

 

２ この条例は、平成３０年４月１日から施行

することとした。 

 

 

 

亀岡市指定地域密着型介護予防 

サービスの事業の人員、設備及び

運営並びに指定地域密着型介護予

防サービスに係る介護予防のため

の効果的な支援の方法に関する基

準等を定める条例の一部を改正す

る条例要綱 

 

１ 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及

び運営に関する基準等の一部改正に伴い、指

定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、

設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防

サービスに係る介護予防のための効果的な支

援の方法に関する基準を改めることとした。 

 

２ この条例は、平成３０年４月１日から施行

することとした。 
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亀岡市特定教育・保育施設及び特

定地域型保育事業の運営に関する

基準を定める条例の一部を改正す

る条例要綱 

 

１ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総

合的な提供の推進に関する法律の一部改正に

伴い、所要の規定整備を図ることとした。 

 

２ この条例は、平成３０年４月１日から施行

することとした。 

 

 

 

亀岡市企業立地促進条例の一部を

改正する条例要綱 

 

１ 活力あるにぎわいのまちづくりを推進する

ため、助成対象企業者の指定基準を加えるこ

ととした。 

 

２ この条例の施行に関し、必要な経過措置を

定めることとした。 

 

３ この条例は、平成３０年４月１日から施行

することとした。 

 

 

 

亀岡市都市公園条例の一部を改正

する条例要綱 

 

１ 都市公園法及び都市公園法施行令の一部改

正に伴い、次のとおり亀岡市都市公園条例の

一部を改正することとした。 

⑴ 運動施設の敷地面積の割合を定めること

とした。 

⑵ 認定公募設置等計画に基づき、公募対象

公園施設を設ける場合の建蔽率の特例基準

を定めることとした。 

 

２ その他所要の規定整備を図ることとした。 

 

３ この条例は、公布の日から施行することと

した。 

 

 

 

亀岡市空家等対策の推進に関する

条例要綱 

 

１ 空家等対策の推進に関する特別措置法の規

定に基づき、亀岡市における空家等に関する

対策を総合的かつ計画的に推進し、安全で安

心なまちづくりを推進するために必要な事項

を定めることとした。 

 

２ この条例は、平成３０年６月１日から施行

することとした。 
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亀岡市税条例及び亀岡市都市計画税条例の一部を改正する条例要綱 

 

１ 地方税法等の改正に伴い、次のとおり亀岡市税条例及び亀岡市都市計画税条例の一部を改正し

た。 

⑴ 平成３０年度の固定資産税の評価替えに伴い、土地に係る固定資産税及び都市計画税の負担

調整措置を平成３２年度（現行：平成２９年度）まで３年延長することとした。 

⑵ 新築住宅に係る固定資産税の減額措置について、その対象資産の新築期限を平成３２年３月

３１日（現行：平成３０年３月３１日）まで２年延長することとした。 

⑶ バリアフリー改修が行われた劇場や音楽堂に係る固定資産税及び都市計画税の税額の減額措

置を創設することとした。 

⑷ その他所要の規定整備を図ることとした。 

 

２ 条例の施行に関し、必要な経過措置を定めることとした。 

 

３ この条例は、平成３０年４月１日から施行した。 

 

 

 

亀岡市立幼稚園条例の一部を改正する条例要綱 

 

１ 幼稚園保育料を次のとおり改正した。 

 

階層 世帯の階層区分 月額 

第１階層 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の規定に

よる保護を受けている世帯 

0円 

第２階層 市民税非課税世帯 1,000円 

第３階層 市民税所得割非課税世帯（均等割のみ課税） 2,400円 

第４階層 市民税所得割課税額 1円以上10,000円未満 5,000円 

第５階層 市民税所得割課税額 10,000円以上48,600円未満 6,000円 

第６階層 市民税所得割課税額 48,600円以上57,000円未満 6,500円 

第７階層 市民税所得割課税額 57,000円以上77,101円未満 7,000円 

第８階層 市民税所得割課税額 77,101円以上211,201円未満 9,000円 

第９階層 市民税所得割課税額 211,201円以上 11,000円 

 

２ ひとり親等世帯のうち、第４階層から第７階層までの第１子の保育料を２，４００円とした。 

 

３ この条例は、平成３０年４月１日から施行した。 
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条 例 
 

 職員の退職手当に関する条例等の一部を改正

する条例をここに公布する。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第２号 

 

職員の退職手当に関する条例等の

一部を改正する条例 

 

 （職員の退職手当に関する条例の一部改正） 

第１条 職員の退職手当に関する条例（昭和 

３０年亀岡市条例第２８号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 附則第３項中「１００分の８７」を  

「１００分の８３．７」に改める。 

（職員の退職手当に関する条例の一部を改正

する条例の一部改正） 

第２条 職員の退職手当に関する条例の一部を

改正する条例（昭和４９年亀岡市条例第１

号）の一部を次のように改正する。 

 附則第４項中「１００分の８７」を  

「１００分の８３．７」に改める。 

（職員の退職手当に関する条例の一部を改正

する条例の一部改正） 

第３条 職員の退職手当に関する条例の一部を

改正する条例（平成１８年亀岡市条例第６

号）の一部を次のように改正する。 

 附則第２条第１項中「１００分の８７」を

「１００分の８３．７」に、「１０４分の 

８７」を「１０４分の８３．７」に改める。 

 

   附 則 

 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市職員等の旅費に関する条例の一部を改

正する条例をここに公布する。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第３号 

 

亀岡市職員等の旅費に関する条例

の一部を改正する条例 

 

 亀岡市職員等の旅費に関する条例（昭和３７

年亀岡市条例第１４号）の一部を次のように改

正する。 

 

 第２条第１項中第４号を第６号とし、第３号

の次に次の２号を加える。 

⑷ 赴任 新たに任用のため招致された職員

等が、その任用に伴う移転のため住所若し

くは居所から新在勤公署に旅行し、又は転

任を命ぜられた職員等がその転任に伴う移

転のため旧在勤公署から新在勤公署に旅行

することをいう。 

⑸ 扶養親族 職員の配偶者（届出をしない

が事実上婚姻関係と同様の事情にある者を

含む。以下同じ。）、子、父母、孫、祖父

母及び兄弟姉妹で主として職員の収入に 

よって生計を維持しているものをいう。 

 第３条第１項中「出張」の次に「し、又は赴

任」を加え、同条第２項中「一に」を「いずれ
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かに」に改め、「出張」の次に「又は赴任」を

加える。 

 第６条第１項中「及び食卓料」を「、食卓料、

移転料、着後手当及び扶養親族移転料」に改め、

同条に次の３項を加える。 

９ 移転料は、赴任に伴う住所又は居所の移転

について、路程等に応じ定額により支給する。 

１０ 着後手当は、赴任に伴う住所又は居所の

移転について、定額により支給する。 

１１ 扶養親族移転料は、赴任に伴う扶養親族

の移転について、支給する。 

 第２０条の次に次の１条を加える。 

 （移転料、着後手当、扶養親族移転料） 

第２０条の２ 移転料、着後手当及び扶養親族

移転料の支給額及び支給方法は、国家公務員

等の旅費に関する法律（昭和２５年法律第 

１１４号）の例によりその範囲内において、

市長がその都度定める。 

 第２２条中「（昭和２５年法律第１１４

号）」を削る。 

 第２３条を次のように改める。 

 （退職者の旅費） 

第２３条 第３条第２項第１号の規定により支

給する旅費は、次に掲げる旅費とする。 

⑴ 職員が出張中に退職等となった場合には、

次に掲げる旅費 

ア 退職等となった日にいた地から、退職

等の命令の通達を受け、又はその原因と

なった事実の発生を知った日（以下「退

職等を知った日」という。）にいた地ま

での前職務相当の旅費 

イ 退職等を知った日の翌日から３月以内

に出発して当該退職等に伴う旅行をした

場合に限り、出張の例に準じて計算した

退職等を知った日にいた地から旧在勤地

までの前職務相当の旅費 

⑵ 職員が赴任中に退職等となった場合には、

赴任の例に準じ、かつ、新在勤地を旧在勤

地とみなして前号の規定に準じて計算した

旅費 

 第２４条第１項に次の１号を加える。 

⑵ 職員が赴任中に死亡したときは、赴任の

例に準じて計算した死亡地から新在勤地ま

での前職務相当の旅費 

 第２４条第２項中「第２条第１項第４号」を

「第２条第１項第６号」に改める。 

 

   附 則 

 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市移住・定住促進施設設置条例をここに

公布する。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第４号 

 

亀岡市移住・定住促進施設設置条

例 

 

 （設置） 

第１条 亀岡市の優れた文化的資源を滞在しな

がら体験できる環境を市内又は市外に住所を

有する者に提供し、市内外の人々及び地域住

民の交流を深めることにより、移住・定住の

促進、観光振興及び地域の活性化を図ること

を目的として、亀岡市移住・定住促進施設を

設置する。 
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 （名称及び位置） 

第２条 亀岡市移住・定住促進施設の名称及び

位置は、次のとおりとする。 

  名 称  「離れ」にのうみ 

  位 置  亀岡市西竪町１４番地及び１５

番地 

 （使用時間） 

第３条 「離れ」にのうみ（以下「にのうみ」

という。）の使用時間は、別表第１に掲げる

種別に応じ、定める時間とする。ただし、２

日以上連続して使用する場合においては、到

着日及び出発日を除いて、連続して使用する

期間中について、又は市長が必要と認めると

きは、この限りでない。 

 （施設の構成） 

第４条 にのうみの施設は、次に掲げる名称の

室をもって構成する。 

⑴ 応挙 

⑵ 梅岩 

⑶ 了以 

 （事業） 

第５条 にのうみでは、次に掲げる事業を行う。 

⑴ 移住・定住促進に関すること。 

⑵ 観光振興に係る宿泊施設の提供に関する

こと。 

⑶ 地域の活性化に資する活動への施設の提

供に関すること。 

⑷ その他市長が必要と認める事業 

 （使用の許可） 

第６条 にのうみ及びその附帯施設を使用しよ

うとする者は、市長の許可を受けなければな

らない。許可を受けた事項又は内容を変更し

ようとするときについても同様とする。 

２ 市長は、前項の使用の許可に関して、にの

うみの管理上必要と認めるときは、その使用

について条件を付けることができる。 

 （使用許可の制限） 

第７条 次の各号のいずれかに該当するときは、

市長は、使用を許可しないことができる。 

⑴ 公の秩序又は善良な風俗を害するおそれ

があると認められるとき。 

⑵ 施設又は附帯設備その他器具備品等を毀

損し、又は滅失するおそれがあると認めら

れるとき。 

⑶ 管理上支障があると認められるとき。 

⑷ その他市長が使用を不適当と認めるとき。 

 （使用許可の取消し等） 

第８条 次の各号のいずれかに該当するときは、

市長は、使用の許可を取り消し、又は使用を

制限し、若しくは停止することができる。 

⑴ 使用の目的を変更したとき。 

⑵ この条例又はこの条例の規定に基づく処

分に違反し、若しくは違反するおそれがあ

ると認められるとき。 

⑶ 災害その他不可抗力の事由によってにの

うみの使用ができなくなったとき。 

⑷ その他公用又は管理上の都合により、市

長が特に必要と認めるとき。 

 （使用の拒否等） 

第９条 市長は、次の各号のいずれかに該当す

る者に対し、使用を拒否し、又は施設からの

退去を命ずることができる。 

⑴ 他人に危害を及ぼし、又は他人の迷惑と

なる物品若しくは動物の類を携行する者 

⑵ 公の秩序又は善良な風俗をみだすおそれ

があると認められる者 

⑶ 暴力団員による不当な行為の防止等に関

する法律（平成３年法律第７７号）第２条

第６号に規定する暴力団員 

⑷ その他にのうみの管理上支障があると認

められる者 

 （使用者の管理義務） 

第１０条 使用の許可を受けた者（以下「使用

者」という。）は、使用期間中その使用に係

る施設及び附帯設備を善良なる管理者の注意

をもって管理しなければならない。 
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 （使用権の譲渡等の禁止） 

第１１条 使用者は、使用権を譲渡し、若しく

は他人に使用させ、又は特に許可を受けた場

合のほか、目的外に使用してはならない。 

 （使用料） 

第１２条 使用者は、使用料を前納しなければ

ならない。ただし、市長が特に必要があると

認めるときは、この限りでない。 

２ 使用料は、別表第２に掲げる額とする。 

 （使用料の減免） 

第１３条 市内に住所を有する者が宿泊使用す

る場合は、使用料を３割減額とする。 

２ 市長は、前項の規定にかかわらず、特に必

要があると認めるときは、使用料を減額し、

又は免除することができる。 

 （使用料の不還付） 

第１４条 既納の使用料は、還付しない。ただ

し、市長が特に必要があると認めるときは、

その全部又は一部を還付することができる。 

 （目的外使用） 

第１５条 にのうみは、法令その他別に定めが

ある場合のほか、これを目的外に使用するこ

とができない。ただし、使用がにのうみの管

理上支障がないと認められるもので、特に市

長が許可した場合は、この限りでない。 

 （目的外使用料） 

第１６条 目的外使用の許可を受けてにのうみ

の一部を使用する者（以下「目的外使用者」

という。）は、目的外使用料を市長が定める

期日までに納付しなければならない。 

２ 目的外使用料は、別表第３に掲げる額の範

囲内において、市長が定める額とする。 

 （目的外使用料の減免） 

第１７条 市長は、特に必要があると認めると

きは、目的外使用料を減額し、又は免除する

ことができる。 

 （保証金） 

第１８条 市長は、必要があると認めるときは、

目的外使用者に保証金を納付させることがで

きる。 

２ 前項の保証金の額は、使用の状況又は種別

により、その都度市長が定める。 

３ 保証金は、使用の終了後、目的外使用者に

還付する。ただし、未納の賠償金等があると

きは、その額を保証金から控除した金額を還

付する。 

４ 保証金には、利子を付けない。 

 （特別の設備の制限） 

第１９条 にのうみを使用するために特別の設

備をしようとするときは、あらかじめ市長の

許可を受けなければならない。 

２ 前項の特別の設備に要する経費は、全て使

用者又は目的外使用者（以下「使用者等」と

いう。）の負担とする。 

 （原状回復義務） 

第２０条 使用者等は、にのうみの使用を終 

わったとき、使用の許可を取り消されたとき、

又は使用を停止されたときは、直ちに原状に

回復して返還しなければならない。 

２ 使用者等が、前項の義務を履行しないとき

は、市長においてこれを代行し、その費用を

使用者等から徴収する。 

 （損害賠償の義務） 

第２１条 使用者等は、にのうみの施設若しく

は附帯設備等を損傷し、又は滅失したときは、

市長が相当と認める損害額を賠償しなければ

ならない。 

 （立入検査） 

第２２条 市長は、にのうみの管理上必要があ

ると認めるときは、使用を許可した場所に立

ち入り、検査することができる。 

 （市の免責） 

第２３条 使用者等においてにのうみの施設若

しくは附帯設備の使用又はこの条例の規定に

基づく処分により損害を生じた場合は、市は、

一切その責めに任じないものとする。 
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 （指定管理者による管理） 

第２４条 市長は、にのうみの設置目的を効果

的に達成するために必要があると認めるとき

は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２４４条の２第３項の規定により、にのう

みの管理を指定管理者に行わせることができ

る。 

２ にのうみの管理を指定管理者に行わせる場

合の指定の手続等は、亀岡市公の施設の指定

管理者の指定の手続等に関する条例（平成 

１７年亀岡市条例第４号）の定めるところに

よる。 

３ にのうみの管理を指定管理者に行わせる場

合の管理業務の範囲は、別表第４に定めると

おりとする。 

４ 指定管理者が行うにのうみの管理の基準は、

第３条及び第６条から第９条までに定めると

ころによる。この場合において、これらの適

用については、第３条中「市長が必要と認め

る」とあるのは「指定管理者が市長の承認を

得た」と、第６条から第９条までの規定、第

１２条、第１４条、第１９条、第２０条及び

第２２条中「市長」とあるのは「指定管理

者」とする。 

 （利用料金） 

第２５条 にのうみの管理を指定管理者に行わ

せる場合は、第１２条の規定にかかわらず、

使用者は、指定管理者に使用に係る料金（以

下「利用料金」という。）を前納しなければ

ならない。この場合において、第１２条から

第１４条までの規定及び別表第４中「使用

料」とあるのは「利用料金」とする。 

２ 前項の利用料金の額は、別表第２に定める

金額を超えない範囲において、あらかじめ市

長の承認を得て、指定管理者が定める。 

３ 指定管理者は、特に必要があると認めると

きは、利用料金を減額し、又は免除すること

ができる。 

４ 利用料金は、指定管理者の収入とする。 

 （委任） 

第２６条 この条例の施行に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から起算して１年を

超えない範囲内において規則で定める日から

施行する。ただし、次項の規定は、平成３０

年４月１日から施行する。 

 （準備行為） 

２ 使用の許可申請その他のにのうみを供用す

るために必要な行為は、この条例の施行前に

おいても行うことができる。 
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 別
表
第

１
（
第

３
条

関
係

）
 

使
用
種
別
 

使
用
時
間
 

宿
泊
、
移
住
体
験
使
用
 

午
後
３
時
か
ら
翌
日
午
前
１
０
時
ま
で
 

日
中
使
用
 

午
前
９
時
か
ら
午
後
８
時
ま
で
 

 別
表
第

２
（
第

１
２

条
関

係
）

 

使
用
 

種
別
 
名
称
 

区
分
 

使
用
料
（
１
泊
に
つ
き
１
人
当
た
り
）
 

１
人
 

２
人
 

３
人
 

４
人
 

５
人
 

宿
泊
 

 使
用
 

応
挙
 

繁
忙
期
及
び
特
定

日
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除
く
平
日
、

日
曜
日
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日
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4
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0
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0
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0
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0
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日
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0
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0
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円
 

－
 

－
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5
,
0
0
0
円
 

4
,
0
0
0
円
 

－
 

－
 

了
以
 

繁
忙
期
及
び
特
定

日
を
除
く
平
日
、

日
曜
日
又
は
祝
日
 

4
,
0
0
0
円
 

2
,
0
0
0
円
 

1
,
5
0
0
円
 

－
 

－
 

繁
忙
期
及
び
特
定

日
を
除
く
祝
日
の

前
日
又
は
土
曜
日
 

6
,
0
0
0
円
 

4
,
0
0
0
円
 

3
,
0
0
0
円
 

－
 

－
 

日
中
 

使
用
 

応
挙
 

－
 

４
時
間
ま
で
 

 
 
 
 
 
 
4
,
0
0
0
円
 

４
時
間
超
過
 

 
 
 
 
 
１
時
間
ご
と
に
 
1
,
0
0
0
円

梅
岩
 

了
以
 

－
 

４
時
間
ま
で
 

 
 
 
 
 
 
3
,
0
0
0
円
 

４
時
間
超
過
 

 
 
 
 
 
１
時
間
ご
と
に
 
 
5
0
0
円

備
考
 

１
 

こ
の
表
に
お
い

て
「
祝
日
」
と
は
、
国
民
の
祝
日
に
関
す

る
法
律
（
昭
和
２
３
年
法
律
第
１
７
８
号

）

に
規
定
す
る
休
日
を
い
う
。
 

２
 
こ
の
表
に
お
い
て
「
繁
忙
期
」
と
は
、
３
月
２
１
日
か
ら
４
月
５
日
、
７
月
２
１
日
か
ら
８
月
１
１
日
、

８
月
１
７
日
か
ら
８
月
３
１
日
を
い
う
。
 

３
 

こ
の
表
に
お
い

て
「
特
定
日
」
と
は
、
１
月
１
日
、
１
月

２
日
、
４
月
２
９
日
か
ら
５
月
４
日
、
８

月

１
２
日
か
ら
８
月
１
６
日
及
び
１
２
月
２
９
日
か
ら
１
２
月
３
１
日
を
い
う
。
 

４
 
日
曜
日
が
祝
日
の
前
日
に
該
当
す
る
場
合
は
、
祝
日
の
前
日
の
使
用
料
を
適
用
す
る
。
 

５
 
移
住
体
験
使
用
に
あ
っ
て
は
、
繁
忙
期
及
び
特
定
日
は
使
用
で
き
な
い
も
の
と
す
る
。
 

６
 
６
歳
に
達
す
る
日
以
後
の
最
初
の
３
月
３
１
日
ま
で
の
者
は
、
使
用
料
の
人
数
に
は
含
ま
な
い
。
 

７
 
営
利
を
目
的
と
す
る
使
用
に
あ
っ
て
は
、
上
欄
の
金
額
の
５
倍
に
相
当
す
る
額
と
す
る
。
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別
表
第

３
（

第
１
６

条
関

係
）
 

種
 
 
別
 

単
 
位
 

金
 
 
額
 

土
地
使
用
料
 

１
年
 

固
定
資
産
評
価
基
準
に
よ
り
算
定
し
た
額
に
１
０
０
分
の
４
を
乗
じ
た
額

建
物
使
用
料
 

１
年
 

固
定
資
産
評
価
基
準
に
よ
り
算
定
し
た
額
に
１
０
０
分
の
６
を
乗
じ
た
額

に
１
０
０
分
の
１
０
８
を
乗
じ
土
地
使
用
料
を
加
算
し
た
額
 

備
考
 

１
 
営
利
を
目
的
と
す
る
使
用
に
あ
っ
て
は
、
上
欄
の
金
額
の
５
倍
に
相
当
す
る
額
と
す
る
。
 

２
 

使
用
の
期
間
が

１
年
未
満
の
端
数
を
生
じ
る
場
合
に
は
月

割
で
計
算
し
、
１
月
未
満
の
端
数
が
生
じ

る

場
合
は
日
割
計
算

す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
使
用
料
の
額

は
、
月
割
に
あ
っ
て
は
年
額
を
１
２
で

除

し
た
額
と
し
、
日
割
に
あ
っ
て
は
年
額
を
３
６
５
で
除
し
た
額
と
す
る
。
 

３
 
使
用
の
期
間
が
１
日
未
満
の
場
合
は
１
日
と
し
て
計
算
す
る
。
 

４
 
使
用
料
の
額
に
円
未
満
の
端
数
が
生
じ
た
場
合
は
、
そ
の
端
数
は
切
り
捨
て
る
。
 

５
 
使
用
面
積
が
１
平
方
メ
ー
ト
ル
未
満
の
場
合
は
、
１
平
方
メ
ー
ト
ル
と
し
て
計
算
す
る
。
 

６
 
こ
の
使
用
料
に
は
、
附
帯
設
備
及
び
共
用
施
設
並
び
に
冷
暖
房
使
用
料
を
含
む
。
 

７
 
電
気
、
ガ
ス
、
水
道
及
び
下
水
道
の
使
用
料
は
、
別
に
実
費
を
徴
収
す
る
。
 

８
 
そ
の
他
の
目
的
外
の
占
用
料
に
つ
い
て
は
、
市
長
が
別
に
定
め
る
。
 

  別
表
第

４
（

第
２
４

条
関

係
）
 指
定
管
理
者
に
行
わ
せ
る
業
務
の
範
囲
 

１
 
第
５
条
に
掲
げ
る
事
業
の
実
施
に
関
す
る
業
務
 

２
 
に
の
う
み
の
使
用
に
関
す
る
付
随
業
務
（
使
用
の
許
可
、
使
用
料
の
徴
収
、
使
用
の
停
止
及
び
使
用

許
可
の
取
消
し
等
）
 

３
 
に
の
う
み
の
施
設
及
び
設
備
の
維
持
管
理
（
軽
微
な
も
の
に
限
る
。
）
に
関
す
る
業
務
 

４
 
そ
の
他
に
の
う
み
の
管
理
に
関
す
る
業
務
で
市
長
が
必
要
と
認
め
る
業
務
 

 

「
掲
示
済
」
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 亀岡会館条例を廃止する条例をここに公布す

る。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第５号 

 

亀岡会館条例を廃止する条例 

 

 亀岡会館条例（昭和４５年亀岡市条例第３６

号）は、廃止する。 

 

   附 則 

 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市交流会館条例の一部を改正する条例を

ここに公布する。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第６号 

 

亀岡市交流会館条例の一部を改正

する条例 

 

 亀岡市交流会館条例（平成８年亀岡市条例第

２１号）の一部を次のように改正する。 

 

 第２条の２を次のように改める。 

 （開館時間及び休館日） 

第２条の２ 会館の開館時間は、午前９時から

午後５時までとし、宿泊の場合は、午後２時

から翌日の午前１０時までとする。ただし、

市長が必要と認めるときは、これを変更する

ことができる。 
２ 会館の休館日は、１月１日から同月３日ま

で及び１２月２９日から同月３１日までとす

る。ただし、市長が必要と認めるときは、随

時に開館又は休館することができる。 

 第１２条の次に次の３条を加える。 

 （目的外使用料） 

第１２条の２ 目的外使用の許可を受けて会館

の一部を使用する者（以下「目的外使用者」

という。）は、目的外使用料を市長が定める

期日までに納付しなければならない。 

２ 目的外使用料は、別表第３に掲げる額の範

囲内において、市長が定める額とする。 

 （目的外使用料の減免） 

第１２条の３ 市長が特に必要があると認める

ときは、目的外使用料を減額し、又は免除す

ることができる。 
 （保証金） 

第１２条の４ 市長は、必要があると認めると

きは、目的外使用者に保証金を納付させるこ

とができる。 

２ 前項の保証金は、使用状況又は種別により、

その都度市長が定める。 

３ 保証金は、使用の終了後、目的外使用者に

還付する。ただし、未納の賠償金等があると

きは、その額を保証金から控除した金額を還

付する。 

４ 保証金には、利子をつけない。 
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 別表第１を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 別表に次の１表を加える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   附 則 

 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。ただし、第２条の２の改正規定中宿泊の規定及

び別表第１の改正規定中コテージの規定は、平成３０年７月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

別表第１（第９条関係） 

使用時間区分 

 

種別 

午 前 午 後 全 日 宿泊 

午前９時～ 
午後１時 

午後１時～ 
午後５時 

午前９時～ 
午後５時 

午後２時から翌日
の午前１０時 

ホ ー ル 1,330円 1,330円 2,460円

教  室 720円 720円 1,230円

実 習 室 1,020円 1,020円 1,850円

会 議 室 610円 610円 1,020円

コテージ 4,000円 8,000円

 

別表第３（第１２条の２関係） 

種  別 単 位 金  額 

土地使用料 １年 固定資産評価基準により算定した額に１００分の４を乗じた額 

建物使用料 １年 
固定資産評価基準により算定した額に１００分の６を乗じた額に
１００分の１０８を乗じ土地使用料を加算した額 

備考 

１ 営利を目的とする使用にあっては、上欄の金額の５倍に相当する額の範囲内において、市長

が定める額とする。 

２ 使用の期間が１年未満の端数が生じる場合には月割で計算し、１月未満の端数が生じる場合

は日割計算する。この場合において、使用料の額は、月割にあっては年額を１２で除した額と

し、日割にあっては年額を３６５で除した額とする。 

３ 使用の期間が１日未満の場合は、１日として計算する。 

４ 使用料の額に円未満の端数が生じた場合は、その端数は切り捨てる。 

５ 使用面積が１平方メートル未満の場合は、１平方メートルとして計算する。 

６ この使用料には、附帯設備及び共用施設並びに冷暖房使用料を含む。 

７ 電気、ガス、水道、下水道及び電話の使用料は、別に実費を徴収する。 

８ その他の目的外の占用料については、市長が別に定める。 
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 亀岡市長期継続契約を締結することができる

契約を定める条例の一部を改正する条例をここ

に公布する。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第７号 

 

亀岡市長期継続契約を締結するこ

とができる契約を定める条例の一

部を改正する条例 

 

 亀岡市長期継続契約を締結することができる

契約を定める条例（平成１７年亀岡市条例第 

５９号）の一部を次のように改正する。 

 

 第２条第１項第４号を次のように改める。 

⑷ 庁舎その他市が管理する施設の維持及び

保守管理業務の委託並びに設備の借入れ及

び保守に関する契約 

 

   附 則 

 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市消防団員等公務災害補償条例の一部を

改正する条例をここに公布する。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第８号 

 

亀岡市消防団員等公務災害補償条

例の一部を改正する条例 

 

 亀岡市消防団員等公務災害補償条例（昭和 

４１年亀岡市条例第１７号）の一部を次のよう

に改正する。 

 

 第２条中「同法第３６条」を「これらの規定

を同法第３６条第８項」に、「及び第３６条」

を「及び第３６条第８項」に、「第３５条の７

第１項」を「第３５条の１０第１項」に改める。 

 第５条第３項中「、第１号」の次に「又は第

３号から第６号までのいずれか」を加え、 

「３３３円を」を「１人につき２１７円を」に

改め、「２６７円（非常勤消防団員等に第１号

に該当する者がない場合には、そのうち１人に

ついては３３３円）を、第３号から第６号まで

のいずれかに該当する扶養親族については１人

につき２１７円（非常勤消防団員等に第１号に

該当する者及び第２号に該当する扶養親族がな

い場合には、そのうち１人については、３００

円）」を「３３３円」に改める。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行

する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の亀岡市消防団員等

公務災害補償条例第５条第３項の規定は、こ

の条例の施行の日（以下この項において「施

行日」という。）以後に支給すべき事由の生

じた亀岡市消防団員等公務災害補償条例同条

第１項に規定する損害補償（以下この項にお

いて「損害補償」という。）並びに施行日前
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に支給すべき事由の生じた施行日以後の期間

に係る同条例第４条第３号に規定する傷病補

償年金、同条第４号アに規定する障害補償年

金及び同条第６号アに規定する遺族補償年金

（以下この項において「傷病補償年金等」と

いう。）について適用し、施行日前に支給す

べき事由の生じた損害補償（傷病補償年金等

を除く。）及び施行日前に支給すべき事由の

生じた施行日前の期間に係る傷病補償年金等

については、なお従前の例による。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市債権管理条例をここに公布する。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第９号 

 

亀岡市債権管理条例 

 

 （目的） 

第１条 この条例は、市の債権の管理に関する

事務の処理について必要な事項を定めること

により、市の債権の管理の適正化を図り、 

もって市民の負担の公平性を確保するととも

に、公正かつ円滑な行財政の運営に資するこ

とを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

⑴ 市の債権 金銭の給付を目的とする市の

権利をいう。 

⑵ 市税 市の債権のうち、地方税法（昭和

２５年法律第２２６号）の規定に基づく徴

収金に係るものをいう。 

⑶ 公課 市税以外の市の債権のうち、国税

又は地方税の滞納処分の例により処分する

ことができるものをいう。 

⑷ その他の債権 市の債権のうち、市税及

び公課以外のものをいう。 

 （法令及び他の条例との関係） 

第３条 市の債権の管理に関する事務の処理に

ついては、法令に定めがある場合又は他の条

例に特別の定めがある場合を除き、この条例

の定めるところによる。 

 （市長等の責務） 

第４条 市長（水道事業及び下水道事業の管理

者の権限を行う市長を含む。）及び病院事業

管理者（以下「市長等」という。）は、法令

又は条例若しくは規則（地方公営企業法（昭

和２７年法律第２９２号）第１０条に規定す

る企業管理規程を含む。以下同じ。）の定め

るところにより、市の債権を適正に管理しな

ければならない。 

２ 市長等は、市の債権の管理に関する事務を

その発生原因及び内容に応じて財政上最も市

の利益に適合するよう処理するものとする。 

 （台帳の整備） 

第５条 市長等は、市の債権を適正に管理する

ため、台帳（市の債権を管理するために必要

な事項として別に定めるものを記載した書面

又は電磁的記録（電子的方式、磁気的方式そ

の他人の知覚によっては認識することができ

ない方式で作られた記録をいう。）をい

う。）を整備するものとする。 

 （徴収の方針） 

第６条 市長等は、市の債権の債務者の支払能

力その他の市の債権の管理に必要な情報の把

握に努めるとともに、その把握した情報に基

づき、適切かつ効率的な徴収に努めなければ
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ならない。 

 （滞納処分等） 

第７条 市長等は、市税及び公課の滞納処分並

びに徴収猶予、換価の猶予及び滞納処分の停

止については、法令の規定により行わなけれ

ばならない。 

 （強制執行等） 

第８条 市長等は、その他の債権について、地

方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。

以下「令」という。）第１７１条の２から第

１７１条の４までの規定により、強制執行そ

の他の当該債権の保全及び取立てに関し必要

な措置をとらなければならない。 

２ 市長等は、その他の債権について、令第 

１７１条の５から第１７１条の７までの規定

により、その徴収の停止若しくは履行期限の

延長又は当該債権に係る債務の免除をするこ

とができる。 

 （その他の債権の放棄） 

第９条 市長等は、その他の債権（消滅時効に

ついて時効の援用を要しない債権を除く。）

について、次の各号のいずれかに該当する事

由が生じたときは、当該債権の全部又は一部

を放棄することができる。 

⑴ 当該債権につき消滅時効が完成したとき

（時効を援用しない特別の理由があるとき

を除く。）。 

⑵ 債務者が死亡し、その債務について限定

承認があった場合において、その相続財産

の価格が強制執行をした場合の費用並びに

他の債権に優先して弁済を受ける債権及び

本市以外の者の権利の金額の合計額を超え

ないと見込まれるとき。 

⑶ 債務者が失踪、行方不明その他これらに

準ずる事情にあり、徴収の見込みがないと

認められるとき。 

⑷ 破産法（平成１６年法律第７５号）第 

２５３条第１項、会社更生法（平成１４年

法律第１５４号）第２０４条第１項その他

の法令の規定により債務者が当該債権につ

きその責任を免れたとき。 

⑸ 当該債権の存在につき法律上の争いがあ

る場合において、市長が勝訴の見込みがな

いものと決定したとき。 

 （委任） 

第１０条 この条例の施行に関し必要な事項は、

規則で定める。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行

する。 

（亀岡市税外収入滞納金督促条例の一部改正） 

２ 亀岡市税外収入滞納金督促条例（昭和４０

年亀岡市条例第１号）の一部を次のように改

正する。 

 第３条第１項中「その金額に１０円未満の

端数があるとき、又はその全額が１０円未満

であるとき」を「その金額に１００円未満の

端数があるとき、又はその全額が１，０００

円未満であるとき」に改め、同項に次のただ

し書を加える。 

 ただし、やむを得ない理由があると認め

る場合においては、これを徴収しないこと

ができる。 

（亀岡市公共下水道事業受益者負担に関する

条例の一部改正） 

３ 亀岡市公共下水道事業受益者負担に関する

条例（昭和５６年亀岡市条例第２１号）の一

部を次のように改正する。 

 第１１条第１項中「当該負担金額」の次に

「（１，０００円未満の端数があるとき、又

は納入金の全額が２，０００円未満であると

きは、これを切り捨てる。）」を加え、「そ

の額に１０円未満の端数があるとき、又はそ 
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の金額が１０円未満であるとき」を「その額に１００円未満の端数があるとき、又はその金額が

１，０００円未満であるとき」に改める。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市立学校施設使用条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第１０号 

 

亀岡市立学校施設使用条例の一部を改正する条例 

 

 亀岡市立学校施設使用条例（平成１６年亀岡市条例第６号）の一部を次のように改正する。 

 

 第２条中第３号を第４号とし、第２号の次に次の１号を加える。 

⑶ 児童生徒地域交流施設 

 別表中 

「 

屋外運動場 無料 市立各小学校、中学校、義務教育学校

                                           」 

を 

「 

屋外運動場 無料 市立各小学校、中学校、義務教育学校

児童生徒地域 
交流施設 

研修室 
円

２００ 
中学校：亀岡（若木の家） 

会議室 
（和室１室） 

円
１００ 

                                           」 

に改める。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 
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１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の亀岡市立学校施設使用条例別表の使用料の規定は、平成３０年１０月

１日以降に使用する施設使用料から適用し、同日前に使用する施設使用料については、なお従前

の例による。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公民館設置及び運営に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第１１号 

 

亀岡市公民館設置及び運営に関する条例の一部を改正する条例 

 

 亀岡市公民館設置及び運営に関する条例（昭和３８年亀岡市条例第１０号）の一部を次のように

改正する。 

 

 第１条第１項中 

「 

１ 亀岡市中央公民館 亀岡市内丸町４５番地の３ 

２ 亀岡市篠公民館 亀岡市篠町篠中北裏６８番地の１ 

３ 亀岡市吉川公民館 亀岡市吉川町吉田沢６３番地 

                                  」 

を 

「 

１ 亀岡市篠公民館 亀岡市篠町篠中北裏６８番地の１ 

２ 亀岡市吉川公民館 亀岡市吉川町吉田沢６３番地 

                                  」 

に改める。 

 

   附 則 
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 （施行期日） 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行

する。 

 （亀岡市中央公民館使用条例の廃止） 

２ 亀岡市中央公民館使用条例（昭和４５年亀

岡市条例第３８号）は、廃止する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市循環型社会推進条例の一部を改正する

条例をここに公布する。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第１２号 

 

亀岡市循環型社会推進条例の一部

を改正する条例 

 

 亀岡市循環型社会推進条例（平成１３年亀岡

市条例第１３号）の一部を次のように改正する。 

 

 別表中「１５０円」を「１８０円」に改める。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３０年６月１日から施行

する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日前に市の指定する処理

施設へ搬入された家庭系一般廃棄物及びその

他の一般廃棄物に係る手数料については、な

お従前の例による。 

「掲示済」 

 亀岡市後期高齢者医療に関する条例の一部を

改正する条例をここに公布する。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第１３号 

 

亀岡市後期高齢者医療に関する条

例の一部を改正する条例 

 

 亀岡市後期高齢者医療に関する条例（平成 

２０年亀岡市条例第１１号）の一部を次のよう

に改正する。 

 

 第３条第２号中「第５５条第１項」の次に

「（法第５５条の２第２項において準用する場

合を含む。）」を加え、「同項」を「法第５５

条第１項」に改め、同条第３号中「第５５条第

２項第１号」の次に「（法第５５条の２第２項

において準用する場合を含む。）」を加え、同

条第４号中「第５５条第２項第２号」の次に

「（法第５５条の２第２項において準用する場

合を含む。）」を加え、「同号」を「法第５５

条第２項第２号」に改め、同条に次の１号を加

える。 

⑸ 法第５５条の２第１項の規定の適用を受

ける被保険者であって、国民健康保険法

（昭和３３年法律第１９２号）第１１６条

の２第１項及び第２項の規定の適用を受け、

これらの規定により本市に住所を有するも

のとみなされた国民健康保険の被保険者で

あった被保険者 

 第６条第１項中「相当する延滞金額」の次に

「（その金額に１００円未満の端数があるとき、

又はその全額が１，０００円未満であるときは、

その端数金額又はその全額を切り捨てる。）」
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を加え、同項ただし書を次のように改める。 

 ただし、やむを得ない理由があると認める

場合においては、これを徴収しないことがで

きる。 

 附則第３項及び第４項を削る。 

 

   附 則 

 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市国民健康保険条例の一部を改正する条

例をここに公布する。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第１４号 

 

亀岡市国民健康保険条例の一部を

改正する条例 

 

 亀岡市国民健康保険条例（昭和３４年亀岡市

条例第７号）の一部を次のように改正する。 

 

 目次中「行う国民健康保険」の次に「の事

務」を加え、「国民健康保険運営協議会及び国

民健康保険協力委員会」を「本市の国民健康保

険事業の運営に関する協議会」に改める。 

 第１章の章名を次のように改める。 

第１章 本市が行う国民健康保険の事

務 

 第１条（見出しを含む。）中「国民健康保

険」の次に「の事務」を加える。 

 第２章の章名を次のように改める。 

第２章 本市の国民健康保険事業の運

営に関する協議会 

 第２条（見出しを含む。）中「国民健康保険

運営協議会」を「本市の国民健康保険事業の運

営に関する協議会」に改める。 

 第３条を次のように改める。 

第３条 削除 

 第４条中「前２条」を「第２条」に改め、

「及び協力委員会」を削る。 

 第１２条の２中「被保険者である世帯主及び

その」を「世帯主の」に、「第２９条の７第１

項」を「第２９条の７第１項第１号」に、「同

項に規定する後期高齢者支援金等賦課額」を

「国民健康保険法施行令第２９条の７第１項第

２号に規定する後期高齢者支援金等賦課額」に、

「同項に規定する介護納付金賦課被保険者」を

「国民健康保険法施行令第２９条の７第１項第

３号に規定する介護納付金賦課被保険者」に、

「同項に規定する介護納付金賦課額」を「国民

健康保険法施行令第２９条の７第１項第３号に

規定する介護納付金賦課額」に改める。 

 第１２条の３に次のただし書を加える。 

 ただし、第２５条第１項の規定による保険

料の減免を行う場合においては、第１号に掲

げる額の見込額から第２号に掲げる額の見込

額を控除した額に第３号に掲げる額の見込額

を合算した額を基準として算定した額とする

ことができる。 

 第１２条の３第１号及び第２号を次のように

改める。 

⑴ 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア 療養の給付に要する費用（一般被保険

者に係るものに限る。）の額から当該給

付に係る一部負担金に相当する額を控除

した額並びに入院時食事療養費、入院時

生活療養費、保険外併用療養費、療養費、
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訪問看護療養費、特別療養費、移送費、

高額療養費及び高額介護合算療養費の支

給に要する費用（一般被保険者に係るも

のに限る。）の額 

イ 国民健康保険事業費納付金（法附則第

２２条の規定により読み替えられた法第

７５条の７第１項の国民健康保険事業費

納付金をいう。以下この条において同

じ。）の納付に要する費用（京都府が行

う国民健康保険の一般被保険者に係るも

のに限り、京都府の国民健康保険に関す

る特別会計において負担する高齢者医療

確保法の規定による後期高齢者支援金等

（以下「後期高齢者支援金等」とい

う。）、高齢者医療確保法の規定による

病床転換支援金等（以下「病床転換支援

金等」という。）及び介護保険法（平成

９年法律第１２３号）の規定による納付

金（以下「介護納付金」という。）の納

付に要する費用に充てる部分を除く。）

の額 

ウ 法第８１条の２第４項の財政安定化基

金拠出金の納付に要する費用の額 

エ 法第８１条の２第９項第２号に規定す

る財政安定化基金事業借入金の償還に要

する費用の額 

オ 保健事業に要する費用の額 

カ その他国民健康保険事業に要する費用

（国民健康保険の事務の執行に要する費

用を除く。）の額（退職被保険者等に係

る療養の給付に要する費用の額から当該

給付に係る一部負担金に相当する額を控

除した額並びに入院時食事療養費、入院

時生活療養費、保険外併用療養費、療養

費、訪問看護療養費、特別療養費、移送

費、高額療養費及び高額介護合算療養費

の支給に要する費用の額並びに京都府が

行う国民健康保険の一般被保険者に係る

国民健康保険事業費納付金の納付に要す

る費用（京都府の国民健康保険に関する

特別会計において負担する後期高齢者支

援金等及び病床転換支援金等並びに介護

納付金の納付に要する費用に充てる部分

に限る。）及び退職被保険者等に係る国

民健康保険事業費納付金の納付に要する

費用の額を除く。） 

⑵ 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア 法第７４条の規定による補助金の額 

イ 法附則第２２条の規定により読み替え

られた法第７５条の規定により交付を受

ける補助金（国民健康保険事業費納付金

の納付に要する費用（京都府の国民健康

保険に関する特別会計において負担する

後期高齢者支援金等、病床転換支援金等

及び介護納付金の納付に要する費用に充

てる部分に限る。以下このイにおいて同

じ。）に係るものを除く。）及び同条の

規定により貸し付けられる貸付金（国民

健康保険事業費納付金の納付に要する費

用に係るものを除く。）の額 

ウ 法第７５条の２第１項の国民健康保険

保険給付費等交付金（エにおいて「国民

健康保険保険給付費等交付金」とい

う。）（退職被保険者等の療養の給付等

に要する費用（法附則第２２条の規定に

より読み替えられた法第７０条第１項に

規定する療養の給付等に要する費用をい

う。以下同じ。）に係るものを除く。）

の額 

エ その他国民健康保険事業に要する費用

（国民健康保険の事務の執行に要する費

用を除く。）のための収入（法附則第９

条第１項の規定により読み替えられた法

第７２条の３第１項の規定による繰入金

及び国民健康保険保険給付費等交付金

（退職被保険者等の療養の給付等に要す
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る費用に係るものに限る。）を除く。）

の額 

 第１２条の３に次の１号を加える。 

⑶ 当該年度における第２５条第１項の規定

による基礎賦課額の減免の額の総額 

 第１６条第１項第２号中「初日」を「前年度

及びその直前の２箇年度の各年度」に改め、

「一般被保険者数の数」の次に「等を勘案して

算定した数」を加え、同項第３号ア中「初日」

を「前年度及びその直前の２箇年度の各年度」

に改め、「世帯の数」の次に「等を勘案して算

定した数」を加え、同条第２項中「３位」を

「４位」に改める。 

 第１６条の６中「５４０，０００円」を 

「５８０，０００円」に改める。 

 第１６条の６の２に次のただし書を加える。 

 ただし、第２５条第１項の規定による保険

料の減免を行う場合においては、第１号に掲

げる額の見込額から第２号に掲げる額の見込

額を控除した額に第３号に掲げる額の見込額

を合算した額を基準として算定した額とする

ことができる。 

 第１６条の６の２第１号及び第２号を次のよ

うに改める。 

⑴ 当該年度における国民健康保険事業費納

付金の納付に要する費用（京都府の国民健

康保険に関する特別会計において負担する

後期高齢者支援金等及び病床転換支援金等

の納付に要する費用に係る部分であって、

京都府が行う国民健康保険の一般被保険者

に係るものに限る。次号において同じ。） 

⑵ 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア 法附則第２２条の規定により読み替え

られた法第７５条の規定により交付を受

ける補助金（国民健康保険事業費納付金

の納付に要する費用に係るものに限

る。）及び同条の規定により貸し付けら

れる貸付金（国民健康保険事業費納付金

の納付に要する費用に係るものに限

る。）の額 

イ その他国民健康保険事業に要する費用

（国民健康保険事業費納付金の納付に要

する費用に限る。）のための収入（法附

則第９条第１項の規定により読み替えら

れた法第７２条の３第１項の規定による

繰入金を除く。）の額 

 第１６条の６の２に次の１号を加える。 

⑶ 当該年度における第２５条第１項の規定

による後期高齢者支援金等賦課額の減免の

額の総額 

 第１６条の６の５第１号中「第３２条の９」

を「第３２条の９の２」に、「方法の例」を

「方法」に改め、同条第２号中「初日」を「前

年度及びその直前の２箇年度の各年度」に改め、

「一般被保険者の数」の次に「等を勘案して算

定した数」を加え、同条第３号ア中「初日」を

「前年度及びその直前の２箇年度の各年度」に

改め、「属する世帯の数」の次に「等を勘案し

て算定した数」を加える。 

 第１６条の７に次のただし書を加える。 

 ただし、第２５条第１項の規定による保険

料の減免を行う場合においては、第１号に掲

げる額の見込額から第２号に掲げる額の見込

額を控除した額に第３号に掲げる額の見込額

を合算した額を基準として算定した額とする

ことができる。 

 第１６条の７第１号及び第２号を次のように

改める。 

⑴ 当該年度における国民健康保険事業費納

付金の納付に要する費用（京都府の国民健

康保険に関する特別会計において負担する

介護納付金の納付に要する費用に充てる部

分に限る。次号において同じ。） 

⑵ 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア 法附則第２２条の規定により読み替え

られた法第７５条の規定により交付を受
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ける補助金（国民健康保険事業費納付金

の納付に要する費用に係るものに限

る。）及び同条の規定により貸し付けら

れる貸付金（国民健康保険事業費納付金

の納付に要する費用に係るものに限

る。）の額 

イ その他国民健康保険事業に要する費用

（国民健康保険事業費納付金の納付に要

する費用に限る。）のための収入（法附

則第９条第１項の規定により読み替えら

れた法第７２条の３第１項の規定による

繰入金を除く。）の額 

 第１６条の７に次の１号を加える。 

⑶ 当該年度における第２５条第１項の規定

による介護納付金賦課額の減免の額の総額 

 第１６条の１０第２号中「初日」を「前年度

及びその直前の２箇年度の各年度」に改め、

「介護納付金賦課被保険者の数」の次に「等を

勘案して算定した数」を加え、同条第３号中

「初日」を「前年度及びその直前の２箇年度の

各年度」に改め、「属する世帯の数」の次に

「等を勘案して算定した数」を加える。 

 第２０条第１項中「５４０，０００円」を

「５８０，０００円」に改め、同項第２号中

「２７０，０００円」を「２７５，０００円」

に改め、同項第３号中「４９０，０００円」を

「５００，０００円」に改め、同条第３項及び

第 ４ 項 中 「 ５ ４ ０ ， ０ ０ ０ 円 」 を     

「５８０，０００円」に改める。 

 第２３条第１項中「１０円未満の端数」を

「１００円未満の端数」に、「全額が１０円未

満」を「全額が１，０００円未満」に改め、同

項に次のただし書を加える。 

 ただし、やむを得ない理由があると認める

場合においては、これを徴収しないことがで

きる。 

 第２５条の４第２項中「届出は」を「届出に

当たり」に、「を提示して行わなければ」を

「の提示を求められた場合においては、これを

提示しなければ」に改める。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行

する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の第１２条の２から

第２０条までの規定は、平成３０年度以後の

年度分の保険料について適用し、平成２９年

度以前の年度分の保険料については、なお従

前の例による。 

（亀岡市国民健康保険財政調整基金条例の一

部改正） 

３ 亀岡市国民健康保険財政調整基金条例（昭

和３９年亀岡市条例第６号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 第１条中「国民健康保険事業の健全な運営

に必要な保険給付、老人保健拠出金及び介護

納付金の財源調整並びに保健事業の振興を図

るため」を「亀岡市国民健康保険事業の健全

な運営及び保険事業の実施に必要な財源に充

てるため」に改める。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市厚生会館条例を廃止する条例をここに

公布する。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第１５号 
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亀岡市厚生会館条例を廃止する条

例 

 

 亀岡市厚生会館条例（平成１７年亀岡市条例

第３５号）は、廃止する。 

 

   附 則 

 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市手話言語及び障害者コミュニケーショ

ン条例をここに公布する。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第１６号 

 

亀岡市手話言語及び障害者コミュ

ニケーション条例 

 

 亀岡市は、昭和５７年に「健康で文化的な生

活の基礎的条件が確保されることにより、生涯

にわたり人間に値する生活と人格の自由な発展

がひとしく保障される社会こそ、福祉社会とい

える。」として、「福祉都市」を宣言し、障害

福祉に係る施策を計画的に推進しています。 

 社会は、人と人が関わり合い、お互いの思い

を伝え合うことによって成り立っています。助

け合い、敬い合うためにはコミュニケーション

が必要です。 

 ろう者のコミュニケーションの手段である手

話は、手指や体の動き、表情を使って視覚的に

表現する言語（手話言語という。以下同じ。）

であり、音声言語である日本語と同等の言語で

す。ろう者は、物事を考え、コミュニケーショ

ンを図り、お互いの気持ちを理解し合うために、

また、知識を蓄え、文化を創造するために必要

な言語として手話言語を大切に育んできました。 

 しかしながら、今まで手話言語は言語と認め

られていなかったため、手話言語を学び、手話

言語で学ぶ環境が整備されてこなかったこと、

また、社会においても、手話言語への理解は乏

しく、手話言語を使用する環境が十分には整え

られてきませんでした。 

 また、ろう者だけでなく、多くの障害者が、

生活に必要不可欠な情報取得及びコミュニケー

ションに著しい困難を抱えています。 

 こうした状況に鑑み、手話言語を言語として

認識するとともに、あらゆる障害者が必要とす

るコミュニケーション手段の普及を促進するこ

とにより、すべての市民が互いに人格と個性を

尊重し、支え合いながら自分らしく豊かに暮ら

すことができる地域社会を構築するため、この

条例を制定します。 

 

 （目的） 

第１条 この条例は、手話言語に対する理解の

促進及び手話言語の普及並びに多様なコミュ

ニケーション手段（手話言語、触手話言語、

要約筆記等の文字の表示、点字、音訳、平易

な表現、代筆及び代読、その他日常生活又は

社会参加を行う場合に必要とされる補助的及

び代替的な手段としての情報及びコミュニ 

ケーション支援用具等をいう。以下同じ。）

の利用の促進に関し基本理念を定め、市の責

務並びに市民及び事業者の役割を明らかにし、

手話言語及び多様なコミュニケーション手段

に関する施策を推進することにより、障害者

と障害者以外の者が互いに人格と個性を尊重
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し、支え合いながら生きる地域社会を実現す

ることを目的とする。 

 （基本理念） 

第２条 手話言語に対する理解の促進及び手話

言語の普及は、手話言語が独自の言語である

ことを基本に行われなければならない。 

２ 多様なコミュニケーション手段の利用の促

進は、障害者と障害者以外の者が相互の違い

を理解し、互いに人格と個性を尊重すること

を基本に行われなければならない。 

 （市の責務） 

第３条 市は、基本理念に基づき、手話言語に

対する理解の促進及び手話言語の普及並びに

多様なコミュニケーション手段の利用の促進

のため、必要な施策を総合的かつ計画的に実

施しなければならない。 

 （市民の役割） 

第４条 市民は、基本理念に基づき、手話言語

に対する理解を深めるとともに、多様なコ 

ミュニケーション手段の利用の促進のための

市の施策に協力するよう努めるものとする。 

 （事業者の役割） 

第５条 事業者は、基本理念に基づき、手話言

語に対する理解を深めるとともに、多様なコ

ミュニケーション手段の利用の促進のため、

多様なコミュニケーション手段を必要とする

者に利用しやすいサービスを提供するよう努

めるとともに、市の施策に協力するよう努め

るものとする。 

 （観光旅行者その他の滞在者への対応） 

第６条 市、市民及び事業者は、多様なコミュ

ニケーション手段を必要とする観光旅行者そ

の他の滞在者が、安心して滞在することがで

きるよう、多様なコミュニケーション手段へ

の理解のある対応をし、又は利用しやすい 

サービスを提供するよう努めるものとする。 

 （施策の推進及び検証） 

第７条 市は、第３条に規定する市の責務を果

たすため、次の各号に掲げる施策を実施する

ものとする。 

⑴ 手話言語に対する理解の促進及び手話言

語の普及に関すること。 

⑵ 多様なコミュニケーション手段を習得す

る機会の創出に関すること。 

⑶ 多様なコミュニケーション手段の利用を

促進する意思疎通支援者その他の支援者の

確保及び養成支援に関すること。 

⑷ その他手話言語に対する理解の促進及び

手話言語の普及並びに多様なコミュニケー

ション手段の利用の促進に関すること。 

２ 市は、前項の施策の推進を図るため、亀岡

市障害者基本計画（障害者基本法（昭和４５

年法律第８４号）第１１条第３項の規定に基

づき策定された計画をいう。）に位置づけ、

検証を含め総合的かつ計画的に推進するもの

とする。 

 （財政措置） 

第８条 市は、手話言語に対する理解の促進及

び手話言語の普及並びに多様なコミュニケー

ション手段の利用を促進するため、必要な財

政上の措置を講ずるよう努めるものとする。 

 

   附 則 

 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市地域包括支援センターにおける包括的

支援事業の実施に係る人員等の基準に関する条

例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

   平成３０年３月２７日 
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          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第１７号 

 

亀岡市地域包括支援センターにお

ける包括的支援事業の実施に係る

人員等の基準に関する条例の一部

を改正する条例 

 

 亀岡市地域包括支援センターにおける包括的

支援事業の実施に係る人員等の基準に関する条

例（平成２７年亀岡市条例第１３号）の一部を

次のように改正する。 

 

 第１条中「第４項」を「第５項」に改める。 

 第４条第１項第３号中「省令第１４０条の 

６８第１項に規定する主任介護支援専門員研修

を修了した者」を「省令第１４０条の６６第１

号イ⑶に規定する主任介護支援専門員」に改め

る。 

 

   附 則 

 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市介護保険条例の一部を改正する条例を

ここに公布する。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第１８号 

 

亀岡市介護保険条例の一部を改正

する条例 

 

 亀岡市介護保険条例（平成１２年亀岡市条例

第１５号）の一部を次のように改正する。 

 

 第３条第１項中「平成２７年度から平成２９

年度まで」を「平成３０年度から平成３２年度

ま で 」 に 改 め 、 同 項 第 ７ 号 中       

「 １ ， ２ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円 以 上       

１ ， ９ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円 未 満 」 を      

「 １ ， ２ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円 以 上       

２，０００，０００円未満」に改め、    

同項第８号中「１，９００，０００円以上      

２ ， ９ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円 未 満 」 を      

「 ２ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円 以 上       

３，０００，０００円未満」に改め、    

同項第９号中「２，９００，０００円以上      

４ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円 未 満 」 を      

「 ３ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円 以 上       

４，０００，０００円未満」に改め、同条第２

項中「所得の少ない」を「前項第１号に掲げ

る」に、「前項第１号に該当する者の」を「平

成３０年度から平成３２年度までの各年度にお

ける」に改める。 

 第８条第１項本文中「延滞金」の次に「（そ

の金額に１００円未満の端数があるとき、又は

その金額が１，０００円未満であるときは、そ

の端数金額又はその全額を切り捨てる。）」を

加え、同項ただし書を次のように改める。 

 ただし、市長がやむを得ない理由があると

認めた場合は、これを徴収しないことができ

る。 

 第１４条及び第１７条中「第１号」を削る。 

 

   附 則 

 

（施行期日） 
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第１条 この条例は、平成３０年４月１日から

施行する。 

（適用区分） 

第２条 この条例による改正後の亀岡市介護保

険条例第３条の規定は、平成３０年度分の保

険料から適用し、平成２９年度以前の年度分

の保険料については、なお従前の例による。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市指定居宅介護支援等の事業の人員及び

運営に関する基準等を定める条例をここに公布

する。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第１９号 

 

亀岡市指定居宅介護支援等の事業

の人員及び運営に関する基準等を

定める条例 

 

目次 

第１章 総則（第１条・第２条） 

第２章 指定居宅介護支援の事業の基本方針

（第３条・第４条） 

第３章 指定居宅介護支援の事業の人員に関

する基準（第５条・第６条） 

第４章 指定居宅介護支援の事業の運営に関

する基準（第７条－第３３条） 

第５章 基準該当居宅介護支援の事業に関す

る基準（第３４条） 

附則 

 

第１章 総則 

 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法

律第１２３号。以下「法」という。）第４７

条第１項第１号、第７９条第２項第１号並び

に第８１条第１項及び第２項の規定に基づき、

指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に

関する基準等を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この条例で使用する用語の意義は、法

で使用する用語の例による。 

 

第２章 指定居宅介護支援の事業の基

本方針 

 

 （指定居宅介護支援の事業の基本方針） 

第３条 指定居宅介護支援（法第４６条第１項

に規定する指定居宅介護支援をいう。以下同

じ。）の事業は、要介護状態となった場合に

おいても、その利用者が可能な限りその居宅

において、その有する能力に応じ自立した日

常生活を営むことができるように配慮して行

われるものでなければならない。 

２ 指定居宅介護支援の事業は、利用者の心身

の状況、その置かれている環境等に応じて、

利用者の選択に基づき、適切な保健医療サー

ビス及び福祉サービスが、多様な事業者から、

総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して

行われるものでなければならない。 

３ 指定居宅介護支援事業者（法第４６条第１

項に規定する指定居宅介護支援事業者をいう。

以下同じ。）は、指定居宅介護支援の提供に

当たっては、利用者の意思及び人格を尊重し、

常に利用者の立場に立って、利用者に提供さ

れる指定居宅サービス等（法第８条第２４項

に規定する指定居宅サービス等をいう。以下

同じ。）が特定の種類又は特定の居宅サービ
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ス事業者に不当に偏することのないよう、公

正中立に行わなければならない。 

４ 指定居宅介護支援事業者は、事業の運営に

当たっては、市町村、法第１１５条の４６第

１項に規定する地域包括支援センター、老人

福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第２０

条の７の２に規定する老人介護支援センター、

他の指定居宅介護支援事業者、指定介護予防

支援事業者（法第５８条第１項に規定する指

定介護予防支援事業者をいう。以下同じ。）、

介護保険施設、障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律（平成１７

年法律第１２３号）第５１条の１７第１項第

１号に規定する指定特定相談支援事業者等と

の連携に努めなければならない。 

５ 指定居宅介護支援事業者は、地域包括支援

センター（法第１１５条の４６第１項に規定

する地域包括支援センターをいう。以下同

じ。）から求めがあった場合には、法第  

１１５条の４８第１項に規定する会議（以下

「地域ケア会議」という。）に参加し、又は

地域包括支援センターの行う包括的支援事業

その他の事業に協力するものとする。 

６ 指定居宅介護支援事業者は、利用者の人権

の擁護、虐待の防止等のため、責任者を設置

する等必要な体制の整備を行うとともに、そ

の従事者に対し、研修を実施する等の措置を

講ずるよう努めなければならない。 

７ 指定居宅介護支援事業者は、非常災害等の

発生の際にその事業を継続することができる

よう、他の社会福祉施設と連携し、及び協力

することができる体制を構築するよう努めな

ければならない。 

 （申請者の要件） 

第４条 法第７９条第２項第１号の条例で定め

る者は、法人（亀岡市暴力団排除条例（平成

２４年亀岡市条例第２４号）第２条第４号イ

及びエに掲げる者を除く。）とする。 

 

第３章 指定居宅介護支援の事業の人

員に関する基準 

 

 （従業者の員数） 

第５条 指定居宅介護支援事業者は、当該指定

に係る事業所（以下「指定居宅介護支援事業

所」という。）ごとに１以上の員数の指定居

宅介護支援の提供に当たる介護支援専門員で

あって常勤であるもの（以下本則において単

に「介護支援専門員」という。）を置かなけ

ればならない。 

２ 前項に規定する員数の基準は、利用者の数

が３５又はその端数を増すごとに１とする。 

 （管理者） 

第６条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅

介護支援事業所ごとに常勤の管理者を置かな

ければならない。 

２ 前項に規定する管理者は、主任介護支援専

門員でなければならない。 

３ 第１項に規定する管理者は、専らその職務

に従事する者でなければならない。ただし、

次に掲げる場合は、この限りでない。 

⑴ 当該管理者がその管理する指定居宅介護

支援事業所の介護支援専門員の職務に従事

する場合 

⑵ 当該管理者がその管理する指定居宅介護

支援事業所と同一の敷地内にある他の事業

所の職務に従事する場合（当該指定居宅介

護支援事業所の管理に支障がない場合に限

る。） 

 

第４章 指定居宅介護支援の事業の運

営に関する基準 

 

 （内容及び手続の説明及び同意） 

第７条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅

介護支援の提供の開始に際し、あらかじめ、

利用申込者又はその家族に対し、第２１条に
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規定する運営規程の概要その他の利用申込者

のサービスの選択に資すると認められる重要

事項を記した文書を交付して説明を行い、当

該提供の開始について利用申込者の同意を得

なければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護

支援の提供の開始に際し、あらかじめ、利用

申込者又はその家族に対し、居宅サービス計

画が第３条に規定する基本方針及び利用者の

希望に基づき作成されるものであり、利用者

は複数の居宅サービス事業者等を紹介するよ

う求めることができること等につき説明を行

い、理解を得なければならない。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護

支援の提供の開始に際し、あらかじめ、利用

申込者又はその家族に対し、利用者について、

病院又は診療所に入院する必要が生じた場合

には、介護支援専門員の氏名及び連絡先を当

該病院又は診療所に伝えるよう求めなければ

ならない。 

４ 指定居宅介護支援事業者は、利用申込者又

はその家族からの申出があった場合には、第

１項の規定による文書の交付に代えて、第７

項に定めるところにより、当該利用申込者又

はその家族の承諾を得て、当該文書に記すべ

き重要事項を電子情報処理組織を使用する方

法その他の情報通信の技術を利用する方法で

あって次に掲げるもの（以下この条において

「電磁的方法」という。）により提供するこ

とができる。この場合において、当該指定居

宅介護支援事業者は、当該文書を交付したも

のとみなす。 

⑴ 電子情報処理組織を使用する方法のうち

次に掲げる方法 

ア 指定居宅介護支援事業者の使用に係る

電子計算機と利用申込者又はその家族の

使用に係る電子計算機とを接続する電気

通信回線を通じて送信し、受信者の使用

に係る電子計算機に備えられたファイル

に記録する方法 

イ 指定居宅介護支援事業者の使用に係る

電子計算機に備えられたファイルに記録

された第１項に規定する重要事項を電気

通信回線を通じて利用申込者又はその家

族の閲覧に供し、当該利用申込者又はそ

の家族の使用に係る電子計算機に備えら

れたファイルに当該重要事項を記録する

方法（電磁的方法による提供を受ける旨

の承諾又は受けない旨の申出をする場合

にあっては、指定居宅介護支援事業者の

使用に係る電子計算機に備えられたファ

イルにその旨を記録する方法） 

⑵ 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその

他これらに準ずる方法により一定の事項を

確実に記録しておくことができる物をもっ

て調製するファイルに第１項に規定する重

要事項を記録したものを交付する方法 

５ 前項に掲げる方法は、利用申込者又はその

家族がファイルへの記録を出力することによ

る文書を作成することができるものでなけれ

ばならない。 

６ 第４項第１号の「電子情報処理組織」とは、

指定居宅介護支援事業者の使用に係る電子計

算機と、利用申込者又はその家族の使用に係

る電子計算機とを電気通信回線で接続した電

子情報処理組織をいう。 

７ 指定居宅介護支援事業者は、第４項の規定

により第１項に規定する重要事項を提供しよ

うとするときは、あらかじめ、当該利用申込

者又はその家族に対し、その用いる次に掲げ

る電磁的方法の種類及び内容を示し、文書又

は電磁的方法による承諾を得なければならな

い。 

⑴ 第４項各号に規定する方法のうち指定居

宅介護支援事業者が使用するもの 

⑵ ファイルへの記録の方式 
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８ 前項の規定による承諾を得た指定居宅介護

支援事業者は、当該利用申込者又はその家族

から文書又は電磁的方法により電磁的方法に

よる提供を受けない旨の申出があったときは、

当該利用申込者又はその家族に対し、第１項

に規定する重要事項の提供を電磁的方法に 

よってしてはならない。ただし、当該利用申

込者又はその家族が再び前項の規定による承

諾をした場合は、この限りでない。 

 （提供拒否の禁止） 

第８条 指定居宅介護支援事業者は、正当な理

由なく指定居宅介護支援の提供を拒んではな

らない。 

 （サービス提供困難時の対応） 

第９条 指定居宅介護支援事業者は、当該指定

居宅介護支援事業所の通常の事業の実施地域

（当該指定居宅介護支援事業所が通常時に指

定居宅介護支援を提供する地域をいう。以下

同じ。）等を勘案し、利用申込者に対し自ら

適切な指定居宅介護支援を提供することが困

難であると認めた場合は、他の指定居宅介護

支援事業者の紹介その他の必要な措置を講じ

なければならない。 

 （受給資格等の確認） 

第１０条 指定居宅介護支援事業者は、指定居

宅介護支援の提供を求められた場合には、そ

の者の提示する被保険者証によって、被保険

者資格、要介護認定の有無及び要介護認定の

有効期間を確かめるものとする。 

 （要介護認定の申請に係る援助） 

第１１条 指定居宅介護支援事業者は、被保険

者の要介護認定に係る申請について、利用申

込者の意思を踏まえ、必要な協力を行わなけ

ればならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護

支援の提供の開始に際し、要介護認定を受け

ていない利用申込者については、要介護認定

の申請が既に行われているかどうかを確認し、

申請が行われていない場合は、当該利用申込

者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行わ

れるよう必要な援助を行わなければならない。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、要介護認定の

更新の申請が、遅くとも当該利用者が受けて

いる要介護認定の有効期間の満了日の３０日

前には行われるよう、必要な援助を行わなけ

ればならない。 

 （身分を証する書類の携行） 

第１２条 指定居宅介護支援事業者は、当該指

定居宅介護支援事業所の介護支援専門員に身

分を証する書類を携行させ、初回訪問時及び

利用者又はその家族から求められたときは、

これを提示すべき旨を指導しなければならな

い。 

 （利用料等の受領） 

第１３条 指定居宅介護支援事業者は、指定居

宅介護支援（法第４６条第４項の規定に基づ

き居宅介護サービス計画費（同条第１項に規

定する居宅介護サービス計画費をいう。以下

同じ。）が当該指定居宅介護支援事業者に支

払われる場合に係るものを除く。）を提供し

た際にその利用者から支払を受ける利用料

（居宅介護サービス計画費の支給の対象とな

る費用に係る対価をいう。以下同じ。）の額

と、居宅介護サービス計画費の額との間に、

不合理な差額が生じないようにしなければな

らない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、前項の利用料

のほか、利用者の選定により通常の事業の実

施地域以外の地域の居宅を訪問して指定居宅

介護支援を行う場合には、それに要した交通

費の支払を利用者から受けることができる。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、前項に規定す

る費用の額に係るサービスの提供に当たって

は、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、

当該サービスの内容及び費用について説明を

行い、利用者の同意を得なければならない。 
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 （保険給付の請求のための証明書の交付） 

第１４条 指定居宅介護支援事業者は、提供し

た指定居宅介護支援について前条第１項の利

用料の支払を受けた場合は、当該利用料の額

等を記載した指定居宅介護支援提供証明書を

利用者に対して交付しなければならない。 

 （指定居宅介護支援の基本取扱方針） 

第１５条 指定居宅介護支援は、利用者の要介

護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう行

われるとともに、医療サービスとの連携に十

分配慮して行われなければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、自らその提供

する指定居宅介護支援の質の評価を行い、常

にその改善を図らなければならない。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、必要に応じ、

利用者が成年後見制度を活用することができ

るように支援しなければならない。 

 （指定居宅介護支援の具体的取扱方針） 

第１６条 指定居宅介護支援の方針は、第３条

に規定する基本方針及び前条に規定する基本

取扱方針に基づき、次に掲げるところによる

ものとする。 

⑴ 指定居宅介護支援事業所の管理者は、介

護支援専門員に居宅サービス計画の作成に

関する業務を担当させるものとする。 

⑵ 指定居宅介護支援の提供に当たっては、

懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又は

その家族に対し、サービスの提供方法等に

ついて、理解しやすいように説明を行う。 

⑶ 介護支援専門員は、居宅サービス計画の

作成に当たっては、利用者の自立した日常

生活の支援を効果的に行うため、利用者の

心身又は家族の状況等に応じ、継続的かつ

計画的に指定居宅サービス等の利用が行わ

れるようにしなければならない。 

⑷ 介護支援専門員は、居宅サービス計画の

作成に当たっては、利用者の日常生活全般

を支援する観点から、介護給付等対象サー

ビス（法第２４条第２項に規定する介護給

付等対象サービスをいう。以下同じ。）以

外の保健医療サービス又は福祉サービス、

当該地域の住民による自発的な活動による

サービス等の利用も含めて居宅サービス計

画上に位置付けるよう努めなければならな

い。 

⑸ 介護支援専門員は、居宅サービス計画の

作成の開始に当たっては、利用者による 

サービスの選択に資するよう、当該地域に

おける指定居宅サービス事業者等に関する

サービスの内容、利用料等の情報を適正に

利用者又はその家族に対して提供するもの

とする。 

⑹ 介護支援専門員は、居宅サービス計画の

作成に当たっては、適切な方法により、利

用者について、その有する能力、既に提供

を受けている指定居宅サービス等のその置

かれている環境等の評価を通じて利用者が

現に抱える問題点を明らかにし、利用者が

自立した日常生活を営むことができるよう

に支援する上で解決すべき課題を把握しな

ければならない。 

⑺ 介護支援専門員は、前号に規定する解決

すべき課題の把握（以下「アセスメント」

という。）に当たっては、利用者の居宅を

訪問し、利用者及びその家族に面接して行

わなければならない。この場合において、

介護支援専門員は、面接の趣旨を利用者及

びその家族に対して十分に説明し、理解を

得なければならない。 

⑻ 介護支援専門員は、利用者の希望及び利

用者についてのアセスメントの結果に基づ

き、利用者の家族の希望及び当該地域にお

ける指定居宅サービス等が提供される体制

を勘案して、当該アセスメントにより把握

された解決すべき課題に対応するための最

も適切なサービスの組合せについて検討し、
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利用者及びその家族の生活に対する意向、

総合的な援助の方針、生活全般の解決すべ

き課題、提供されるサービスの目標及びそ

の達成時期、サービスの種類、内容及び利

用料並びにサービスを提供する上での留意

事項等を記載した居宅サービス計画の原案

を作成しなければならない。 

⑼ 介護支援専門員は、サービス担当者会議

（介護支援専門員が居宅サービス計画の作

成のために、利用者及びその家族の参加を

基本としつつ、居宅サービス計画の原案に

位置付けた指定居宅サービス等の担当者

（以下この条において「担当者」とい

う。）を招集して行う会議をいう。以下同

じ。）の開催により、利用者の状況等に関

する情報を担当者と共有するとともに、当

該居宅サービス計画の原案の内容について、

担当者から、専門的な見地からの意見を求

めるものとする。ただし、やむを得ない理

由がある場合については、担当者に対する

照会等により意見を求めることができるも

のとする。 

⑽ 介護支援専門員は、居宅サービス計画の

原案に位置付けた指定居宅サービス等につ

いて、保険給付の対象となるかどうかを区

分した上で、当該居宅サービス計画の原案

の内容について利用者又はその家族に対し

て説明し、文書により利用者の同意を得な

ければならない。 

⑾ 介護支援専門員は、居宅サービス計画を

作成した際には、当該居宅サービス計画を

利用者及び担当者に交付しなければならな

い。 

⑿ 介護支援専門員は、居宅サービス計画に

位置付けた指定居宅サービス事業者等に対

して、訪問介護計画（京都府介護保険法に

基づく指定居宅サービスの事業の人員等の

基準等に関する条例（平成２４年京都府条

例第２７号。以下「指定居宅サービス基準

条例」という。）第２５条第１項に規定す

る訪問介護計画をいう。）等指定居宅サー

ビス基準条例において位置付けられている

計画の提出を求めるものとする。 

⒀ 介護支援専門員は、居宅サービス計画の

作成後、居宅サービス計画の実施状況の把

握（利用者についての継続的なアセスメン

トを含む。）を行い、必要に応じて居宅 

サービス計画の変更、指定居宅サービス事

業者等との連絡調整その他の便宜の提供を

行うものとする。 

⒁ 介護支援専門員は、指定居宅サービス事

業者等から利用者に係る情報の提供を受け

たときその他必要と認めるときは、利用者

の服薬状況、口腔機能その他の利用者の心

身又は生活の状況に係る情報のうち必要と

認めるものを、利用者の同意を得て主治の

医師、歯科医師又は薬剤師に提供するもの

とする。 

⒂ 介護支援専門員は、第１３号に規定する

実施状況の把握（以下「モニタリング」と

いう。）に当たっては、利用者及びその家

族、指定居宅サービス事業者等との連絡を

継続的に行うこととし、特段の事情のない

限り、次に定めるところにより行わなけれ

ばならない。 

ア 少なくとも１月に１回、利用者の居宅

を訪問し、利用者に面接すること。 

イ 少なくとも１月に１回、モニタリング

の結果を記録すること。 

⒃ 介護支援専門員は、次に掲げる場合にお

いては、サービス担当者会議の開催により、

居宅サービス計画の変更の必要性について、

担当者から、専門的な見地からの意見を求

めるものとする。ただし、やむを得ない理

由がある場合については、担当者に対する

照会等により意見を求めることができるも
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のとする。 

ア 要介護認定を受けている利用者が法第

２８条第２項に規定する要介護更新認定

を受けた場合 

イ 要介護認定を受けている利用者が法第

２９条第１項に規定する要介護状態区分

の変更の認定を受けた場合 

⒄ 第３号から第１２号までの規定は、第 

１３号に規定する居宅サービス計画の変更

について準用する。ただし、利用者（末期

の悪性腫瘍の患者に限る。）の心身の状況

等により、主治の医師又は歯科医師（以下

「主治の医師等」という。）の意見を勘案

して必要と認めるときは、第９号の規定に

よる意見は、担当者に対する照会等により

求めることができる。 

⒅ 介護支援専門員は、適切な保健医療サー

ビス及び福祉サービスが総合的かつ効率的

に提供された場合においても、利用者がそ

の居宅において日常生活を営むことが困難

となったと認める場合又は利用者が介護保

険施設への入院若しくは入所を希望する場

合には、介護保険施設への紹介その他の便

宜の提供を行うものとする。 

⒆ 介護支援専門員は、介護保険施設等から

退院又は退所をしようとする要介護者から

依頼があった場合には、居宅における生活

へ円滑に移行できるよう、あらかじめ、居

宅サービス計画の作成等の援助を行うもの

とする。 

⒇ 介護支援専門員は、居宅サービス計画に

市長が定める回数以上の訪問介護を位置付

ける場合にあっては、その利用の妥当性を

検討し、当該計画に当該回数以上の訪問介

護が必要な理由を記載するとともに、当該

計画を市町村に届け出なければならない。 

 介護支援専門員は、利用者が訪問看護、

通所リハビリテーション等の医療サービス

の利用を希望している場合その他必要な場

合には、利用者の同意を得て主治の医師等

の意見を求めなければならない。 

 前号の場合において、介護支援専門員は、

居宅サービス計画を作成した際には、当該

居宅サービス計画を主治の医師等に交付し

なければならない。 

 介護支援専門員は、居宅サービス計画に

訪問看護、通所リハビリテーション等の医

療サービスを位置付ける場合にあっては、

当該医療サービスに係る主治の医師等の指

示がある場合に限りこれを行うものとし、

医療サービス以外の指定居宅サービス等を

位置付ける場合にあっては、当該指定居宅

サービス等に係る主治の医師等の医学的観

点からの留意事項が示されているときは、

当該留意点を尊重してこれを行うものとす

る。 

 介護支援専門員は、居宅サービス計画に

短期入所生活介護又は短期入所療養介護を

位置付ける場合にあっては、利用者の居宅

における自立した日常生活の維持に十分に

留意するものとし、利用者の心身の状況等

を勘案して特に必要と認められる場合を除

き、短期入所生活介護及び短期入所療養介

護を利用する日数が要介護認定の有効期間

のおおむね半数を超えないようにしなけれ

ばならない。 

 介護支援専門員は、居宅サービス計画に

福祉用具貸与を位置付ける場合にあっては、

その利用の妥当性を検討し、当該計画に福

祉用具貸与が必要な理由を記載するととも

に、必要に応じて随時、サービス担当者会

議を開催し、継続して福祉用具貸与を受け

る必要性について検証をした上で、継続し

て福祉用具貸与を受ける必要がある場合に

はその理由を居宅サービス計画に記載しな

ければならない。 
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 介護支援専門員は、居宅サービス計画に

特定福祉用具販売を位置付ける場合にあっ

ては、その利用の妥当性を検討し、当該計

画に特定福祉用具販売が必要な理由を記載

しなければならない。 

 介護支援専門員は、利用者が提示する被

保険者証に、法第７３条第２項に規定する

認定審査会意見又は法第３７条第１項の規

定による指定に係る居宅サービス若しくは

地域密着型サービスの種類についての記載

がある場合には、利用者にその趣旨（同項

の規定による指定に係る居宅サービス又は

地域密着型サービスの種類については、そ

の変更の申請ができることを含む。）を説

明し、理解を得た上で、その内容に沿って

居宅サービス計画を作成しなければならな

い。 

 介護支援専門員は、要介護認定を受けて

いる利用者が要支援認定を受けた場合には、

指定介護予防支援事業者と当該利用者に係

る必要な情報を提供する等の連携を図るも

のとする。 

 指定居宅介護支援事業者は、法第１１５

条の２３第３項の規定に基づき、指定介護

予防支援事業者から指定介護予防支援の業

務の委託を受けるに当たっては、その業務

量等を勘案し、当該指定居宅介護支援事業

者が行う指定居宅介護支援の業務が適正に

実施できるよう配慮しなければならない。 

 指定居宅介護支援事業者は、法第１１５

条の４８第４項の規定により、同条第１項

に規定する会議から、同条第２項の検討を

行うための資料又は情報の提供、意見の開

陳その他必要な協力の求めがあった場合に

は、これに協力するよう努めなければなら

ない。 

 （法定代理受領サービス等に係る報告） 

第１７条 指定居宅介護支援事業者は、毎月、

市町村（法第４１条第１０項の規定により同

条第９項の規定による審査及び支払に関する

事務を国民健康保険団体連合会（国民健康保

険法（昭和３３年法律第１９２号）第４５条

第５項に規定する国民健康保険団体連合会を

いう。以下同じ。）に委託している場合に 

あっては、当該国民健康保険団体連合会）に

対し、居宅サービス計画において位置付けら

れている指定居宅サービス等のうち法定代理

受領サービス（法第４１条第６項の規定によ

り居宅介護サービス費が利用者に代わり当該

指定居宅サービス事業者に支払われる場合の

当該居宅介護サービス費に係る指定居宅サー

ビスをいう。）として位置付けたものに関す

る情報を記載した文書を提出しなければなら

ない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、居宅サービス

計画に位置付けられている基準該当居宅サー

ビスに係る特例居宅介護サービス費の支給に

係る事務に必要な情報を記載した文書を、市

町村（当該事務を国民健康保険団体連合会に

委託している場合にあっては、当該国民健康

保険団体連合会）に対して提出しなければな

らない。 

（利用者に対する居宅サービス計画等の書類

の交付） 

第１８条 指定居宅介護支援事業者は、利用者

が他の居宅介護支援事業者の利用を希望する

場合、要介護認定を受けている利用者が要支

援認定を受けた場合その他利用者からの申出

があった場合には、当該利用者に対し、直近

の居宅サービス計画及びその実施状況に関す

る書類を交付しなければならない。 

 （利用者に関する市町村への通知） 

第１９条 指定居宅介護支援事業者は、指定居

宅介護支援を受けている利用者が次の各号の

いずれかに該当する場合は、遅滞なく、意見

を付してその旨を市町村に通知しなければな
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らない。 

⑴ 利用者が正当な理由なしに介護給付等対

象サービスの利用に関する指示に従わない

こと等により、要介護状態の程度を増進さ

せたと認められるとき。 

⑵ 利用者が偽りその他不正の行為によって

保険給付の支給を受け、又は受けようとし

たとき。 

 （管理者の責務） 

第２０条 指定居宅介護支援事業所の管理者は、

当該指定居宅介護支援事業所の介護支援専門

員その他の従業者の管理、指定居宅介護支援

の利用の申込みに係る調整、業務の実施状況

の把握その他の管理を一元的に行わなければ

ならない。 

２ 指定居宅介護支援事業所の管理者は、当該

指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員そ

の他の従業者にこの章の規定を遵守させるた

め必要な指揮命令を行うものとする。 

 （運営規程） 

第２１条 指定居宅介護支援事業者は、指定居

宅介護支援事業所ごとに、次に掲げる事業の

運営についての重要事項に関する規程（以下

「運営規程」という。）として次に掲げる事

項を定めるものとする。 

⑴ 事業の目的及び運営の方針 

⑵ 従業者の職種、員数及び職務内容 

⑶ 営業日及び営業時間 

⑷ 指定居宅介護支援の提供方法、内容及び

利用料その他の費用の額 

⑸ 通常の事業の実施地域 

⑹ 虐待の防止のための措置に関する事項 

⑺ 成年後見制度の活用支援 

⑻ 苦情解決体制の整備 

⑼ その他運営に関する重要事項 

 （勤務体制の確保） 

第２２条 指定居宅介護支援事業者は、利用者

に対し適切な指定居宅介護支援を提供できる

よう、指定居宅介護支援事業所ごとに介護支

援専門員その他の従業者の勤務の体制を定め、

その勤務の実績とともに記録しておかなけれ

ばならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護

支援事業所ごとに、当該指定居宅介護支援事

業所の介護支援専門員に指定居宅介護支援の

業務を担当させなければならない。ただし、

介護支援専門員の補助の業務については、こ

の限りでない。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、介護支援専門

員の資質の向上のために、研修計画を作成し、

当該計画に従い、研修を実施しなければなら

ない。 

４ 指定居宅介護支援事業者は、従業員の計画

的な人材育成に努めなければならない。 

 （設備及び備品等） 

第２３条 指定居宅介護支援事業者は、事業を

行うために必要な広さの区画を有するととも

に、指定居宅介護支援の提供に必要な設備及

び備品等を備えなければならない。 

 （従業者の健康管理） 

第２４条 指定居宅介護支援事業者は、介護支

援専門員の清潔の保持及び健康状態について、

必要な管理を行わなければならない。 

 （掲示） 

第２５条 指定居宅介護支援事業者は、指定居

宅介護支援事業所の見やすい場所に、運営規

程の概要、介護支援専門員の勤務の体制その

他の利用申込者のサービスの選択に資すると

認められる重要事項を掲示しなければならな

い。 

 （秘密保持） 

第２６条 指定居宅介護支援事業所の介護支援

専門員その他の従業者は、正当な理由がなく、

その業務上知り得た利用者又はその家族の秘

密を漏らしてはならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、介護支援専門
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員その他の従業者であった者が、正当な理由

がなく、その業務上知り得た利用者又はその

家族の秘密を漏らすことのないよう、必要な

措置を講じなければならない。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、サービス担当

者会議等において、利用者の個人情報を用い

る場合は利用者の同意を、利用者の家族の個

人情報を用いる場合は当該家族の同意を、あ

らかじめ文書により得ておかなければならな

い。 

 （広告） 

第２７条 指定居宅介護支援事業者は、指定居

宅介護支援事業所について広告をする場合に

おいては、その内容が虚偽又は誇大なもので

あってはならない。 

（居宅サービス事業者等からの利益収受の禁

止等） 

第２８条 指定居宅介護支援事業者及び指定居

宅介護支援事業所の管理者は、居宅サービス

計画の作成又は変更に関し、当該指定居宅介

護支援事業所の介護支援専門員に対して特定

の居宅サービス事業者等によるサービスを位

置付けるべき旨の指示等を行ってはならない。 

２ 指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員

は、居宅サービス計画の作成又は変更に関し、

利用者に対して特定の居宅サービス事業者等

によるサービスを利用すべき旨の指示等を 

行ってはならない。 

３ 指定居宅介護支援事業者及びその従業者は、

居宅サービス計画の作成又は変更に関し、利

用者に対して特定の居宅サービス事業者等に

よるサービスを利用させることの対償として、

当該居宅サービス事業者等から金品その他の

財産上の利益を収受してはならない。 

 （苦情処理） 

第２９条 指定居宅介護支援事業者は、自ら提

供した指定居宅介護支援又は自らが居宅サー

ビス計画に位置付けた指定居宅サービス等

（第６項において「指定居宅介護支援等」と

いう。）に対する利用者及びその家族からの

苦情に迅速かつ適切に対応しなければならな

い。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、前項の苦情を

受け付けた場合は、当該苦情の内容等を記録

しなければならない。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、自ら提供した

指定居宅介護支援に関し、法第２３条の規定

により市町村が行う文書その他の物件の提出

若しくは提示の求め又は当該市町村の職員か

らの質問若しくは照会に応じ、及び利用者か

らの苦情に関して市町村が行う調査に協力す

るとともに、市町村から指導又は助言を受け

た場合においては、当該指導又は助言に従っ

て必要な改善を行わなければならない。 

４ 指定居宅介護支援事業者は、市町村からの

求めがあった場合には、前項の改善の内容を

市町村に報告しなければならない。 

５ 指定居宅介護支援事業者は、自らが居宅 

サービス計画に位置付けた法第４１条第１項

に規定する指定居宅サービス又は法第４２条

の２第１項に規定する指定地域密着型サービ

スに対する苦情の国民健康保険団体連合会へ

の申立てに関して、利用者に対し必要な援助

を行わなければならない。 

６ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護

支援等に対する利用者からの苦情に関して国

民健康保険団体連合会が行う法第１７６条第

１項第３号の調査に協力するとともに、自ら

提供した指定居宅介護支援に関して国民健康

保険団体連合会から同号の指導又は助言を受

けた場合においては、当該指導又は助言に 

従って必要な改善を行わなければならない。 

７ 指定居宅介護支援事業者は、国民健康保険

団体連合会からの求めがあった場合には、前

項の改善の内容を国民健康保険団体連合会に

報告しなければならない。 
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 （事故発生時の対応） 

第３０条 指定居宅介護支援事業者は、利用者

に対する指定居宅介護支援の提供により事故

が発生した場合には、速やかに市町村及び利

用者の家族等に連絡を行うとともに、必要な

措置を講じなければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、前項の事故の

状況及び事故に際して採った処置について記

録しなければならない。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、利用者に対す

る指定居宅介護支援の提供により賠償すべき

事故が発生した場合には、損害賠償を速やか

に行わなければならない。 

 （会計の区分） 

第３１条 指定居宅介護支援事業者は、指定居

宅介護支援事業所ごとに経理を区分するとと

もに、指定居宅介護支援の事業の会計とその

他の事業の会計とを区分しなければならない。 

 （記録の整備） 

第３２条 指定居宅介護支援事業者は、従業者、

設備、備品及び会計に関する諸記録を整備し

ておかなければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、利用者に対す

る指定居宅介護支援の提供に関する次に掲げ

る記録を整備し、その完結の日から５年間保

存しなければならない。 

⑴ 第１６条第１３号に規定する指定居宅 

サービス事業者等との連絡調整に関する記

録 

⑵ 個々の利用者ごとに次に掲げる事項を記

載した居宅介護支援台帳 

ア 居宅サービス計画 

イ 第１６条第７号に規定するアセスメン

トの結果の記録 

ウ 第１６条第９号に規定するサービス担

当者会議等の記録 

エ 第１６条第１５号に規定するモニタリ

ングの結果の記録 

⑶ 第１９条に規定する市町村への通知に係

る記録 

⑷ 第２２条第１項に規定する従業員の勤務

の体制等の記録 

⑸ 第２９条第２項に規定する苦情の内容等

の記録 

⑹ 第３０条第２項に規定する事故の状況及

び事故に際して採った処置についての記録 

⑺ 法第１８条第１号に規定する介護給付及

び第１３条に規定する利用料等に関する請

求及び受領等の記録 

 （暴力団員等の排除） 

第３３条 指定居宅介護支援事業所において、

管理者その他いかなる名称を有する者である

かを問わず、亀岡市暴力団排除条例第２条第

３号に掲げる暴力団員であってはならない。 

２ 指定居宅介護支援事業所は、その運営につ

いて、亀岡市暴力団排除条例第２条第１項第

４号に掲げる暴力団員等の支配を受けてはな

らない。 

 

第５章 基準該当居宅介護支援の事業

に関する基準 

 

 （準用） 

第３４条 第２章から前章（第２９条第６項及

び第７項を除く。）までの規定は、基準該当

居宅介護支援の事業について準用する。この

場合において、第７条第１項中「第２１条」

とあるのは「第３４条において準用する第 

２１条」と、第１３条第１項中「指定居宅介

護支援（法第４６条第４項の規定に基づき居

宅介護サービス計画費（同条第１項に規定す

る居宅介護サービス計画費をいう。以下同

じ。）が当該指定居宅介護支援事業者に支払

われる場合に係るものを除く。）」とあるの

は「基準該当居宅介護支援」と、「居宅介護

サービス計画費の額」とあるのは「法第４７
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条第３項に規定する特例居宅介護サービス計

画費の額」と読み替えるものとする。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行

する。ただし、第１６条（第２０号に係る部

分に限る。）（第３４条において準用する場

合を含む。）の規定は、平成３０年１０月１

日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 平成３３年３月３１日までの間は、第６条

第２項の規定にかかわらず、介護支援専門員

を同条第１項に規定する管理者とすることが

できる。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市指定介護予防支援等の事業の人員及び

運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準等を

定める条例の一部を改正する条例をここに公布

する。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第２０号 

 

亀岡市指定介護予防支援等の事業

の人員及び運営並びに指定介護予

防支援等に係る介護予防のための

効果的な支援の方法に関する基準

等を定める条例の一部を改正する

条例 

 

 亀岡市指定介護予防支援等の事業の人員及び

運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準等を

定める条例（平成２７年亀岡市条例第１４号）

の一部を次のように改正する。 

 

 第３条第４項中「介護保険施設」の次に  

「、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律（平成１７年法律第１２３

号）第５１条の１７第１項第１号に規定する指

定特定相談支援事業者」を加える。 

 第７条第２項中「である」を「であり、利用

者は複数の指定介護予防サービス事業者（法第

５３条第１項に規定する指定介護予防サービス

事業者をいう。以下同じ。）等を紹介するよう

求めることができる」に改め、同条第７項を同

条第８項とし、同条第６項中「第３項」を「第

４項」に改め、同項を同条第７項とし、同条第

５項中「第３項」を「第４項」に改め、同項を

同条第６項とし、同条中第４項を第５項とし、

第３項を第４項とし、第２項の次に次の１項を

加える。 

３ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防

支援の提供の開始に際し、あらかじめ、利用

者又はその家族に対し、利用者について、病

院又は診療所に入院する必要が生じた場合に

は、担当職員の氏名及び連絡先を当該病院又

は診療所に伝えるよう求めなければならない。 

 第３４条第９号中「ために」を「ために、利

用者及びその家族の参加を基本としつつ、」に

改め、同条第１４号の次に次の１号を加える。 
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⒁の２ 担当職員は、指定介護予防サービス

事業者等から利用者に係る情報の提供を受

けたときその他必要と認めるときは、利用

者の服薬状況、口腔機能その他の利用者の

心身又は生活の状況に係る情報のうち必要

と認めるものを、利用者の同意を得て主治

の医師若しくは歯科医師又は薬剤師に提供

するものとする。 

 第３４条第２１号中「以下」を「次号及び第

２２号において」に改め、同号の次に次の１号

を加える。 

の２ 前号の場合において、担当職員は、

介護予防サービス計画を作成した際には、

当該介護予防サービス計画を主治の医師等

に交付しなければならない。 

 

   附 則 

 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市指定地域密着型サービスの事業の人員、

設備及び運営に関する基準等を定める条例の一

部を改正する条例をここに公布する。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第２１号 

 

亀岡市指定地域密着型サービスの

事業の人員、設備及び運営に関す

る基準等を定める条例の一部を改

正する条例 

 

 亀岡市指定地域密着型サービスの事業の人員、

設備及び運営に関する基準等を定める条例（平

成２４年亀岡市条例第３３号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 

 第５条中「除く。）」の次に「又は病床を有

する診療所を開設している者（複合型サービス

（看護小規模多機能型居宅介護に限る。）に係

る指定の申請に限る。）」を加える。 

 第８条第２項ただし書中「３年以上」を「１

年以上（特に業務に従事した経験が必要な者と

して厚生労働大臣が定めるものにあっては、３

年以上）」に改め、同条第５項中「次の各号」

を「次」に改め、「、午後６時から午前８時ま

での間において」を削り、同項に次の１号を加

える。 

⑿ 介護医療院 

 第８条第７項中「午後６時から午前８時まで

の間は、」を削り、同条第８項中「、午後６時

から午前８時までの間は」を削り、同条第１２

項中「第１９４条第１０項」を「第１９４条第

１４項」に改める。 

 第１６条中「指定居宅介護支援等の事業の人

員及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令

第３８号。以下「指定居宅介護支援等基準」と

いう。）第１３条第９号」を「亀岡市指定居宅

介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準

等を定める条例（平成３０年亀岡市条例第１９

号。以下「指定居宅介護支援等基準条例」とい

う。）第１６条第９号」に改める。 

 第３４条第３項中「午後６時から午前８時ま

での間に行われる」を削る。 

 第４１条第１項中「３月」を「６月」に改め、
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同条第４項中「場合には」の次に「、正当な理

由がある場合を除き」を加え、「行うよう努め

なければならない」を「行わなければならな

い」に改める。 

 第５０条第２項ただし書中「３年以上」を

「１年以上（特に業務に従事した経験が必要な

者として厚生労働大臣が定めるものにあっては、

３年以上）」に改める。 

 第６２条の９第８号中「法第５条の２」を

「法第５条の２第１項」に改める。 

 第６２条の２５中「９人以下」を「１８人以

下」に改める。 

 第６２条の２７第１項中「第６２条の３４に

規定する」の次に「重要事項に関する」を加え

る。 

 第６２条の３８中「第３６条中」の次に

「「運営規程」とあるのは「第６２条の３４に

規定する重要事項に関する規程」と、」を加え

る。 

 第６４条第１項中「介護老人保健施設」の次

に「、介護医療院」を加える。 

 第６８条第１項中「指定地域密着型介護老人

福祉施設」の次に「（ユニット型指定地域密着

型介護老人福祉施設（第１８１条に規定するユ

ニット型指定地域密着型介護老人福祉施設をい

う。以下この項において同じ。）を除く。）」

を加え、「３人以下とする」を「３人以下とし、

ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設に

おいてはユニットごとに当該ユニット型指定地

域密着型介護老人福祉施設の入居者の数と当該

共用型指定認知症対応型通所介護の利用者の数

の合計が１日当たり１２人以下となる数とす

る」に改め、同条第２項中「第８５条第７項」

の次に「及び第１９４条第８項」を加える。 

 第８５条第１項中「第４６条第１項」を「第

４４条第１項」に、「第４５条」を「第４３

条」に、「及び当該本体事業所に係る他の同項

に規定するサテライト型指定小規模多機能型居

宅介護事業所」を「並びに当該本体事業所に係

る他の同項に規定するサテライト型指定小規模

多機能型居宅介護事業所及び第１９４条第８項

に規定するサテライト型指定看護小規模多機能

型居宅介護事業所」に改め、同条第６項の表中

「又は指定介護療養型医療施設」を「、指定介

護療養型医療施設」に改め、「限る。）」の次

に「又は介護医療院」を加え、同条第７項中

「以下「本体事業所」」を「以下この章におい

て「本体事業所」」に改める。 

 第８６条第３項及び第８７条中「介護老人保

健施設」の次に「、介護医療院」を加える。 

 第９６条第２項中「指定居宅介護支援等基準

第１３条」を「指定居宅介護支援等基準条例第

１６条」に改める。 

 第１０６条第３項、第１１４条第２項及び第

１１５条中「介護老人保健施設」の次に「、介

護医療院」を加える。 

 第１２０条中第７項を第８項とし、第６項の

次に次の１項を加える。 

７ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、

身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲げ

る措置を講じなければならない。 

⑴ 身体的拘束等の適正化のための対策を検

討する委員会を３月に１回以上開催すると

ともに、その結果について、介護従業者そ

の他の従業者に周知徹底を図ること。 

⑵ 身体的拘束等の適正化のための指針を整

備すること。 

⑶ 介護従業者その他の従業者に対し、身体

的拘束等の適正化のための研修を定期的に

実施すること。 

 第１２８条第３項中「介護老人保健施設」の

次に「、介護医療院」を加える。 

 第１３３条第４項中「看護職員のうち１人以

上、及び介護職員のうち」を「看護職員及び介

護職員のうちそれぞれ」に改め、同項ただし書

中「介護老人保健施設」の次に「、介護医療
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院」を加え、同条第７項第１号中「若しくは作

業療法士」を「、作業療法士若しくは言語聴覚

士」に改め、同項に次の１号を加える。 

⑶ 介護医療院 介護支援専門員 

 第１４１条中第６項を第７項とし、第５項の

次に次の１項を加える。 

６ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事

業者は、身体的拘束等の適正化を図るため、

次に掲げる措置を講じなければならない。 

⑴ 身体的拘束等の適正化のための対策を検

討する委員会を３月に１回以上開催すると

ともに、その結果について、介護職員その

他の従業者に周知徹底を図ること。 

⑵ 身体的拘束等の適正化のための指針を整

備すること。 

⑶ 介護職員その他の従業者に対し、身体的

拘束等の適正化のための研修を定期的に実

施すること。 

 第１５４条第３項を次のように改める。 

３ 指定地域密着型介護老人福祉施設の従業者

は、専ら当該指定地域密着型介護老人福祉施

設の職務に従事する者でなければならない。

ただし、指定地域密着型介護老人福祉施設

（ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施

設（第１８１条に規定するユニット型指定地

域密着型介護老人福祉施設をいう。以下この

項において同じ。）を除く。以下この項にお

いて同じ。）にユニット型指定介護老人福祉

施設（指定介護老人福祉施設の人員、設備及

び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第

３９号。以下「指定介護老人福祉施設基準」

という。）第３８条に規定するユニット型指

定介護老人福祉施設をいう。以下この項にお

いて同じ。）を併設する場合の指定地域密着

型介護老人福祉施設及びユニット型指定介護

老人福祉施設の介護職員及び看護職員（指定

介護老人福祉施設基準第４７条第２項の規定

に基づき配置される看護職員に限る。）又は

指定地域密着型介護老人福祉施設にユニット

型指定地域密着型介護老人福祉施設を併設す

る場合の指定地域密着型介護老人福祉施設及

びユニット型指定地域密着型介護老人福祉施

設の介護職員及び看護職員（第１９０条第２

項の規定に基づき配置される看護職員に限

る。）を除き、入所者の処遇に支障がない場

合は、この限りでない。 

 第１５４条第４項中「介護老人保健施設」の

次に「、介護医療院」を加え、同条第８項第２

号中「若しくは作業療法士」を「、作業療法士

若しくは言語聴覚士」に改め、同項に次の１号

を加える。 

⑷ 介護医療院 栄養士又は介護支援専門員 

 第１５６条中「介護老人保健施設」の次に

「若しくは介護医療院」を加える。 

 第１６０条中第６項を第７項とし、第５項の

次に次の１項を加える。 

６ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、身体

的拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措

置を講じなければならない。 

⑴ 身体的拘束等の適正化のための対策を検

討する委員会を３月に１回以上開催すると

ともに、その結果について、介護職員その

他の従業者に周知徹底を図ること。 

⑵ 身体的拘束等の適正化のための指針を整

備すること。 

⑶ 介護職員その他の従業者に対し、身体的

拘束等の適正化のための研修を定期的に実

施すること。 

 第１６８条の次に次の１条を加える。 

 （緊急時等の対応） 

第１６８条の２ 指定地域密着型介護老人福祉

施設は、現に指定地域密着型介護老人福祉施

設入所者生活介護の提供を行っているときに

入所者の病状の急変が生じた場合その他必要

な場合のため、あらかじめ、第１５４条第１

項第１号に掲げる医師との連携方法その他の
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緊急時等における対応方法を定めておかなけ

ればならない。 

 第１７１条中第７号を第８号とし、第６号を

第７号とし、第５号の次に次の１号を加える。 

⑹ 緊急時等における対応方法 

 第１８５条中第８項を第９項とし、第７項の

次に次の１項を加える。 

８ ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施

設は、身体的拘束等の適正化を図るため、次

に掲げる措置を講じなければならない。 

⑴ 身体的拘束等の適正化のための対策を検

討する委員会を３月に１回以上開催すると

ともに、その結果について、介護職員その

他の従業者に周知徹底を図ること。 

⑵ 身体的拘束等の適正化のための指針を整

備すること。 

⑶ 介護職員その他の従業者に対し、身体的

拘束等の適正化のための研修を定期的に実

施すること。 

 第１８９条中第８号を第９号とし、第７号を

第８号とし、第６号の次に次の１号を加える。 

⑺ 緊急時等における対応方法 

 第１９４条第１項中「指定看護小規模多機能

型居宅介護（」の次に「第８５条第７項に規定

する」を加え、「又はサテライト型指定介護予

防小規模多機能型居宅介護事業所」を「及び指

定地域密着型介護予防基準第４４条第７項に規

定するサテライト型指定介護予防小規模多機能

型居宅介護事業所（第６項において「サテライ

ト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業

所」という。）の登録者、第８項に規定する本

体事業所である指定看護小規模多機能型居宅介

護事業所にあっては、当該本体事業所に係る同

項に規定するサテライト型指定看護小規模多機

能型居宅介護事業所の登録者並びに同項に規定

するサテライト型指定看護小規模多機能型居宅

介護事業所にあっては、当該サテライト型指定

看護小規模多機能型居宅介護事業所に係る同項

に規定する本体事業所、当該本体事業所に係る

他の同項に規定するサテライト型指定看護小規

模多機能型居宅介護事業所及び当該本体事業所

に係る第８５条第７項に規定するサテライト型

指定小規模多機能型居宅介護事業所」に改め、

同条第６項中「指定看護小規模多機能型居宅介

護（」の次に「第８５条第７項に規定する」を、

「指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業

所」の次に「の登録者の心身の状況を勘案し、

その処遇に支障がない場合に、当該登録者を当

該本体事業所に宿泊させて行う指定看護小規模

多機能型居宅介護及び第８項に規定する本体事

業所である指定看護小規模多機能型居宅介護事

業所にあっては、当該本体事業所に係る同項に

規定するサテライト型指定看護小規模多機能型

居宅介護事業所」を加え、同条第７項に次の１

号を加える。 

⑸ 介護医療院 

 第１９４条中第１０項を第１４項とし、同項

の前に次の１項を加える。 

１３ 第１１項の規定にかかわらず、サテライ

ト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所

については、本体事業所の介護支援専門員に

より当該サテライト型指定看護小規模多機能

型居宅介護事業所の登録者に対して居宅サー

ビス計画の作成が適正に行われるときは、介

護支援専門員に代えて、看護小規模多機能型

居宅介護計画の作成に専ら従事する前項の別

に厚生労働大臣が定める研修を修了している

者（第２０２条において「研修修了者」とい

う。）を置くことができる。 

 第１９４条中第９項を第１２項とし、第８項

を第１１項とし、第７項の次に次の３項を加え

る。 

８ 第１項の規定にかかわらず、サテライト型

指定看護小規模多機能型居宅介護事業所（利

用者又はその家族等から電話等により看護に

関する意見を求められた場合に常時対応し、
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利用者に対し適切な看護サービスを提供でき

る体制にある指定看護小規模多機能型居宅介

護事業所であって、指定居宅サービス事業等

その他の保健医療又は福祉に関する事業につ

いて３年以上の経験を有する指定看護小規模

多機能型居宅介護事業者により設置される当

該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所以

外の指定看護小規模多機能型居宅介護事業所

であって、当該指定看護小規模多機能型居宅

介護事業所に対して指定看護小規模多機能型

居宅介護の提供に係る支援を行うもの（以下

この章において「本体事業所」という。）と

の密接な連携の下に運営され、利用者に対し

適切な看護サービスを提供できる体制にある

ものをいう。以下同じ。）に置くべき訪問 

サービスの提供に当たる看護小規模多機能型

居宅介護従業者については、本体事業所の職

員により当該サテライト型指定看護小規模多

機能型居宅介護事業所の登録者の処遇が適切

に行われると認められるときは、２人以上と

することができる。 

９ 第１項の規定にかかわらず、サテライト型

指定看護小規模多機能型居宅介護事業所につ

いては、夜間及び深夜の時間帯を通じて本体

事業所において宿直勤務を行う看護小規模多

機能型居宅介護従業者により当該サテライト

型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の

登録者の処遇が適切に行われると認められる

ときは、夜間及び深夜の時間帯を通じて宿直

勤務を行う看護小規模多機能型居宅介護従事

者を置かないことができる。 

１０ 第４項の規定にかかわらず、サテライト

型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に

ついては、看護職員の員数は常勤換算方法で

１以上とする。 

 第１９５条第２項中「前項」を「第１項」に

改め、「介護老人保健施設」の次に「、介護医

療院」を加え、同項を同条第３項とし、同条第

１項の次に次の１項を加える。 

２ 前項本文の規定にかかわらず、指定看護小

規模多機能型居宅介護事業所の管理上支障が

ない場合は、サテライト型指定看護小規模多

機能型居宅介護事業所の管理者は、本体事業

所の管理者をもって充てることができる。 

 第１９６条中「介護老人保健施設」の次に 

「、介護医療院」を加える。 

 第１９７条第１項中「２９人」の次に「（サ

テライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事

業所にあっては、１８人）」を加え、同条第２

項第１号中「、登録定員に応じて、次の表に定

める利用定員」を「登録定員に応じて、次の表

に定める利用定員、サテライト型指定看護小規

模多機能型居宅介護事業所にあっては、１２

人」に改め、同項第２号中「９人」の次に

「（サテライト型指定看護小規模多機能型居宅

介護事業所にあっては、６人）」を加える。 

 第１９８条第２項第２号に次のように加える。 

ホ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業

所が診療所である場合であって、当該指

定看護小規模多機能型居宅介護の利用者

へのサービスの提供に支障がない場合に

は、当該診療所が有する病床については、

宿泊室を兼用することができる。 

 第２０２条第１項中「介護支援専門員」の次

に「（第１９４条第１３項の規定により介護支

援専門員を配置していないサテライト型指定看

護小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、

研修修了者。以下この条において同じ。）」を

加える。 

 第２０５条中「提供回数等の活動状況」と」

の次に「、第９０条中「第８５条第１２項」と

あるのは「第１９４条第１３項」と、」を加え

る。 

 

   附 則 
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 この条例は、平成３０年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市指定地域密着型介護予防サービスの事

業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型

介護予防サービスに係る介護予防のための効果

的な支援の方法に関する基準等を定める条例の

一部を改正する条例をここに公布する。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第２２号 

 

亀岡市指定地域密着型介護予防 

サービスの事業の人員、設備及び

運営並びに指定地域密着型介護予

防サービスに係る介護予防のため

の効果的な支援の方法に関する基

準等を定める条例の一部を改正す

る条例 

 

 亀岡市指定地域密着型介護予防サービスの事

業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型

介護予防サービスに係る介護予防のための効果

的な支援の方法に関する基準等を定める条例

（平成２４年亀岡市条例第３４号）の一部を次

のように改正する。 

 

 第６条第１項中「介護老人保健施設」の次に

「、介護医療院」を加える。 

 第１０条第１項中「介護老人福祉施設」の次

に「（ユニット型指定地域密着型介護老人福祉

施設（指定地域密着型サービス基準第１５８条

に規定するユニット型指定地域密着型介護老人

福祉施設をいう。以下この項において同じ。）

を除く。）」を加え、「とする」を「とし、ユ

ニット型指定地域密着型介護老人福祉施設にお

いてはユニットごとに当該ユニット型指定地域

密着型介護老人福祉施設の入居者の数と当該共

用型指定介護予防認知症対応型通所介護の利用

者の数の合計が１日当たり１２人以下となる数

とする」に改める。 

 第４６条第６項の表中「又は指定介護療養型

医療施設」を「、指定介護療養型医療施設」に

改め、「限る。）」の次に「又は介護医療院」

を加える。 

 第４７条第３項、第４８条、第６２条第３項、

第７４条第２項及び第７５条中「介護老人保健

施設」の次に「、介護医療院」を加える。 

 第８０条に次の１項を加える。 

３ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事

業者は、身体的拘束等の適正化を図るため、

次に掲げる措置を講じなければならない。 

⑴ 身体的拘束等の適正化のための対策を検

討する委員会を３月に１回以上開催すると

ともに、その結果について、介護従業者そ

の他の従業者に周知徹底を図ること。 

⑵ 身体的拘束等の適正化のための指針を整

備すること。 

⑶ 介護従業者その他の従業者に対し、身体

的拘束等の適正化のための研修を定期的に

実施すること。 

 第８５条第３項中「介護老人保健施設」の次

に「、介護医療院」を加える。 

 

   附 則 

 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市特定教育・保育施設及び特定地域型保

育事業の運営に関する基準を定める条例の一部

を改正する条例をここに公布する。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第２３号 

 

亀岡市特定教育・保育施設及び特

定地域型保育事業の運営に関する

基準を定める条例の一部を改正す

る条例 

 

 亀岡市特定教育・保育施設及び特定地域型保

育事業の運営に関する基準を定める条例（平成

２６年亀岡市条例第２１号）の一部を次のよう

に改正する。 

 

 第１６条第１項第２号中「第９項」を「第 

１１項」に改める。 

 

   附 則 

 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市企業立地促進条例の一部を改正する条

例をここに公布する。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第２４号 

 

亀岡市企業立地促進条例の一部を

改正する条例 

 

 亀岡市企業立地促進条例（平成１７年亀岡市

条例第２２号）の一部を次のように改正する。 

 

 第３条第１項に次の 1号を加える。 

⑸ 企業者が、地域経済の振興に寄与すると

認められる経済団体に加入していること。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行

する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日前において、改正前の

条例第３条の規定に基づき指定された指定工

場に係る奨励金の措置については、なお従前

の例による。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市都市公園条例の一部を改正する条例を

ここに公布する。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第２５号 

 

亀岡市都市公園条例の一部を改正

する条例 
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 亀岡市都市公園条例（昭和４４年亀岡市条例

第１２号）の一部を次のように改正する。 

 

 目次中「第３条の６」を「第３条の７」に改

める。 

 第３条の４第４号中「前３号」を「前４号」

に改め、同号を第５号とし、同条第３号中「前

２号」を「前３号」に改め、同号を第４号とし、

第２号の次に次の１号を加える。 

⑶ 認定公募設置等計画（法第５条の７第１

項に規定する公募設置等計画）に基づき公

募対象公園施設である建築物（前２号に規

定する建築物を除く。）を設ける場合、当

該公募対象公園施設である建築物に限り、

当該公園の敷地面積の１００分の１０を限

度として前条の規定により認められる建築

面積を超えることができることとする。 

 第３条の６を第３条の７とし、第３条の５を

第３条の６とし、第３条の４の次に次の１条を

加える。 

 （公園施設に関する制限等） 

第３条の５ 一の都市公園に設ける運動施設の

敷地面積の総計の当該都市公園の敷地面積に

対する割合は、１００分の５０を超えてはな

らない。 

 第８条の２に次の１項を加える。 

３ 法第６条第３項ただし書の条例で定める軽

易な変更は、次の各号に掲げるものとする。 

⑴ 占用物件の模様替えで、当該占用物件の

外観又は構造の著しい変更を伴わないもの 

⑵ 占用物件に対する物件の添加で、当該占

用者が当該占用の目的に付随して行うもの 

 第１７条第４項中「第３条の６」を「第３条

の７」に改める。 

 別表第１の１０の項位置の欄中「亀岡市吉川

町」の次に「穴川、」を加える。 

 別表第３第２項中「亀岡市道路占用料徴収条

例」を「亀岡市道路の占用に関する条例」に改

める。 

 

   附 則 

 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市空家等対策の推進に関する条例をここ

に公布する。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第２６号 

 

亀岡市空家等対策の推進に関する

条例 

 

 （目的） 

第１条 この条例は、空家等対策の推進に関す

る特別措置法（平成２６年法律第１２７号。

以下「法」という。）に定めるもののほか、

本市における空家等に関する対策を総合的か

つ計画的に推進することについて必要な事項

を定めることにより、市民等の良好な生活環

境を確保し、安全で安心なまちづくりの推進

に寄与することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において「市民等」とは、市

内に居住し、通勤し、若しくは通学する者又

は市内で事業活動を行う法人、自治会その他

の団体若しくは個人をいう。 

２ 前項に定めるもののほか、この条例におけ

る用語の意義は、法において使用する用語の
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例による。 

 （基本理念） 

第３条 空家等の発生予防、活用及び適正管理

は、安全で安心な生活環境の確保、地域コ 

ミュニティ確保の観点から、空家等の所有者

又は管理者（以下「所有者等」という。）、

市民等及び市が相互に連携を図り、協働して

取り組まなければならない。 

 （所有者等の責務） 

第４条 空家等の所有者等は、周辺の生活環境

に悪影響を及ぼさないよう、自らの責任と負

担において当該空家等を適正に管理しなけれ

ばならない。 

２ 空家等の所有者等は、空家等対策に関する

取組に協力するものとする。 

 （市民等の責務） 

第５条 市民等は、市が推進する空家等対策に

協力するとともに、地域の生活環境の保全に

努めるものとする。 

２ 市民等は、適切な管理が行われていない空

家等を発見したときは、市に当該空家等の情

報を提供するよう努めるものとする。 

 （市の責務） 

第６条 市は、第３条の基本理念にのっとり、

所有者等による空家等の発生予防、活用の促

進及び適正管理に関する施策を総合的かつ計

画的に推進しなければならない。 

 （空家等対策計画） 

第７条 市長は、前条に規定する施策を推進す

るため、法第６条に規定する空家等対策計画

を定めるものとする。 

２ 市長は、空家等対策計画を定め、又はこれ

を変更したときは遅滞なくこれを公表するも

のとする。 

 （所有者等による空家等の適切な管理の促進） 

第８条 市は、法第１２条の規定により、所有

者等による空家等の適切な管理を促進するた

め、これらの者に対して、情報の提供、助言

その他必要な援助を行うよう努めるものとす

る。 

 （庁内体制の整備） 

第９条 市は、空家等に関する施策を実施する

ために必要な庁内体制を整備しなければなら

ない。 

 （協議会等） 

第１０条 市長は、空家等対策の適正な推進の

ため、必要に応じて法第７条第１項に規定す

る協議会又はこれに準ずる機関を置くことが

できる。 

 （立入調査等） 

第１１条 市長は、市内にある空家等の所在及

び当該空家等の所有者等を把握するための調

査その他の空家等に関しこの条例の施行のた

めに必要な調査を行うことができる。 

２ 市長は、法第９条第２項に定める立入調査

のほか、第１８条の規定の施行に必要な限度

において、職員又はその委任した者に、空家

等に立ち入って調査をさせることができる。

ただし、当該調査の権限は、犯罪捜査のため

に認められたものと解釈してはならない。 

３ 市長は、前項の規定により立入調査を実施

しようとするときは、その５日前までに、当

該空家等の所有者等にその旨を通知しなけれ

ばならない。ただし、当該所有者等に対し通

知することが困難であるときは、この限りで

ない。 

４ 第２項の規定により立入調査を行う者は、

その身分を示す証明書を携帯し、関係者の請

求があったときは、これを提示しなければな

らない。 

 （情報の利用） 

第１２条 市長は、固定資産税の課税その他の

事務のために利用する目的で保有する情報で

あって氏名その他の空家等の所有者等に関す

るものについては、法第１０条第１項の定め

るところにより、市内部で利用することがで
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きる。 

 （特定空家等の認定及び認定基準） 

第１３条 市長は、第１１条に規定する立入調

査等を行った結果、法第２条第２項に定める

特定空家等に該当すると判定した場合は、当

該空家等を特定空家等と認定する。 

２ 市長は、特定空家等と認めるに当たっての

基準（以下「認定基準」という。）を定める

ものとする。 

３ 市長は、認定基準を定め、又はこれを改訂

したときは、遅滞なく、これを公表しなけれ

ばならない。 

 （特定空家等に対する措置等） 

第１４条 市長は、前条により認定された特定

空家等の所有者等に対し、法第１４条第１項

から第３項までの規定に定めるところにより、

必要な措置を講じるものとする。 

 （行政代執行） 

第１５条 市長は、法第１４条第９項の規定に

基づき、行政代執行法（昭和２３年法律第 

４３号）の定めるところに従い、自ら義務者

のなすべき行為をし、又は第三者をしてこれ

をさせることができる。 

 （略式代執行） 

第１６条 市長は、法第１４条第３項の規定に

より必要な措置を命じようとする場合におい

て、過失がなくてその措置を命じられるべき

者を確知することができないとき（過失がな

くて法第１４条第１項の助言若しくは指導又

は法第１４条第２項の勧告が行われるべき者

を確知することができないため法第１４条第

３項に定める手続により命令を行うことがで

きないときを含む。）は、法第１４条第１０

項の規定により、その者の負担において、そ

の措置を自ら行い、又はその命じた者若しく

は委任した者に行わせることができる。この

場合においては、相当な期限を定めて、その

措置を行うべき旨及びその期限までにその措

置を行わないときは、市長又はその命じた者

若しくは委任した者がその措置を行うべき旨

をあらかじめ公告しなければならない。 

 （安全代行措置） 

第１７条 特定空家等の所有者等は、やむを得

ない事情により法第１４条第１項の規定によ

る助言又は指導に係る必要な措置を講じるこ

とができないときは、市長に対し、自己の負

担において当該必要な措置を代行することを

依頼することができる。 

２ 市長は、前項の規定による依頼を受けた場

合において必要があると認めるときは、同項

の措置を代行することができる。 

 （緊急安全措置） 

第１８条 第１３条から前条までの規定にかか

わらず、市長は、適正な管理が行われていな

い空家等（特定空家等を含む。）に、倒壊、

崩壊その他の著しい危険が切迫し、これによ

り人の生命若しくは身体に対する危害又は財

産に対する甚大な損害（以下「危害等」とい

う。）が道路、公園その他の公共の場所にお

いて生ずるおそれがあると認めるときは、そ

の危害等を予防し、又はその拡大を防ぐため、

当該空家等の除却、修繕、立木等の伐採その

他の周辺の生活環境の保全を図るための必要

最小限の措置（以下「緊急安全措置」とい

う。）を講じることができる。 

２ 市長は、緊急安全措置を講じるときは、当

該空家等の所有者等の同意を得て実施するも

のとする。ただし、空家等の所有者等を確知

することができない場合、空家等の所有者等

の同意を得るいとまがない場合その他やむを

得ない事由により空家等の所有者等の同意を

得られない場合は、この限りでない。 

３ 市長は、緊急安全措置を講じたときは、当

該措置に係る空家等の所在地及び当該措置の

内容を当該空家等の所有者等に通知し、所有

者等を確知することができない場合には、こ
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れを公表しなければならない。 

４ 市長は、緊急安全措置を講じたときは、当

該空家等の所有者等に対し、当該措置に要し

た費用を徴収するものとする。 

５ 空家等の所有者等を確知することができな

い場合に緊急安全措置を講じた場合において、

後に当該空家等の所有者等を確知することが

できたときは、第３項の規定に基づく公表の

内容をその所有者等に通知するとともに、当

該措置に要した費用を徴収するものとする。 

 （関係機関との連携） 

第１９条 市長は、第１条の目的を達成するた

めに必要があると認めるときは、関係行政機

関等に対し、空家等に関する情報を提供し、

協力を求めることができる。 

 （民事による解決との関係） 

第２０条 この条例の規定は、管理不全な状態

にある空家等の所有者等と、当該空家等が管

理不全な状態にあることにより害を被る者

（害を被るおそれのある者を含む。）との間

で、民事による事態の解決を図ることを妨げ

ない。 

 （委任） 

第２１条 この条例に定めるもののほか、この

条例の施行に関し必要な事項は、規則で定め

る。 

 （過料） 

第２２条 第１１条第２項の規定による立入調

査を拒み、妨げ、又は忌避した所有者等は、

５万円以下の過料に処する。 

 

   附 則 

 

 この条例は、平成３０年６月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 亀岡市議会基本条例の一部を改正する条例を

ここに公布する。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第２７号 

 

亀岡市議会基本条例の一部を改正

する条例 

 

 亀岡市議会基本条例（平成２２年亀岡市条例

第１８号）の一部を次のように改正する。 

 

 第１０条の２中「議会」を「議会又は議員」

に改める。 

 

   附 則 

 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市議会定例会条例の一部を改正する条例

をここに公布する。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第２８号 

 

亀岡市議会定例会条例の一部を改

正する条例 
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 亀岡市議会定例会条例（昭和３１年亀岡市条

例第１９号）の一部を次のように改正する。 

 

 「毎年４回」を「毎年１回」に改め、次のた

だし書を加える。 

 ただし、議員の任期満了による一般選挙が

行われる年の招集の回数は、年２回とする。 

 

   附 則 

 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市議会委員会条例の一部を改正する条例

をここに公布する。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第２９号 

 

亀岡市議会委員会条例の一部を改

正する条例 

 

 亀岡市議会委員会条例（昭和４８年亀岡市条

例第４３号）の一部を次のように改正する。 

 

 第２条産業建設常任委員会の項中第３号を削

り、第４号を第３号とし、第５号を第４号とす

る。 

 

   附 則 

 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市税条例及び亀岡市都市計画税条例の一

部を改正する条例をここに公布する。 

 

   平成３０年３月３１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第３０号 

 

亀岡市税条例及び亀岡市都市計画

税条例の一部を改正する条例 

 

 （亀岡市税条例の一部改正） 

第１条 亀岡市税条例（昭和３０年亀岡市条例

第３９号）の一部を次のように改正する。 

 第２０条中「第４６条第３項」を「第４６

条第５項」に、「第５１条の１３」を「第 

５１条の１３第１項及び第４項」に、「及

び」を「並びに」に改める。 

 第３１条第２項中「当該」を「同表の」に

改める。 

 第３５条の３第２項中「によって」を「に

より」に、「第２条第２項ただし書」を「第

２条第４項ただし書」に改め、同条第４項中

「によって」を「により」に、「において

は」を「には」に改め、同条第５項中「に 

よって」を「により」に、「においては」を

「には」に、「第１項の申告書を市長」を

「同項の申告書を市長」に改め、同条第６項

から第８項までの規定中「においては」を

「には」に、「の者」を「に掲げる者」に改
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める。 

 第４５条の３中「（以下この節」を「（次

条第１項」に改める。 

 第４５条の５第１項中「においては」を

「には」に、「以下この節」を「次条第２

項」に改め、同条第３項中「第４５条の３第

１項」を「第４５条の５第１項」と、「の特

別徴収義務者」とあるのは「（同項に規定す

る年金所得に係る仮特別徴収税額をいう。以

下同じ。）の特別徴収義務者」に改める。 

 第４６条第７項中「第５１条の１３第２

項」を「第５１条の１３第４項」に改め、同

項を同条第９項とし、同条第６項を同条第８

項とし、同条第５項中「第３項の場合」を

「第５項の場合」に改め、同項を同条第７項

とし、同条第４項を同条第６項とし、同条第

３項中「第５項第１号」を「第７項第１号」

に改め、同項を同条第５項とし、同条第２項

中「法の施行地に本店若しくは主たる事務所

若しくは事業所を有する法人」を「内国法

人」に、「第３２１条の８第２４項」を「第

３２１条の８第２６項」に、「前項」を「第

１項」に改め、同項を同条第４項とし、同条

第１項の次に次の２項を加える。 

２ 法の施行地に本店又は主たる事務所若し

くは事業所を有する法人（以下この条にお

いて「内国法人」という。）が、租税特別

措置法第６６条の７第４項及び第１０項又

は第６８条の９１第４項及び第１０項の規

定の適用を受ける場合には、法第３２１条

の８第２４項及び令第４８条の１２の２に

規定するところにより、控除すべき額を前

項の規定により申告納付すべき法人税割額

から控除する。 

３ 内国法人が、租税特別措置法第６６条の

９の３第４項及び第１０項又は第６８条の

９３の３第４項及び第１０項の規定の適用

を受ける場合には、法第３２１条の８第 

２５項及び令第４８条の１２の３に規定す

るところにより、控除すべき額を第１項の

規定により申告納付すべき法人税割額から

控除する。 

 第５１条の１３第１項及び第２項中「に 

よって」を「により」に改め、同条第２項を

同条第４項とし、同条第１項の次に次の２項

を加える。 

２ 第４６条第７項の規定は、前項の延滞金

額について準用する。この場合において、

同条第７項中「前項の規定にかかわらず、

次に掲げる期間（詐偽その他不正の行為に

より市民税を免れた法人が法第３２１条の

１１第１項又は第３項の規定による更正が

あるべきことを予知して提出した修正申告

書に係る市民税又は令第４８条の１６の２

第３項に規定する市民税にあっては、第１

号に掲げる期間に限る。）」とあるのは、

「当該当初申告書の提出により納付すべき

税額の納付があった日（その日が第５１条

の１３第１項の法人税額の課税標準の算定

期間の末日の翌日以後２月を経過した日よ

り前である場合には、同日）から第５１条

の１３第１項の申告書の提出期限までの期

間」と読み替えるものとする。 

３ 第４８条第４項の規定は、第１項の延滞

金額について準用する。この場合において、

同条第４項中「前項の規定にかかわらず、

次に掲げる期間（詐偽その他不正の行為に

より市民税を免れた法人についてされた当

該増額更正により納付すべき市民税又は令

第４８条の１５の５第４項に規定する市民

税にあっては、第１号に掲げる期間に限

る。）」とあるのは、「当該当初申告書の

提出により納付すべき税額の納付があった

日（その日が第５１条の１３第１項の法人

税額の課税標準の算定期間の末日の翌日以

後２月を経過した日より前である場合には、
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同日）から同条第１項の申告書の提出期限

までの期間」と読み替えるものとする。 

 第５１条の１３に次の２項を加える。 

５ 第４６条第７項の規定は、前項の延滞金

額について準用する。この場合において、

同条第７項中「前項の規定にかかわらず、

次に掲げる期間（詐偽その他不正の行為に

より市民税を免れた法人が法第３２１条の

１１第１項又は第３項の規定による更正が

あるべきことを予知して提出した修正申告

書に係る市民税又は令第４８条の１６の２

第３項に規定する市民税にあっては、第１

号に掲げる期間に限る。）」とあるのは、

「当該当初申告書の提出により納付すべき

税額の納付があった日（その日が第５１条

の１３第４項の連結法人税額の課税標準の

算定期間の末日の翌日以後２月を経過した

日より前である場合には、同日）から第 

５１条の１３第４項の申告書の提出期限ま

での期間」と読み替えるものとする。 

６ 第４８条第４項の規定は、第４項の延滞

金額について準用する。この場合において、

同条第４項中「前項の規定にかかわらず、

次に掲げる期間（詐偽その他不正の行為に

より市民税を免れた法人についてされた当

該増額更正により納付すべき市民税又は令

第４８条の１５の５第４項に規定する市民

税にあっては、第１号に掲げる期間に限

る。）」とあるのは、「当該当初申告書の

提出により納付すべき税額の納付があった

日（その日が第５１条の１３第４項の連結

法人税額の課税標準の算定期間の末日の翌

日以後２月を経過した日より前である場合

には、同日）から同条第４項の申告書の提

出期限までの期間」と読み替えるものとす

る。 

 第５２条第６項中「第１０条の２の１０」

を「第１０条の２の１２」に改める。 

 附則第３条の２第１項中「第４６条第３

項」を「第４６条第５項」に改め、同条第２

項中「第５１条の１３」を「第５１条の１３

第１項及び第４項」に、「同条」を「これ

ら」に改める。 

 附則第４条第１項中「第５１条の１３に」

を「第５１条の１３第１項及び第４項に」に、

「同項」を「前条第２項」に、「同条」を

「これらの規定」に改める。 

 附則第１０条の２第３項を削り、同条第４

項中「附則第１５条第２項第７号」を「附則

第１５条第２項第６号」に改め、同項を同条

第３項とし、同条第５項を同条第４項とし、

同条第６項を同条第５項とし、同条第７項中

「附則第１５条第３２項第２号イ」を「附則

第１５条第３２項第３号イ」に改め、同項を

同条第６項とし、同条第８項中「附則第１５

条第３２項第２号ロ」を「附則第１５条第 

３２項第３号ロ」に改め、同項を同条第７項

とし、同条第９項中「附則第１５条第３２項

第２号ハ」を「附則第１５条第３２項第３号

ハ」に改め、同項を同条第８項とし、同条第

１０項を同条第９項とし、同条第１１項を同

条第１０項とし、同条第１２項を同条第１１

項とし、同条第１３項中「附則第１５条の８

第４項」を「附則第１５条の８第２項」に改

め、同項を同条第１２項とする。 

 附則第１０条の３第２項中「附則第７条第

７項」を「附則第７条第３項」に改め、同条

第３項を削り、同条第４項中「附則第１５条

の８第３項」を「附則第１５条の８第１項」

に改め、同項第２号中「附則第１２条第１７

項」を「附則第１２条第８項」に改め、同項

を同条第３項とし、同条第５項中「附則第 

１５条の８第４項」を「附則第１５条の８第

２項」に、「附則第１２条第２１項第１号

ロ」を「附則第１２条第１２項第１号ロ」に

改め、同項を同条第４項とし、同条第６項中
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「附則第１５条の８第５項」を「附則第１５

条の８第３項」に改め、同項第２号中「附則

第１２条第２４項」を「附則第１２条第１５

項」に、「同条第１７項」を「同条第８項」

に改め、同項を同条第５項とし、同条第７項

中「附則第１２条第２６項」を「附則第１２

条第１７項」に改め、同項を同条第６項とし、

同条第８項中「附則第７条第９項各号」を

「附則第７条第８項各号」に改め、同項第４

号中「附則第１２条第３０項」を「附則第 

１２条第２１項」に改め、同項第６号中「附

則第１２条第３１項」を「附則第１２条第 

２２項」に改め、同項を同条第７項とし、同

条第９項中「附則第７条第１０項各号」を

「附則第７条第９項各号」に改め、同項第５

号中「附則第１２条第３８項」を「附則第 

１２条第２９項」に改め、同項を同条第８項

とし、同条第１０項中「附則第７条第１１項

各号」を「附則第７条第１０項各号」に改め、

同項を同条第９項とし、同条第１１項中「附

則第７条第１２項各号」を「附則第７条第 

１１項各号」に改め、同項第５号中「附則第

１２条第３８項」を「附則第１２条第２９

項」に改め、同項を同条第１０項とし、同条

第１２項中「附則第７条第１４項」を「附則

第７条第１３項」に、「附則第１２条第２６

項」を「附則第１２条第１７項」に改め、同

項第５号中「附則第７条第１４項」を「附則

第７条第１３項」に改め、同項を同条第１１

項とし、同項の次に次の１項を加える。 

１２ 法附則第１５条の１１第１項の改修実

演芸術公演施設について、同項の規定の適

用を受けようとする者は、同項に規定する

利便性等向上改修工事が完了した日から３

月以内に、次に掲げる事項を記載した申告

書に高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律施行規則（平成１８年国

土交通省令第１１０号）第１０条第２項に

規定する通知書の写し及び主として劇場、

音楽堂等の活性化に関する法律（平成２４

年法律第４９号）第２条第２項に規定する

実演芸術の公演の用に供する施設である旨

を証する書類を添付して市長に提出しなけ

ればならない。 

⑴ 納税義務者の住所及び氏名又は名称 

⑵ 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及

び床面積 

⑶ 家屋が高齢者、障害者等の移動等の円

滑化の促進に関する法律施行令（平成 

１８年政令第３７９号）第５条第３号に

規定する劇場若しくは演芸場又は同条第

４号に規定する集会場若しくは公会堂の

いずれに該当するかの別 

⑷ 家屋の建築年月日及び登記年月日 

⑸ 利便性等向上改修工事が完了した年月

日 

⑹ 利便性等向上改修工事が完了した日か

ら３月を経過した後に申告書を提出する

場合には、３月以内に提出することがで

きなかった理由 

 附則第１１条の見出し中「平成２７年度か

ら平成２９年度」を「平成３０年度から平成

３２年度」に改め、同条第６号中「にあって

は」を「には」に改める。 

 附則第１１条の２の見出し中「平成２８年

度又は平成２９年度」を「平成３１年度又は

平成３２年度」に改め、同条第１項中「平成

２８年度分又は平成２９年度分」を「平成 

３１年度分又は平成３２年度分」に改め、同

条第２項中「平成２８年度適用土地」を「平

成３１年度適用土地」に、「平成２８年度類

似適用土地」を「平成３１年度類似適用土

地」に、「平成２９年度分」を「平成３２年

度分」に改める。 

 附則第１２条の見出し及び同条第１項中

「平成２７年度から平成２９年度」を「平成
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３０年度から平成３２年度」に改め、同条第

２項及び第３項中「平成２７年度から平成 

２９年度」を「平成３０年度から平成３２年

度」に、「にあっては」を「には」に改め、

同条第４項中「平成２７年度から平成２９年

度」を「平成３０年度から平成３２年度」に、

「当該課税標準額」を「前年度分の固定資産

税の課税標準額」に改め、同条第５項中「平

成２７年度から平成２９年度」を「平成３０

年度から平成３２年度」に改める。 

 附則第１３条（見出しを含む。）中「平成

２７年度から平成２９年度」を「平成３０年

度から平成３２年度」に改める。 

 附則第１３条の２の前の見出し中「昭和 

４７年度」を「平成６年度」に改める。 

 附則第１３条の３第１項中「平成２７年度

から平成２９年度」を「平成３０年度から平

成３２年度」に改め、同条第２項中「平成 

２７年度から平成２９年度」を「平成３０年

度から平成３２年度」に、「にあっては」を

「には」に改める。 

 附則第１５条第１項中「平成２７年度から

平成２９年度」を「平成３０年度から平成 

３２年度」に改め、同条第２項中「平成３０

年３月３１日」を「平成３３年３月３１日」

に改める。 

 （亀岡市都市計画税条例の一部改正） 

第２条 亀岡市都市計画税条例（昭和３２年亀

岡市条例第２号）の一部を次のように改正す

る。 

 附則第１５項中「第１７項」の次に「、第

１８項、第２０項」を加え、同項を附則第 

１６項とする。 

 附則第１４項中「附則第４項及び第６項」

を「附則第５項及び第７項」に、「附則第４

項及び第７項」を「附則第５項及び第８項」

に、「附則第５項、第７項及び第８項」を

「附則第６項、第８項及び第９項」に、「附

則第７項から第９項まで」を「附則第８項か

ら第１０項まで」に、「附則第９項」を「附

則第１０項」に、「附則第１０項から第１２

項」を「附則第１１項から第１３項」に、

「附則第１１項」を「附則第１２項」に改め、

同項を附則第１５項とする。 

 附則第１３項を附則第１４項とする。 

 附則第１２項中「平成２７年度から平成 

２９年度」を「平成３０年度から平成３２年

度」に、「にあっては」を「には」に改め、

同項を附則第１３項とする。 

 附則第１１項中「平成２７年度から平成 

２９年度」を「平成３０年度から平成３２年

度」に改め、同項を附則第１２項とする。 

 附則第１０項を附則第１１項とする。 

 附則第９項（見出しを含む。）中「平成 

２７年度から平成２９年度」を「平成３０年

度から平成３２年度」に改め、同項を附則第

１０項とする。 

 附則第８項中「越える」を「超える」に、

「平成２７年度から平成２９年度」を「平成

３０年度から平成３２年度」に、「附則第４

項」を「附則第５項」に改め、同項を附則第

９項とする。 

 附則第７項中「平成２７年度から平成２９

年度」を「平成３０年度から平成３２年度」

に、「附則第４項」を「附則第５項」に改め、

同項を附則第８項とする。 

 附則第６項中「附則第４項」を「附則第５

項」に、「平成２７年度から平成２９年度」

を「平成３０年度から平成３２年度」に、

「にあっては」を「には」に改め、同項を附

則第７項とする。 

 附則第５項中「平成２７年度から平成２９

年度」を「平成３０年度から平成３２年度」

に、「にあっては」を「には」に改め、同項

を附則第６項とする。 

 附則第４項（見出しを含む。）中「平成 
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２７年度から平成２９年度」を「平成３０年

度から平成３２年度」に改め、同項を附則第

５項とする。 

 附則第３項の次に次の１項を加える。 

（改修実演芸術公演施設に対する都市計画

税の減額の規定の適用を受けようとする者

がすべき申告） 

４ 法附則第１５条の１１第１項の改修実演

芸術公演施設について、同項の規定の適用

を受けようとする者は、同項に規定する利

便性等向上改修工事が完了した日から３月

以内に、次に掲げる事項を記載した申告書

に高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促

進に関する法律施行規則（平成１８年国土

交通省令第１１０号）第１０条第２項に規

定する通知書の写し及び主として劇場、音

楽堂等の活性化に関する法律（平成２４年

法律第４９号）第２条第２項に規定する実

演芸術の公演の用に供する施設である旨を

証する書類を添付して市長に提出しなけれ

ばならない。 

⑴ 納税義務者の住所及び氏名又は名称 

⑵ 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及

び床面積 

⑶ 家屋が高齢者、障害者等の移動等の円

滑化の促進に関する法律施行令（平成 

１８年政令第３７９号）第５条第３号に

規定する劇場若しくは演芸場又は同条第

４号に規定する集会場若しくは公会堂の

いずれに該当するかの別 

⑷ 家屋の建築年月日及び登記年月日 

⑸ 利便性等向上改修工事が完了した年月

日 

⑹ 利便性等向上改修工事が完了した日か

ら３月を経過した後に申告書を提出する

場合には、３月以内に提出することがで

きなかった理由 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、平成３０年４月１日から

施行する。 

 （市民税に関する経過措置） 

第２条 第１条の規定による改正後の亀岡市税

条例（次項及び次条第１項において「新条

例」という。）第５１条の１３第２項、第３

項、第５項及び第６項の規定は、平成２９年

１月１日以後に同条第１項又は第４項の申告

書の提出期限が到来する法人の市民税に係る

延滞金について適用する。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例

の規定中固定資産税に関する部分は、平成 

３０年度以後の年度分の固定資産税について

適用し、平成２９年度分までの固定資産税に

ついては、なお従前の例による。 

２ 平成２８年４月１日から平成３０年３月 

３１日までの間に新たに取得された旧法附則

第１５条第３２項に規定する特定再生可能エ

ネルギー発電設備に対して課する固定資産税

については、なお従前の例による。 

３ 平成２７年４月１日から平成３０年３月 

３１日までの間に新築された旧法附則第１５

条の８第２項に規定する貸家住宅の敷地の用

に供する土地のうち同項に規定する旧農地に

対して課する固定資産税については、なお従

前の例による。 

 （都市計画税に関する経過措置） 

第４条 別段の定めがあるものを除き、新条例

の規定中都市計画税に関する部分は、平成 

３０年度以後の年度分の都市計画税について

適用し、平成２９年度分までの都市計画税に

ついては、なお従前の例による。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市立幼稚園条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

   平成３０年３月３１日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第３１号 

 

亀岡市立幼稚園条例の一部を改正する条例 

 

 亀岡市立幼稚園条例（昭和４０年亀岡市条例第２４号）の一部を次のように改正する。 

 

 別表第１の表を次のように改める。 

別表第１（第３条関係） 

保育料 

階層 世帯の階層区分 月額 

第１階層 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の規定に

よる保護を受けている世帯 

0円 

第２階層 市民税非課税世帯 1,000円 

第３階層 市民税所得割非課税世帯（均等割のみ課税） 2,400円 

第４階層 市民税所得割課税額 1円以上10,000円未満 5,000円 

第５階層 市民税所得割課税額 10,000円以上48,600円未満 6,000円 

第６階層 市民税所得割課税額 48,600円以上57,000円未満 6,500円 

第７階層 市民税所得割課税額 57,000円以上77,101円未満 7,000円 

第８階層 市民税所得割課税額 77,101円以上211,201円未満 9,000円 

第９階層 市民税所得割課税額 211,201円以上 11,000円 
 

 別表第１の備考第１項第１号中「第３１４条の８、第３１４条の９及び」を「第３１４条の８及

び第３１４条の９並びに」に改め、「附則第５条の４」の次に「第６項、附則第５条の４の２第６

項、附則第５条の５第２項、附則第７条の２第４項及び第５項、附則第７条の３第２項並びに附則

第４５条」を加え、同表備考第２項中「第５階層」を「第９階層」に改め、同表備考第５項中「第

２階層」を「第２階層又は第３階層」に、「第３階層」を「第４階層から第７階層まで」に改め、

同表備考第６項中「第２階層」を「第２階層又は第３階層」に、「第３階層」を「第４階層から第

７階層まで」に、「月額３，０００円」を「月額２，４００円」に改め、同表備考第７項中「第２

階層から第４階層まで」を「第８階層」に改める。 

 

   附 則 

 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

「掲示済」 
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規 則 
 

 亀岡市事務分掌規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第３号 

 

亀岡市事務分掌規則の一部を改正する規則 

 

 亀岡市事務分掌規則（平成１２年亀岡市規則第２号）の一部を次のように改正する。 

 

 別表第１生涯学習部の部を次のように改める。 

生涯学習部 文化・スポーツ課 文化・国際交流係 スポーツ推進係 

 市民力推進課 市民活動推進係 地球環境子ども村係 

 人権啓発課 啓発振興係 男女共同参画推進係 

 

 別表第１総務部の部税務課の項中「土地係 家屋係」を「固定資産税係」に改め、同表環境市民

部の部環境政策課の項中「環境保全係」を削り、同部環境クリーン推進課の項中「施設管理係」及

び「若宮管理係」を削り、同表産業観光部の部中 

「 

ものづくり産業課 ものづくり支援係 商工振興係 

観光戦略課 観光企画係 

                                    」を 

「 

商工観光課 商工振興係 観光振興係 

                                    」に改め、同表中 

「 

まちづくり
推進部 

都市計画課 計画係 景観係 開発指導係 開発許可係 

都市整備課 公園緑地係 区画整理係 

 政策交通課 政策交通係 

土木建築部 桂川・道路整備課 広域事業係 整備係 

 土木管理課 管理係 道路維持係 河川維持係 用地係 

 建築住宅課 住宅係 建築係 

                                          」を 
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「 

まちづくり
推進部 

都市計画課 計画係 景観係 開発指導係 開発許可係 

都市整備課 公園緑地係 区画整理係 

 まちづくり交通課  

 桂川・道路整備課 広域事業係 整備係 

 土木管理課 管理係 道路維持係 河川維持係 用地係 

 建築住宅課 住宅係 建築係 

                                          」に

改める。 

 別表第２中「市民力推進課」を「文化・スポーツ課」に、「ものづくり産業課」を「商工観光

課」に改め、 

「 

土木建築部 桂川・道路整備課 

                        」を削る。 

 別表第３市長公室の部ふるさと創生課の項中「定住促進対策に関すること。」を 

「定住促進対策に関すること。 

 移住・定住促進施設に関すること。」に改め、同表生涯学習部の部を次のように改める。 

生涯学習部 文化・スポー 

ツ課 

芸術文化の企画及び総括に関すること。 

市民憲章及び市歌の普及に関すること。 

国際親善に関すること。 

国内交流に関すること。 

旧亀岡会館に関すること。 

文化団体等との連絡調整に関すること。 

生涯スポーツの推進に関すること。 

競技力向上に関すること。 

スポーツ推進委員に関すること。 

スポーツ団体との連携及び指導者の指導育成に関するこ

と。 

体育施設に関すること。 

体育関係補助金に関すること。 

その他スポーツに関すること。 

体育協会との連絡調整に関すること。 

オリンピック及びパラリンピックに関すること。 

部の総務担当課事務に関すること。 

 市民力推進課 生涯学習に係る総合企画及び調整に関すること。 

生涯学習に係る調査及び研究に関すること。 

生涯学習推進審議会に関すること。 

市民協働及び市民活動に係る総合調整及び推進に関するこ

と。 

ガレリアかめおかに関すること。 

交流会館に関すること。 

生涯学習かめおか財団との連絡調整に関すること。 

大学等連携の総合調整に関すること。 
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  地球環境子ども村に係る総合企画及び調整に関すること。

地球環境子ども村に係る市民活動の推進に関すること。 

地球環境子ども村に係る事業推進に関すること。 

環境学習施設に関すること。 

 人権啓発課 人権施策に係る総合企画及び調整に関すること。 

人権問題の調査研究に関すること。 

人権擁護委員に関すること。 

人権啓発活動の推進に関すること。 

人権相談に関すること。 

人権啓発資料の収集、作成及び活用に関すること。 

他の部及び課に属さない人権問題に関すること。 

地域振興（他の部課等の所管に属するものを除く。）に関

すること。 

文化センター及び児童館に関すること。 

隣保事業の届出に関すること。 

住宅新築資金等貸付事業管理組合との連絡調整に関するこ

と。 

男女共同参画社会実現に係る総合企画及び調整に関するこ

と。 

男女共同参画に係る調査研究及び情報の収集に関するこ

と。 

男女共同参画に係る啓発及び施策の推進に関すること。 

その他男女共同参画に関すること。 

 

 別表第３環境市民部の部市民課の項中「さくらカード及びつつじカードの交付に関すること。」

を削り、同部保険医療課の項を次のように改める。 

保険医療課 後期高齢者医療被保険者の資格管理に関すること。 

後期高齢者医療保険料の徴収及び滞納処分に関すること。 

保険給付及び葬祭費等の支給申請の受付に関すること。 

高齢者医療に関すること。 

京都府後期高齢者医療広域連合との連絡調整に関すること。 

その他後期高齢者医療に関すること。 

国民健康保険の運営に関すること。 

国民健康保険の保険給付に関すること。 

国民健康保険の保健事業に関すること。 

国民健康保険運営協議会に関すること。 

国民健康保険被保険者の資格管理に関すること。 

国民健康保険料の賦課及び徴収に関すること。 

その他国民健康保険に関すること。 

 

 別表第３健康福祉部の部地域福祉課の項中「厚生会館に関すること。」を「旧厚生会館に関する

こと。」に改め、同部高齢福祉課の項中「地域密着型サービスに関すること。」を 

「地域密着型サービスに関すること。 

 居宅介護支援事業所の指定等に関すること。」に改め、同部健康増進課の項中「保健センターの
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管理運営に関すること。」を削り、「栄養改善に関すること。」を 

「栄養改善に関すること。 

 保健師業務の統括・調整に関すること。」に改め、同部こども未来課の項中「不妊・不育治療に

関すること。」を 

「不妊・不育治療に関すること。 

 保健センターの管理運営に関すること。」に改め、同表産業観光部の部中 

「 

ものづくり産

業課 

産業振興計画に関すること。 

商工団体の指導育成及び連絡調整に関すること。 

中小企業対策に関すること。 

企業誘致に関すること。 

工業団地の調査及び計画に関すること。 

商工金融支援に関すること。 

創業支援に関すること。 

商店街の振興に関すること。 

特産品開発及び地域ブランドの確立に関すること。 

産官学・農商工連携に関すること。 

鉱業権に関すること。 

エネルギー対策に関すること。 

労働政策（勤労者福祉に関することを除く。）に関すること。 

その他ものづくり産業の振興に関すること。 

部の総務担当課事務に関すること。 

観光戦略課 観光振興の企画及び調整に関すること。 

観光関連団体との連携及び指導育成に関すること。 

観光交流の促進に関すること。 

観光「亀岡」のＰＲに関すること。 

観光施設の整備及び管理に関すること。 

観光資源の発掘及び整備支援に関すること。 

広域観光の推進に関すること。 

観光輸送サービスの向上に関すること。 

風致維持に関すること。 

その他観光振興に関すること。 

                                          」 

を 

「 

商工観光課 産業振興計画に関すること。 

商工団体の指導育成及び連絡調整に関すること。 

中小企業対策に関すること。 

企業誘致に関すること。 

工業団地の調査及び計画に関すること。 

商工金融支援に関すること。 

創業支援に関すること。 

商店街の振興に関すること。 

特産品開発及び地域ブランドの確立に関すること。 

産官学・農商工連携に関すること。 
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 鉱業権に関すること。 

エネルギー対策に関すること。 

労働政策（勤労者福祉に関することを除く。）に関すること。 

その他ものづくり産業の振興に関すること。 

観光振興の企画及び調整に関すること。 

観光関連団体との連携及び指導育成に関すること。 

観光交流の促進に関すること。 

観光「亀岡」のＰＲに関すること。 

観光施設の整備及び管理に関すること。 

観光資源の発掘及び整備支援に関すること。 

広域観光の推進に関すること。 

観光輸送サービスの向上に関すること。 

風致維持に関すること。 

その他観光振興に関すること。 

部の総務担当課事務に関すること。 

                                           」 

       「             「 

に改め、同表中             を             に改め、 

                   」             」 

同表まちづくり推進部の部政策交通課の項を次のように改める。 

まちづくり交

通課 

ＪＲ駅舎に関すること。 

山陰本線に関すること。 

地域交通輸送計画に関すること。 

その他公共交通政策（別に定めるものを除く。）に関すること。 

京都スタジアム（仮称）の建設促進に関すること。 

京都スタジアム（仮称）を核としたまちづくりに関すること。 

 

 別表第３土木建築部の部桂川・道路整備課の項中「部の総務担当課事務に関すること。」を 

「ＪＲ千代川駅関連の整備に関すること。 

 京都丹波基幹交通整備協議会に関すること。」に改める。 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

まちづくり推進部 
まちづくり推進部 

土木建築部 
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 亀岡市臨時的任用職員取扱規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第４号 

 

亀岡市臨時的任用職員取扱規則の一部を改正する規則 

 

 亀岡市臨時的任用職員取扱規則（平成８年亀岡市規則第８号）の一部を次のように改正する。 

 

 別表第１中 

「           「 

 

 

           を           に、 

 

 

          」           」 

「 

6,250円 4,750円 6,700円 860円

6,500円 4,950円 6,950円 900円

                                   」 

を 

「 

6,550円 4,950円 7,000円 900円

6,550円 5,000円 7,000円 910円

                                   」 

に改める。 

 別記第１号様式中 

「 

１ 年次有給休暇 新規付与    日・繰越    日 

２ その他の休暇［                        ］ 

                                          」 

を 

150,096円 

162,392円 

166,738円 

168,328円 

195,888円 

151,156円

163,452円

167,798円

169,388円

196,948円
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「 

１ 年次有給休暇 新規付与    日・繰越    日   時間 

２ その他の休暇［                        ］ 

                                          」 

に改める。 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市非常勤職員取扱規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第５号 

 

亀岡市非常勤職員取扱規則の一部を改正する規則 

 

 亀岡市非常勤職員取扱規則（平成８年亀岡市規則第９号）の一部を次のように改正する。 

 

 第１０条第１項ただし書を削る。 

 第１８条第２項中「（１日未満の端数があるときは、これを切り捨てた日数）」を削る。 
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 別表第１中 

「 

7,300円（1,002円） 125,900円（4,341円）

7,750円（1,065円） 133,900円（4,614円）

8,300円（1,144円） 143,800円（4,958円）

8,900円（1,223円） 153,800円（5,301円）

9,500円（1,308円） 164,400円（5,666円）

10,000円（1,378円） 173,200円（5,970円）

12,650円（1,745円） 219,300円（7,561円）

9,850円（1,356円） 170,500円（5,878円）

11,800円（1,621円） 203,800円（7,025円）

12,400円（1,709円） 214,900円（7,407円）

13,100円（1,805円） 226,800円（7,820円）

14,050円（1,932円） 242,800円（8,372円）

15,200円（2,090円） 262,700円（9,056円）

                               」を 

「 

7,350円（1,009円） 126,800円（4,372円）

7,800円（1,072円） 134,800円（4,645円）

8,350円（1,151円） 144,700円（4,988円）

8,950円（1,230円） 154,700円（5,332円）

9,550円（1,315円） 165,300円（5,697円）

10,050円（1,385円） 174,000円（6,000円）

12,700円（1,748円） 219,800円（7,576円）

9,900円（1,363円） 171,400円（5,908円）

11,850円（1,628円） 204,700円（7,056円）

12,450円（1,716円） 215,700円（7,435円）

13,050円（1,799円） 226,100円（7,796円）

14,050円（1,932円） 242,900円（8,373円）

15,150円（2,086円） 262,200円（9,039円）

                               」に、 

「        「 
        を        に改める。 
       」        」 

 別記第１号様式中 

「 

１ 年次有給休暇 新規付与    日・前年度繰越    日 

２ その他の休暇［                        ］ 

                                          」 

860円 900円 
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を 

「 

１ 年次有給休暇 新規付与    日・前年度繰越    日   時間 

２ その他の休暇［                        ］ 

                                          」 

に改める。 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡会館条例施行規則を廃止する規則をここに公布する。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第６号 

 

亀岡会館条例施行規則を廃止する規則 

 

 亀岡会館条例施行規則（平成１８年亀岡市規則第１２号）は、廃止する。 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市交流会館条例施行規則の一部を改正す

る規則をここに公布する。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第７号 

 

亀岡市交流会館条例施行規則の一

部を改正する規則 

 

 亀岡市交流会館条例施行規則（平成１８年亀

岡市規則第８号）の一部を次のように改正する。 

 

 第７条を次のように改める。 

 （使用料及び目的外使用料の減免） 

第７条 条例第１０条及び第１２条の３の規定

により使用料及び目的外使用料を減額し、又

は免除することができる場合及びその額は、

次のとおりとする。ただし、入場料その他こ

れに類するものを徴収するときは、使用料及

び目的外使用料を減額し、又は免除しない。 

⑴ 使用料 

ア 市内の学校教育法（昭和２２年法律第

２６号）第１条に規定する小学校、中学

校、義務教育学校若しくは高等学校の教

育活動又は同条に規定する幼稚園、児童

福祉法（昭和２２年法律第１６４号）に

規定する保育所若しくは就学前の子ども

に関する教育、保育等の総合的な提供の

推進に関する法律（平成１８年法律第 

７７号）に規定する認定こども園による

保育活動に使用する場合 ５割 

イ 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第

２８３号）第１５条に規定する身体障害

者手帳の交付を受けた者、療育手帳制度

要綱に基づき療育手帳の交付を受けた者

及び精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律（昭和２５年法律第１２３号）第

４５条に規定する精神障害者保健福祉手

帳の交付を受けた者が使用する場合 ５

割 

ウ 教育委員会の認めた社会教育団体が本

来の社会教育活動に使用する場合 ５割 

エ 市内の学校教育法第１条に規定する大

学による教育活動に使用する場合    

２．５割 

オ 災害その他の特別の理由により公益の

ために使用する場合で、市長が特に必要

があると認めるとき。 免除 

カ 市長が特に必要があると認めるとき。  

５割 

⑵ 目的外使用料 

 公益のため特別の理由により使用する場

合で、市長が特に必要があると認めるとき。 

 免除又は別に市長が定める額 

２ 前項の規定により使用料又は目的外使用料

の減額又は免除を受けようとするときは、亀

岡市交流会館使用料（目的外使用料）減免申

請書（別記第７号様式）を使用許可申請書又

は第９条に規定する目的外使用許可申請書に

添付しなければならない。 

 第１４条を第１７条とし、第９条から第１３

条までを３条ずつ繰り下げ、第８条の次に次の

３条を加える。 

 （目的外使用許可の申請） 

第９条 条例第１２条の規定により会館の目的

外使用の許可を受けようとする者は、亀岡市

交流会館目的外使用許可申請書（別記第８号

様式。以下「目的外使用許可申請書」とい

う。）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の目的外使用許可申請書の提出期間は、

使用しようとする日前３月から前２週までの

期間とする。ただし、市長が必要と認めると

きは、この限りでない。 
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 （使用許可の交付） 

第１０条 市長は、条例第１２条の規定による

会館の目的外使用の許可をしたときは、亀岡

市交流会館目的外使用許可書（別記第９号様

式）を前条第１項に規定する申請をした者に

対し交付する。 

 （許可条件の受諾と誓約書の提出） 

第１１条 前条の使用の許可を受けた者は、使

用許可条件を受諾する旨を記載した亀岡市交

流会館目的外使用に関する誓約書（別記第 

１０号様式）を市長に提出しなければならな

い。 

 別記第７号様式中「使用料」を「使用料（目

的外使用料）」に改め、同様式の次に次の３様

式を加える。 

 

別記様式 省略 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成３０年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市債権管理条例施行規則をここに公布す

る。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第８号 

 

亀岡市債権管理条例施行規則 

 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、亀岡市債権管理条例（平

成３０年亀岡市条例第９号。以下「条例」と

いう。）の施行について必要な事項を定める

ものとする。 

 （定義） 

第２条 この規則において使用する用語は、条

例において使用する用語の例による。 

 （台帳の整備） 

第３条 条例第５条に規定する市の債権を管理

するために必要な事項として別に定めるもの

は、次のとおりとする。 

⑴ 債権の名称 

⑵ 債務者の住所及び氏名（法人その他の団

体にあっては、事務所又は事業所の所在地、

名称及び代表者の氏名） 

⑶ 債権の金額 

⑷ 債権の発生及び徴収に係る履歴 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要

と認める事項 

 （徴収及び滞納処分職員証の携帯） 

第４条 公課の徴収及び滞納処分に従事する職

員は、別に定めがあるものを除き、服務中常

に徴収及び滞納処分職員証（別記様式）を携

帯し、関係人の請求があったときは、これを

提示しなければならない。 

 （雑則） 

第５条 この規則に定めるもののほか、必要な

事項は、市長等が別に定める。 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成３０年４月１日から施行す

る。 

 

別記様式 省略 

 

「掲示済」 
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 亀岡市後期高齢者医療に関する条例施行規則

をここに公布する。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第９号 

 

亀岡市後期高齢者医療に関する条

例施行規則 

 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、亀岡市後期高齢者医療に

関する条例（平成２０年亀岡市条例第１１号。

以下「条例」という。）の施行に関し、必要

な事項を定めるものとする。 

 （徴収及び滞納処分職員証等の携帯） 

第２条 条例第２条に規定する保険料を徴収す

る職員は、保険料の徴収に係る調査のために

質問し、又は検査を行う場合においては亀岡

市後期高齢者医療保険料徴収職員証（別記第

１号様式）を、保険料の徴収に係る滞納処分

に従事する場合においては亀岡市後期高齢者

医療保険料徴収及び滞納処分職員証（別記第

２号様式）をそれぞれ服務中常に携帯し、関

係人の請求があるときは、これを提示しなけ

ればならない。 

 （雑則） 

第３条 この規則に定めるもののほか、必要な

事項は、市長が別に定める。 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成３０年４月１日から施行す

る。 

 

別記様式 省略 

「掲示済」 

 亀岡市企業立地促進条例施行規則の一部を改

正する規則をここに公布する。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第１０号 

 

亀岡市企業立地促進条例施行規則

の一部を改正する規則 

 

 亀岡市企業立地促進条例施行規則（平成１７

年亀岡市規則第４７号）の一部を次のように改

正する。 

 

 第４条に次の１項を加える。 

２ 条例第３条第５号に規定する経済団体とは、

亀岡商工会議所をいう。 

 第５条第１項中第６号を第７号とし、第５号

の次に次の１号を加える。 

⑹ 前条第２項に規定する経済団体が発行す

る会員を証するもの 

 第１４条第３項中「２年」の次に「以内」を

加える。 

 第１７条中「ものづくり産業課」を「商工観

光課」に改める。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成３０年４月１日から施行

する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の際、現に改正前の亀岡市

企業立地促進条例施行規則第５条及び第６条

の規定により指定された指定工場に係る奨励

金の申請については、なお従前の例による。 

「掲示済」 



 
亀 岡 市 公 報 

 78 

第８７９号平成３０年４月１６日発行 

 亀岡市空家等対策の推進に関する条例施行規

則をここに公布する。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第１１号 

 

亀岡市空家等対策の推進に関する

条例施行規則 

 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、空家等対策の推進に関す

る特別措置法（平成２６年法律第１２７号。

以下「法」という。）及び亀岡市空家等対策

の推進に関する条例（平成３０年亀岡市条例

第２６号。以下「条例」という。）の施行に

関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この規則において使用する用語の意義

は、法及び条例の例による。 

 （立入調査の方法） 

第３条 条例第１１条第３項に規定する空家等

の立入調査の前に空家等の所有者又は管理者

（以下「所有者等」という。）に対して行う

通知は、空家等への立入調査実施通知書（別

記第１号様式）により行うものとする。 

２ 条例第１１条第４項に規定する身分を示す

証明書は、立入調査員証（別記第２号様式）

とする。 

 （特定空家等の認定） 

第４条 条例第１３条第１項に規定する特定空

家等の認定を行うときは、特定空家等認定通

知書（別記第３号様式）により行うものとす

る。ただし、当該所有者等を確知することが

できないときは、この限りでない。 

２ 前項により認定された特定空家等において、

空家等の状態が改善され、特定空家等でなく

なったと認められるときは、特定空家等認定

取消通知書（別記第４号様式）により、その

所有者等に通知するものとする。 

３ 条例第１３条第２項に規定する特定空家等

と認めるに当たっての基準は、条例第７条に

規定する空家等対策計画において定める。 

 （特定空家等に対する措置に係る様式） 

第５条 条例第１４条に規定する特定空家等に

対する措置に必要な様式は、次の各号に掲げ

る様式により行うものとする。 

⑴ 法第１４条第１項の規定による助言又は

指導は、助言・指導書（別記第５号様式）

により行うものとする。 

⑵ 法第１４条第２項の規定による勧告は、

勧告書（別記第６号様式）により行うもの

とする。 

⑶ 法第１４条第３項の規定による命令は、

命令書（別記第７号様式）により行うもの

とする。 

２ 前項第３号の命令を行う前に行う、法第 

１４条第４項に規定される命令前の通知は、

命令に係る事前の通知書（別記第８号様式）

により行うものとする。なお、この通知を受

けた者は、通知を受けた日から５日以内に意

見書（別記第９号様式）又は意見聴取請求書

（別記第１０号様式）を提出することができ

る。 

３ 前項の意見聴取請求書の提出があったとき

は、市長は、法第１４条第６項の規定により、

公開による意見の聴取を行わなければならな

い。なお、意見の聴取を行うときは、同条第

７項の規定により、意見聴取通知書（別記第

１１号様式）により通知するとともに、これ

を公告するものとする。 

 （行政代執行の手続） 

第６条 条例第１５条に規定する措置を行う場

合において、次の各号に定める文書は、当該
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各号に定める様式によるものとする。 

⑴ 行政代執行法（昭和２３年法律第４３

号）第３条第１項に規定する文書 戒告書

（別記第１２号様式） 

⑵ 行政代執行法第３条第２項に規定する代

執行令書 代執行令書（別記第１３号様

式） 

⑶ 行政代執行法第４条に規定する証票 執

行責任者証（別記第１４号様式） 

 （安全代行措置） 

第７条 条例第１７条第１項に規定する安全代

行措置の依頼は、特定空家等の助言・指導に

係る代行措置依頼書兼誓約書（別記第１５号

様式）により行うものとする。 

２ 市長は、条例第１７条第２項に規定する安

全代行措置を行うことを決定したときは、同

条第１項の規定により安全代行措置を依頼し

た所有者等に対して、安全代行措置決定通知

書（別記第１６号様式）により通知するもの

とする。 

 （緊急安全措置） 

第８条 条例第１８条第２項に規定する同意は、

緊急安全措置同意書兼誓約書（別記第１７号

様式）により行うものとする。 

２ 条例第１８条第３項に規定する緊急安全措

置を講じたときの通知は、緊急安全措置実施

通知書（別記第１８号様式）により行うもの

とする。 

３ 条例第１８条第５項に規定する所有者の通

知は、緊急安全措置の公表に係る事後通知書

（別記第１９号様式）により行うものとする。 

 （過料） 

第９条 条例第２２条の過料の額は、５万円と

する。 

２ 市長は、条例第２２条の規定により過料の

処分をしようとするときは、当該処分を受け

る者に対しあらかじめ過料処分告知通知書

（別記第２０号様式）によりその旨を告知し、

弁明書（別記第２１号様式）により弁明の機

会を付与しなければならない。 

３ 市長は、条例第２２条の規定により過料の

処分をするときは、当該処分を受ける者に対

し過料処分通知書（別記第２２号様式）を交

付し、過料を徴収する。 

 （委任） 

第１０条 この規則に定めるもののほか、必要

な事項は、市長が別に定める。 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成３０年６月１日から施行す

る。 

 

別記様式 省略 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市副市長事務担任規則等の一部を改正す

る規則をここに公布する。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第１２号 

 

亀岡市副市長事務担任規則等の一

部を改正する規則 

 

 （亀岡市副市長事務担任規則の一部改正） 

第１条 亀岡市副市長事務担任規則（昭和３８

年亀岡市規則第９号）の一部を次のように改

正する。 

 第２条中「、土木建築部」を削る。 



 
亀 岡 市 公 報 

 80 

第８７９号平成３０年４月１６日発行 

（亀岡市会計管理者の補助組織設置規則の一

部改正） 

第２条 亀岡市会計管理者の補助組織設置規則

（昭和４２年亀岡市規則第１０号）の一部を

次のように改正する。 

 第２条第１項中「公共施設マネジメント

係」を「債権・施設係」に改める。 

 （亀岡市庁議等に関する規則の一部改正） 

第３条 亀岡市庁議等に関する規則（平成１５

年亀岡市規則第１５号）の一部を次のように

改正する。 

 第４条第３項中「企画管理部長、生涯学習

部長、総務部長、環境市民部長、健康福祉部

長、産業観光部長、まちづくり推進部長、土

木建築部長、会計管理者、上下水道部長」を

「各部の部長、各部の担当部長、会計管理室

長」に改める。 

（出納員及びその他の会計職員設置規則の一

部改正） 

第４条 出納員及びその他の会計職員設置規則

（昭和３９年亀岡市規則第６号）の一部を次

のように改正する。 

 別表５の項中「スポーツ推進課長」を「文

化・スポーツ課長」に、「スポーツ推進課担

当職員」を「文化・スポーツ課担当職員」に

改め、同表７の項中 

「 

総務課長 総務課担当職員 

                   」

を 

「 

総務課長 総務課担当職員 

こども未来課長 こども未来課担当職員 

                   」

に改め、同表３５の項中「簡易水道料金及び

飲料水供給施設料金等並びに」を削り、同表

中３７の項を削り、同表中３８の項から４２

の項までを１項ずつ繰り上げる。 

（市長の権限に属する教育事務の委任及び補

助執行に関する規則の一部改正） 

第５条 市長の権限に属する教育事務の委任及

び補助執行に関する規則（平成８年亀岡市規

則第１４号）の一部を次のように改正する。 

 別表第３教育部長の項中「土木建築部長」

を「まちづくり推進部長」に改める。 

（亀岡市放置自転車の防止に関する条例施行

規則の一部改正） 

第６条 亀岡市放置自転車の防止に関する条例

施行規則（平成５年亀岡市規則第１５号）の

一部を次のように改正する。 

 第２条第５項中「土木建築部」を「まちづ

くり推進部」に改める。 

（亀岡市河川管理規則の一部改正） 

第７条 亀岡市河川管理規則（平成１２年亀岡

市規則第３４号）の一部を次のように改正す

る。 

 第３条中「土木建築部」を「まちづくり推

進部」に改める。 

（亀岡市駅前送迎用スペース管理条例施行規

則の一部改正） 

第８条 亀岡市駅前送迎用スペース管理条例施

行規則（平成２８年亀岡市規則第４２号）の

一部を次のように改正する。 

 別記第１号様式中「土木建築部」を「まち

づくり推進部」に改める。 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成３０年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 
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 管理職手当支給規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第１３号 

 

管理職手当支給規則の一部を改正する規則 

 

 管理職手当支給規則（昭和３４年亀岡市規則第７号）の一部を次のように改正する。 

 

 附則第３項ただし書を削る。 

 別表第１中 

「 

担当副課長（市長が定めるものを除

く。）、保育所長、文化センター館

長、児童館長、休日急病診療所長 

６種（市長が別に定める

場合にあっては４種又は

５種） 

秘書事務を所管する係長又は主幹

（市長の定めるものに限る。） 
６種 

                                」 

を 

「 

担当副課長（市長が定めるものを除

く。）、文化センター館長（市長が

定めるものに限る。）、保育所長 

６種（市長が別に定める

場合にあっては５種） 

                                」 

に、 

「 

担当課長、副課長、幼稚園長、教育

研究所長、図書館長、学校給食セン

ター所長、文化資料館長 

担当副課長、中央公民館長、図書館

副館長（市長が定めるものに限

る。）、教育研究所副所長 

                    」 

を 
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「 

担当課長、副課長、幼稚園長、学校

給食センター所長、図書館長 

担当副課長、文化資料館長、教育研

究所副所長 

                    」 

に改める。 

 別表第２中 

「 

４級 ５種 ４６，３００円

 ６種 ４０，７００円

                                  」 

を削る。 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市財務規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第１４号 

 

亀岡市財務規則の一部を改正する規則 

 

 亀岡市財務規則（昭和４０年亀岡市規則第１号）の一部を次のように改正する。 

 

 第３条中第１１号を削り、第１２号を第１１号とし、第１３号から第２２号までを１号ずつ繰り

上げる。 

 第５１条及び第５２条を次のように改める。 

第５１条及び第５２条 削除 
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 第５４条第１項から第３項までの規定中「債

権管理者」を「収入命令権者」に改め、同条第

４項中「債権管理者」を「収入命令権者」に、

「、その旨を収入命令権者に通知しなければな

らない」を「なければならない」に改める。 

 第２１３条から第２１７条までを次のように

改める。 

第２１３条から第２１７条まで 削除 

 第２１８条第１項中「債権管理者」を「各部

課等の長」に改め、同条第２項を削る。 

 第２２０条第１項及び第２項中「債権管理

者」を「各部課等の長」に改め、同条第３項を

削る。 

 第２２１条第２項中第７号を削り、第８号を

第７号とし、同条第３項及び第４項を次のよう

に改める。 

３ 各部課等の長は、履行延期の特約等をする

場合には、履行期限（施行令第１７１条の６

第２項の規定により履行期限後に履行延期の

特約等をする場合においては、当該履行延期

の特約等をする日）から５年（同条第１項第

１号又は第５号に該当する場合にあっては、

１０年）以内において、その延長に係る履行

期限を定めなければならない。ただし、更に

履行延期の特約等をすることを妨げない。 

４ 第１項の特約等をするときは、担保を提供

させ、利息を付する等必要な条件を付さなけ

ればならない。ただし、市長が必要でないと

認めるときは、この限りでない。 

 第２２１条第５項を削る。 

 第２２２条から第２２４条までを次のように

改める。 

第２２２条から第２２４条まで 削除 

 第２２５条第２項及び第３項中「債権管理

者」を「各部課等の長」に改める。 

 第２２６条を次のように改める。 

第２２６条 削除 

 別表第１第３第１項を削り、第２項を第１項

とし、第３項から第５項までを１項ずつ繰り上

げ、同表第５第１項第２号中「、中央公民館

長」を削り、「第９条」を「第１０条」に改め

る。 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成３０年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市厚生会館条例施行規則を廃止する規則

をここに公布する。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第１５号 

 

亀岡市厚生会館条例施行規則を廃

止する規則 

 

 亀岡市厚生会館条例施行規則（平成１８年亀

岡市規則第１３号）は、廃止する。 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成３０年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 



 
亀 岡 市 公 報 

 84 

第８７９号平成３０年４月１６日発行 

 亀岡市介護保険条例施行規則の一部を改正す

る規則をここに公布する。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第１６号 

 

亀岡市介護保険条例施行規則の一

部を改正する規則 

 

 亀岡市介護保険条例施行規則（平成１２年亀

岡市規則第３７号）の一部を次のように改正す

る。 

 

 第３０条を第３１条とする。 

 第２９条中「別記第２８号様式」を「別記第

３０号様式」に改め、同条を第３０条とする。 

 第２８条中「別記第２７号様式」を「別記第

２９号様式」に改め、同条を第２９条とする。 

 第２７条を第２８条とし、第２６条の次に次

の１条を加える。 

 （徴収及び滞納処分職員証等の携帯） 

第２７条 条例第３条に規定する保険料を徴収

する職員は、保険料の徴収に係る調査のため

に質問し、又は検査を行う場合においては亀

岡市介護保険料徴収職員証（別記第２７号様

式）を、保険料の徴収に係る滞納処分に従事

する場合においては亀岡市介護保険料徴収及

び滞納処分職員証（別記第２８号様式）をそ

れぞれ服務中常に携帯し、関係人の請求があ

るときは、これを提示しなければならない。 

 別記第２２号様式、別記第２３号様式及び別

記第２５号様式中「ユニット型準個室」を「ユ

ニット型個室的多床室」に改める。 

 別記第２８号様式中「第２９条関係」を「第

３０条関係」に改め、同様式を別記第３０号様

式とする。 

 別記第２７号様式中「第２７条関係」を「第

２８条関係」に改め、同様式を別記第２９号様

式とする。 

 別記第２６号様式の次に次の２様式を加える。 

 

別記様式 省略 

 

 別記第２８号様式の次に次の２様式を加える。 

 

別記様式 省略 

 

   附 則 

 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市病院事業の主要職員を定める規則及び

亀岡市病院事業における地方公営企業法第３９

条第２項の規定に基づき市長が定める職に関す

る規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

   平成３０年３月３０日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第１７号 

 

亀岡市病院事業の主要職員を定め

る規則及び亀岡市病院事業におけ

る地方公営企業法第３９条第２項

の規定に基づき市長が定める職に

関する規則の一部を改正する規則 
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（亀岡市病院事業の主要職員を定める規則の

一部改正） 

第１条 亀岡市病院事業の主要職員を定める規

則（平成１６年亀岡市規則第３４号）の一部

を次のように改正する。 

 第２条第１号中「、消化器センター長」を

削る。 

（亀岡市病院事業における地方公営企業法第

３９条第２項の規定に基づき市長が定める職

に関する規則の一部改正） 

第２条 亀岡市病院事業における地方公営企業

法第３９条第２項の規定に基づき市長が定め

る職に関する規則（平成１６年亀岡市規則第

３５号）の一部を次のように改正する。 

 本則第１号中「、消化器センター長」を削

る。 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成３０年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市社会体育施設条例施行規則等の一部を

改正する規則をここに公布する。 

 

   平成３０年３月３１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第１８号 

 

亀岡市社会体育施設条例施行規則

等の一部を改正する規則 

 

（亀岡市社会体育施設条例施行規則の一部改

正） 

第１条 亀岡市社会体育施設条例施行規則（平

成２６年亀岡市規則第１０号）の一部を次の

ように改正する。 

 第７条第１項第２号中「及び義務教育学

校」を「、義務教育学校」に、「若しくは児

童福祉法」を「、児童福祉法」に、「保育所

による保育活動」を「保育所若しくは就学前

の子どもに関する教育、保育等の総合的な提

供の推進に関する法律（平成１８年法律第 

７７号）に規定する認定こども園による保育

活動若しくは教育活動」に改める。 

（ガレリアかめおか条例施行規則の一部改

正） 

第２条 ガレリアかめおか条例施行規則（平成

１８年亀岡市規則第７号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第９条第１項第１号ア中「若しくは児童福

祉法」を「、児童福祉法」に、「保育所によ

る保育活動」を「保育所若しくは就学前の子

どもに関する教育、保育等の総合的な提供の

推進に関する法律（平成１８年法律第７７

号）に規定する認定こども園による保育活動

若しくは教育活動」に改める。 

（亀岡市都市公園有料公園施設使用規則の一

部改正） 

第３条 亀岡市都市公園有料公園施設使用規則

（平成１８年亀岡市規則第２０号）の一部を

次のように改正する。 

 第８条第１項第１号中「若しくは児童福祉

法」を「、児童福祉法」に、「保育所による

保育活動」を「保育所若しくは就学前の子ど

もに関する教育、保育等の総合的な提供の推

進に関する法律（平成１８年法律第７７号）

に規定する認定こども園による保育活動若し

くは教育活動」に改める。 
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   附 則 

 

 この規則は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の保育料に関する条例施行規則の一部を改正

する規則をここに公布する。 

 

   平成３０年３月３１日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第１９号 

 

亀岡市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の保育料に関する条例施行規則の

一部を改正する規則 

 

 亀岡市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の保育料に関する条例施行規則（平成２７年

亀岡市規則第１２号）の一部を次のように改正する。 

 

 別表の１の表中 

「 

Ｂ Ａ階層を除く当該年度分（4月から8月までに

あっては、前年度分。以下同じ。）の市町村

民税非課税世帯及び市町村民税課税世帯のう

ち均等割のみ課税世帯 

3,000

Ｃ１ Ａ階層を除く当

該年度分の市町

村民税課税世帯

であって、その

所得割の区分が

次の区分に該当

する世帯 

77,100円以下 11,000

Ｃ２ 77,101円以上 

211,200円以下 

14,100

Ｃ３ 211,201円以上 17,700

                                          」 

を 
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「 

Ｂ Ａ階層を除く当該年度分（4月から8月までに

あっては、前年度分。以下同じ。）の市町村

民税非課税世帯 

1,000

Ｃ１ Ａ階層を除く当該年度分の市町村民税課税世

帯のうち均等割のみ課税世帯 

2,400

Ｃ２ Ａ階層を除く当

該年度分の市町

村民税課税世帯

であって、その

所得割の区分が

次の区分に該当

する世帯 

1円以上10,000円未満 5,000

Ｃ３ 10,000円以上48,600円未満 6,000

Ｃ４ 48,600円以上57,000円未満 6,500

Ｃ５ 57,000円以上63,000円未満 7,000

Ｃ６ 63,000円以上67,000円未満 7,500

Ｃ７ 67,000円以上77,101円未満 8,000

Ｃ８ 77,101円以上97,000円未満 10,000

Ｃ９ 97,000円以上110,000円未

満 

15,800

Ｃ10 110,000円以上130,000円未

満 

16,000

Ｃ11 130,000円以上150,000円未

満 

16,200

Ｃ12 150,000円以上169,000円未

満 

16,300

Ｃ13 169,000円以上211,201円未

満 

16,400

Ｃ14 211,201円以上397,000円未

満 

20,500

Ｃ15 397,000円以上 20,500

                                          」 

に改める。 

 別表備考第３項中 

「                    「 

 

                    を 
 

                   」                    」 

に改め、同項に次のただし書を加える。 

 ただし、２人目以降の子どもに係る保育料は無料とする。 

 

Ｂ、Ｃ１（非課税） 0円 

Ｃ２からＣ７ 2,400円 

Ｂ（非課税） 0円

Ｃ１（均等割のみ） 3,000円
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 別表備考第７項中「第３１４条の８、第  

３１４条の９及び」を「第３１４条の８及び第

３１４条の９並びに」に改め、「附則第５条の

４」の次に「第６項、附則第５条の４の２第６

項、附則第５条の５第２項、附則第７条の２第

４項及び第５項、附則第７条の３第２項並びに

附則第４５条」を加える。 

 別表備考第８項中「Ｃ２階層」を「Ｃ１３階

層」に改める。 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成３０年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

告 示 
 

 亀岡市告示第２４号 

 

 亀岡市じん臓機能障害者通院交通費助成金交

付要綱の一部を改正する告示を次のように定め

る。 

 

   平成３０年３月１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

亀岡市じん臓機能障害者通院交通

費助成金交付要綱の一部を改正す

る告示 

 

第１条 亀岡市じん臓機能障害者通院交通費助

成金交付要綱（平成１３年亀岡市告示第２９

号）の一部を次のように改正する。 

 題名を次のように改める。 

亀岡市じん臓機能障害者通院交通費助

成要綱 

 第６条第１項中「２月分」を「３月分」に

改める。 

第２条 亀岡市じん臓機能障害者通院交通費助

成金交付要綱の一部を次のように改正する。 

 第１条中「亀岡市補助金等交付規則（昭和

４１年亀岡市規則第５号）及び」及び「、予

算の範囲内において」を削る。 

 第２条中「規定により」の次に「障害名欄

にじん臓機能障害（１、３又は４級）の表示

のある」を加え、「医療機関に」を「在宅で

医療機関に週３回以上」に改める。 

 第３条から第８条までを次のように改める。 

 （助成） 

第３条 通院交通費の助成は、亀岡市福祉タ

クシー等事業実施規則（昭和５７年亀岡市
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規則第９号。以下「規則」という。）第６

条第１項に定める利用券を１月当たり２０

枚交付することにより行うものとする。 

 （利用方法） 

第４条 利用券の利用方法は、規則第７条の

規定を適用する。 

 （調整） 

第５条 通院交通費の助成対象者が、この要

綱及び規則以外の法令等により、通院交通

費の給付（医療機関等による送迎も含

む。）を受ける場合は、当該制度の実施主

体及び助成目的にかかわらず、利用券の交

付枚数を減じ、又は交付しないものとする。 

 （交付申請） 

第６条 通院交通費の助成を受けようとする

者（以下「申請者」という。）は、亀岡市

じん臓機能障害者通院交通費助成申請書

（別記第１号様式。以下「申請書」とい

う。）に加え、慢性透析療法による医療の

給付のための通院（以下「通院」とい

う。）を証明する書面を添えて、市長に提

出しなければならない。 

２ 前項に定める通院を証明する書面につい

て、次の各号のいずれかに該当する場合は、

添付を省略できるものとする。 

⑴ 通院先の医療機関等から亀岡市に通院

実績の報告があるとき。 

⑵ 医療制度等の給付実績を有し、通院実

績を把握できるとき。 

⑶ 過去に通院を証明する書面を提出し助

成を受けた実績があるとき。 

⑷ 調査その他により亀岡市が通院実績を

確認できたとき。 

 （交付決定） 

第７条 市長は、前条の申請書を受理したと

きは、その内容を審査し、交付の適否を決

定し、亀岡市じん臓機能障害者通院交通費

助成交付決定通知書（別記第２号様式。以

下「通知書」という。）により申請者に通

知するものとする。 

 （交付決定の取消し等） 

第８条 市長は、虚偽の申請又は不正な行為

で交付を受けた者があるとき及び第２条並

びに第６条の交付申請の条件を満たさなく

なったときは、交付の決定を取り消し又は

中止させ、利用券の返還を命じるとともに、

利用券の不正使用相当額について、返還さ

せることができる。 

２ この利用券の交付を受けた者は、この利

用券を他人に譲渡してはならない。 

 別表を削る。 

 別記第１号様式及び別記第２号様式を次の

ように改め、別記第３号様式を削る。 

 

別記様式 省略 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この告示は、告示の日から実施する。ただ

し、第２条の規定は、平成３０年４月１日か

ら実施する。 

 （経過措置） 

２ 平成３０年３月分の助成対象者で、平成 

３０年４月以降に改正後の規定による申請を

行う者については、改正後の第３条中「２０

枚」とあるのは、「４０枚」と読み替えて適

用するものとする。 

３ 前項の規定については、助成対象者が慢性

透析療法に係る通院を６月以上中断した場合

又は当該交付申請をしなかった年度の翌年度

の４月１日若しくは平成３５年３月３１日の

いずれか早い日にその効力を失うものとする。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第２５号 

 

 亀岡市子育て世帯同居・近居支援事業補助金交付要綱（平成２９年亀岡市告示第６３号）の一部

を次のように改正する。 

 

   平成３０年３月１日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 第３条第５号中「親世帯」の次に「（同居の場合に限る。）」を加える。 

 別表を次のように改める。 

別表（第７条関係） 

 １ 共通の必要書類 

下記２各補

助区分ごと

の必要書類

中の補助区

分⑴から⑷

に係る共通

の書類 

ア 親世帯及び子世帯の世帯員全員の住民票の写し 

イ 子世帯の世帯主又は配偶者の戸籍の附票等（以前に本市に居住

していたことやその時期が確認できるもの） 

ウ 子世帯が市外に継続して３年以上居住していたことを証明でき

る子世帯の世帯員全員の戸籍の附票又は住民票除票の写し等 

エ 出産予定の子どもがいる場合は、母子健康手帳等診察経過の分

かる書類の写し 

オ 親世帯と子世帯の関係が分かる戸籍全部事項証明書等 

カ 子世帯の世帯員全員（所得税法（昭和４０年法律第３３号）の

規定による扶養の対象となっている者を除く。）の市民税の納税

証明書等の納税状況が分かる書類 

キ 親世帯の世帯員全員（所得税法（昭和４０年法律第３３号）の

規定による扶養の対象となっている者を除く。）の市民税の納税

証明書等の納税状況が分かる書類（同居の場合に限る。） 

ク 補助対象住宅の位置図 
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 ２ 各補助区分ごとの必要書類 

補助区分 必要書類 

⑴ 

住宅の新築 

・購入 

ア 建物登記簿の全部事項証明書 

イ 住宅の売買契約書又は工事請負契約書の原本及び領収書の原本

等の支払状況が分かる書類（当初契約・変更契約全て） 

ウ その他市長が必要と認める書類 

⑵ 

住 宅 の リ 

フォーム 

ア 建物登記簿の全部事項証明書 

イ 対象工事の契約書及び領収書の原本等の支払状況が分かる書類

（当初契約・変更契約全て） 

ウ 平面図、立面図その他の対象工事の内容が確認できる書類 

エ 対象工事を行った部分の施工前及び施工後の状態が確認できる

写真 

オ その他市長が必要と認める書類 

⑶ 

引越し作業 

ア 領収書及び料金明細の原本等の支払状況が分かる書類（引越事

業者が発行したものに限る。） 

イ その他市長が必要と認める書類 

⑷ 

借家の賃貸

借契約 

ア 賃貸借契約書の原本（当初契約・変更契約全て） 

イ 領収書の原本等の賃貸借契約に要する経費（礼金・権利金・仲

介手数料等の費用。ただし、敷金・保証金等将来において返還さ

れる費用は含まない。）の支払状況が分かる書類 

ウ その他市長が必要と認める書類 

 

 別記第１号様式を次のように改める。 

 

別記様式 省略 

 

 別記第４号様式を次のように改める。 

 

別記様式 省略 

 

   附 則 

 

 この要綱は、平成３０年４月１日から実施する。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第２６号 

 

 亀岡市若者移住・定住促進のための地域交流

施設整備事業補助金交付要綱（平成２９年亀岡

市告示第１３７号）の一部を次のように改正す

る。 

 

   平成３０年３月１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 題名中「若者」を削る。 

 第１条中「若者又は子育て世代」を「市民」

に改め、「若者」を削る。 

 第３条中第２号を削り、第３号を第２号とし、

第４号から第７号までを１号ずつ繰り上げる。 

 第７条ただし書を次のように改める。 

 ただし、補助金の交付申請時において、交

付申請者又は交付申請法人の代表者の年齢が

満４５歳以上の者にあっては、補助対象経費

の総額又は１０万円のいずれか低い額とする。

また、補助金の額に１，０００円未満の端数

が生じたときは、これを切り捨てるものとす

る。 

 第８条中「若者」を削り、「（別記第２号様

式）」の次に「、事業計画書（別記第３号様

式）」を加え、同条第１号を削り、同条第２号

を同条第１号とし、同条第３号中「完納証明

書」の次に「等の納税状況が分かる書類」を加

え、同号を同条第２号とし、同条第４号から同

条第９号までを１号ずつ繰り上げる。 

 第９条中「若者」を削り、「第３号」を「第

４号」に改める。 

 第１０条中「若者」を削り、「第４号」を

「第５号」に改め、同条第５号を同条第６号と

し、同条第４号を同条第５号とし、同条第３号

を同条第４号とし、同条第２号を次のように改

め、同号を同条第３号とする。 

⑶ 補助対象工事及び補助対象備品の領収書

等の支払状況が分かる書類 

 第１０条中第１号を第２号とし、同条に第１

号として次の１号を加える。 

⑴ 税務署受付印のある所得税法（昭和４０

年法律第３３号）第２２９条に規定する開

業等の届出書控えの写し又は法人税法（昭

和４０年法律第３４号）第１４８条に規定

する内国普通法人等の設立の届出書控えの

写し 

 第１１条中「若者」を削り、「第５号」を

「第６号」に改める。 

 第１２条第１項中「若者」を削り、「第６

号」を「第７号」に改める。 

 第１３条第２項中「若者」を削り、「第７

号」を「第８号」に改める。 

 別記第１号様式から別記第７号様式までを次

のように改める。 

 

別記様式 省略 

 

 別記第７号様式を別記第８号様式とし、別記

第３号様式から別記第６号様式までを１様式ず

つ繰り下げ、別記第２号様式の次に次の１様式

を加える。 

 

別記様式 省略 

 

   附 則 

 

 この要綱は、平成３０年４月１日から実施す

る。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第２７号 

 

 次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不明であるため、亀岡市環境市民部保険医療課におい

て保管し、送達を受けるべき者の申出があれば交付する。 

 ここに、国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第７８条において準用する地方税法（昭

和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定により告示する。 

 

   平成３０年３月６日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 送達する書類等 

 送達する書類 
送達を受けるべき者 

住     所 氏 名 

1 督促状 
平成29年度 
第7期 

国民健康保険料 省略 省略 

2 督促状 
平成28年度 
第10期 

国民健康保険料 省略 省略 

3 督促状 
平成28年度 
第10期 

国民健康保険料 省略 省略 

4 督促状 
平成29年度 
第5期 

国民健康保険料 省略 省略 

5 督促状 
平成29年度 
第6期 

国民健康保険料 省略 省略 

6 更正通知 平成29年度 国民健康保険料 省略 省略 

7 督促状 
平成29年度 
第4期 

国民健康保険料 省略 省略 

8 督促状 
平成29年度 
第5期 

国民健康保険料 省略 省略 

9 督促状 
平成29年度 
第6期 

国民健康保険料 省略 省略 

10 督促状 
平成29年度 
第7期 

国民健康保険料 省略 省略 

11 督促状 
平成29年度 
第5期 

国民健康保険料 省略 省略 

12 督促状 
平成29年度 
第6期 

国民健康保険料 省略 省略 

13 督促状 
平成29年度 
第7期 

国民健康保険料 省略 省略 

14 督促状 
平成29年度 
第7期 

国民健康保険料 省略 省略 

15 督促状 
平成28年度 
第10期 

国民健康保険料 省略 省略 
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２ この書類を受領されないときは、地方税法

第２０条の２第３項の規定により、告示の日

から起算して７日を経過した時点で書類の送

達があったものとみなす。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第２８号 

 

 亀岡市放置自転車の防止に関する条例（平成

５年亀岡市条例第１４号）第１１条の規定によ

り、放置自転車の撤去、保管について次のとお

り告示する。 

 

   平成３０年３月７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 撤去した理由 

亀岡市放置自転車の防止に関する条例第９

条に違反して、自転車放置禁止区域に放置さ

れていたため。 

２ 撤去した区域 

ＪＲ馬堀駅前自転車放置禁止区域 

ＪＲ並河駅前自転車放置禁止区域 

３ 撤去した日時 

平成３０年３月６日（火） 

午後１時～午後３時 

４ 撤去し、保管した台数  ２台 

５ 保管場所  ＪＲ馬堀駅前自転車等駐車場 

６ 保管期間  告示の日から３箇月間 

７ 返還期間 

月曜日～土曜日 午前１０時～午後７時 

８ 返還を受けるための手続き 

① 撤去された自転車は、保管場所で引き取

ることができる。 

② 返還の申請には、自転車の鍵、印鑑、住

所・氏名を明らかにできるものが必要であ

る。 

③ 撤去・保管に要した費用として１台  

２，０００円を負担する。 

９ 引取りのない場合の措置 

保管期間を経過しても引き取りのない自転

車は、関係法令等の規定により処分する。 

 

※ 連絡先 土木建築部 土木管理課 

      電話 0771（25）5043 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第２９号 

 

 亀岡市指定金融機関、亀岡市指定代理金融機

関及び亀岡市収納代理金融機関の指定（平成 

１４年亀岡市告示第３４号）の一部を次のよう

に改正する。 

 

   平成３０年３月７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 表中「株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行」を「株

式会社三菱ＵＦＪ銀行」に改める。 

 

   附 則 

 

 この告示は、平成３０年４月１日から実施す

る。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第３０号 

 

市道路線の供用開始に関する告示 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、次の路線を平成３０年３

月９日から供用開始する。 

 なお、その関係図面は、亀岡市土木建築部土木管理課において、平成３０年３月９日から平成 

３０年３月２６日まで一般の縦覧に供する。 

 

   平成３０年３月９日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

供用開始告示をする路線 

路 線 

番 号 
路  線  名 

 
 供 用 開 始 区 間 

 

 

供用開始 

延 長 
幅 員 

01160 東 股 線 

 

 
亀岡市紺屋町69番の1先から  

 
29.20m 

5.70m

亀岡市紺屋町69番の1先まで ～ 7.60m

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第３１号 

 

 亀岡市国民健康保険条例施行規則（昭和５３年亀岡市規則第２０号）第１２条第３項の規定によ

り、下記の国民健康保険被保険者証は無効としたので告示する。 

 

   平成３０年３月１２日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

記 

 

亀１９０８－４１０５２ 

１ 当該者生年月日  昭和１８年８月１７日 
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２ 保 険 者 

亀岡市（２６－００７－５） 

京都府亀岡市安町野々神８番地 

３ 交付した日 

平成２８年４月１日 

４ 無効になる日 

平成３０年３月１２日 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第３２号 

 

 亀岡市国民健康保険条例施行規則（昭和５３

年亀岡市規則第２０号）第１２条第３項の規定

により、下記の国民健康保険被保険者証は無効

としたので告示する。 

 

   平成３０年３月１２日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

記 

 

亀１９０８－４１０５２ 

１ 当該者生年月日 

昭和２２年１１月１日 

２ 保 険 者 

亀岡市（２６－００７－５） 

京都府亀岡市安町野々神８番地 

３ 交付した日 

平成２８年４月１日 

４ 無効になる日 

平成３０年３月１２日 

 

「掲示済」 

 亀岡市告示第３３号 

 

 大規模自然災害に係る亀岡市地域再建被災者

住宅等支援事業補助金交付要綱（平成２６年亀

岡市告示第２３５号）の一部を次のように改正

する。 

 

   平成３０年３月１５日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 第２条第１９号中「独立行政法人住宅金融支

援機構による災害復興住宅融資」を「次に掲げ

る融資」に、「額」を「額（イに掲げる融資に

あっては、当該融資に替えてアに掲げる融資を

利用したとした場合における利息に相当する額

とイに掲げる融資に係る利息に相当する額のい

ずれか少ない額）」に改め、同号に次のように

加える。 

ア 独立行政法人住宅金融支援機構による

災害復興住宅融資 

イ 大規模自然災害の規模、被災地域の実

情等を勘案して、当該大規模自然災害ご

とに、被災住宅の再建に必要な資金の調

達に係る融資として市長が別に定める融

資 

 第３条第２項第３号中「（第２条第１号ウに

該当する大規模自然災害により被害を受けた被

災住宅の居住者が属する世帯の世帯主に限

る。）」を削る。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、告示の日から実施し、この告示

による改正後の大規模自然災害に係る亀岡市地

域再建被災者住宅等支援事業補助金交付要綱の

規定は、平成２９年１０月２１日以後に発生し

た災害について適用する。 

「掲示済」 



 
亀 岡 市 公 報 

 97

第８７９号平成３０年４月１６日発行 

 亀岡市告示第３４号 

 

 住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第 

２９２号）第１２条第１項の規定に基づき、次

の者を住民基本台帳から職権消除したので、同

条第４項の規定により告示する。 

 

   平成３０年３月１９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 住  所  省略 

 

２ 氏  名  省略 

３ 消除理由  実態調査に基づく職権消除 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第３５号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から、告示事項の変更の届出があったの

で、同条第１０項の規定により告示する。 

 

   平成３０年３月２２日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

「三宅町自治会」 

１ 変更があった事項 

 区域の変更 

２ 変更の内容 

 本会の区域は、亀岡市三宅町の全域のうち、

野々神、八田、三宅町一丁目の全域を除くも

のとする。 

 また、三宅町５７番地区域においては、 

５７番地、５７番地３、５７番地４、５７番

地４８を本会区域とし、それ以外の三宅町 

５７番地区域は本会区域から除く。 

 三宅町二丁目区域においては、５番地１４

から２０までと６番地５から１１までの区域

を本会区域とし、それ以外の三宅町二丁目区

域は本会区域から除く。 

３ 変更年月日 

 平成３０年３月２２日 

４ 変更理由 

 規約の区域表示が現在の区域表示と異なる

ため。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第３６号 

 

 住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第 

２９２号）第１２条第１項の規定に基づき、次

の者を住民基本台帳から職権消除したので、同

条第４項の規定により告示する。 

 

   平成３０年３月２２日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 住  所  省略 

 

２ 氏  名  省略 

３ 消除理由  実態調査に基づく職権消除 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第３７号 

 

市道路線の区域変更に関する告示 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により、道路の区域を次のように変

更する。 

 なお、その関係図面は、亀岡市土木建築部土木管理課において平成３０年３月２３日から平成 

３０年４月１３日まで一般の縦覧に供する。 

 

   平成３０年３月２３日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 路線番号   ０１３０６ 

２ 路 線 名   北古世西川線 

３ 道路の変更区域 

変 更 区 間 
変 更
前後別

変更区間最小幅員 変更区間 
延  長 

備  考 
変更区間最大幅員

亀岡市篠町柏原福井32番2先から 

亀岡市篠町柏原松ノ浦2番2先まで 
前 

11.00ｍ
120.00ｍ 

変更後路線幅員 

最小 10.50ｍ 

最大 22.45ｍ 

変更後路線延長 

   1,565.00ｍ

11.00ｍ

亀岡市篠町柏原福井32番2先から 

亀岡市篠町柏原松ノ浦2番2先まで 
後 

10.50ｍ
120.00ｍ 

11.00ｍ

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第３８号 

 

市道路線の供用開始に関する告示 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、次の路線を平成３０年３

月３０日午後４時から供用開始する。 

 なお、その関係図面は、亀岡市土木建築部土木管理課において、平成３０年３月２３日から平成

３０年４月１３日まで一般の縦覧に供する。 

 

   平成３０年３月２３日 
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                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

供用開始告示をする路線 

路 線 

番 号 
路  線  名 

 
 供 用 開 始 区 間 

 

 
供用開始 

延 長 
幅 員 

01306 北 古 世 西 川 線 

 

 
亀岡市篠町柏原福井32番2先  

 
120.00m 

10.50m

亀岡市篠町柏原松ﾉ浦2番2先 ～ 11.00m

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第３９号 

 

市道路線の区域変更に関する告示 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により、道路の区域を次のように変

更する。 

 なお、その関係書類は、亀岡市土木建築部土木管理課において平成３０年３月２３日から平成 

３０年４月９日まで一般の縦覧に供する。 

 

   平成３０年３月２３日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

路線番号 路 線 名 
 

変 更 区 間 
変 更 前 変 更 後 

 延長(ｍ) 幅員(ｍ) 延長(ｍ) 幅員(ｍ)

01023 猪ノ坂稲荷垣内線 
 亀岡市三宅町91番1先 

33.00
3.98 

33.00 
3.98

 亀岡市三宅町91番3先 ～ 4.50 ～ 4.72

01048 横 町 堀 端 線 
 亀岡市北古世町一丁目91番先 

37.00
5.14 

37.00 
6.60

 亀岡市北古世町一丁目28番31先 ～ 11.63 ～ 11.63

01055 馬 場 町 線 
 亀岡市北古世町一丁目55番18先 

30.80
3.90 

30.80 
6.37

 亀岡市北古世町一丁目55番21先 ～ 4.80 ～ 6.45

01272 三 宅 保 津 小 橋 線 
 亀岡市保津町葛原1001番先 

464.83
2.80 

612.70 
5.00

 亀岡市保津町葛原2番1先 ～ 11.20 ～ 7.40

01281 東 竪 北 古 世 線 
 亀岡市突抜町43番1先 

25.00
2.78 

25.00 
9.65

 亀岡市突抜町43番1先 ～ 2.85 ～ 9.66

02020 南 掛 栢 原 線 
 亀岡市東別院町鎌倉柿木原11番1先 

405.00
3.40 

405.00 
5.85

 亀岡市東別院町鎌倉柿木原7番2先 ～ 9.60 ～ 14.00

02026 湯 谷 区 道 線 
 亀岡市東別院町湯谷市ノ三7番3先 

300.00
3.00 

300.00 
4.00

 亀岡市東別院町湯谷大西16番1先 ～ 6.10 ～ 6.10
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路線番号 路 線 名 
 

変 更 区 間 
変 更 前 変 更 後 

 延長(ｍ) 幅員(ｍ) 延長(ｍ) 幅員(ｍ)

03020 大 野 万 願 寺 線 
 亀岡市西別院町万願寺河原2番5先 

53.00
4.60 

53.00 
4.90

 亀岡市西別院町万願寺河原2番2先 ～ 5.00 ～ 12.00

04020 西 條 重 利 線 
 亀岡市曽我部町重利軍垂40番10先 

19.34
4.40 

19.34 
9.80

 亀岡市曽我部町重利軍垂41番先 ～ 4.40 ～ 9.80

04041 南 条 寺 線 
 亀岡市曽我部町南条向山29番10先 

82.00
4.00 

82.00 
4.44

 亀岡市曽我部町南条岩ケ谷1番25先 ～ 5.15 ～ 6.00

06004 太 田 線 
 亀岡市薭田野町鹿谷中村64番先 

9.18
4.30 

7.50 
4.30

 亀岡市薭田野町鹿谷中村64番先 ～ 4.80 ～ 4.80

06012 佐 伯 鉱 山 線 
 亀岡市薭田野町鹿谷中村64番先 

18.00
5.10 

18.00 
5.15

 亀岡市薭田野町鹿谷下条4番2先 ～ 5.15 ～ 7.00

06026 柿 花 線 
 亀岡市薭田野町柿花中道32番先 

33.00
3.60 

33.00 
3.60

 亀岡市薭田野町柿花中道32番1先 ～ 3.80 ～ 3.90

06031 太 田 口 天 川 線 
 亀岡市吉川町吉田堅田38番先 

24.00
2.13 

24.00 
2.51

 亀岡市吉川町吉田堅田38番先 ～ 2.13 ～ 2.51

06063 
大 井 側 道 支 線 
４ 号 線 

 亀岡市大井町並河深町12番1先 
4.12

12.39 
1.00 

12.39

 亀岡市大井町並河深町12番1先 ～ 12.39 ～ 12.39

06079 湯 ノ 花 温 泉 線 
 亀岡市薭田野町佐伯大門35番1先 

182.00
6.90 

182.00 
9.39

 亀岡市薭田野町佐伯下峠1番1先 ～ 11.00 ～ 15.00

09013 宮 川 学 校 線 
 亀岡市宮前町宮川仮家101番先 

40.00
4.00 

40.00 
4.00

 亀岡市宮前町宮川仮家101番先 ～ 5.20 ～ 7.00

09013 宮 川 学 校 線 
 亀岡市宮前町宮川仮家2003番先 

10.00
4.80 

10.00 
4.80

 亀岡市宮前町宮川仮家2003番先 ～ 5.00 ～ 7.00

09024 猪倉学校２号線 
 亀岡市宮前町宮川小田1002番先 

716.52
2.00 

677.37 
6.00

 亀岡市宮前町宮川小田2015番先 ～ 9.50 ～ 8.00

11054 並 河 若 宮 線 
 亀岡市大井町並河堂又1番1先 

286.58
6.50 

368.00 
10.40

 亀岡市大井町並河熊田69番1先 ～ 14.45 ～ 17.00

11068 前 川 線 
 亀岡市大井町並河中又6番1先 

18.00
3.30 

18.00 
3.80

 亀岡市大井町並河中又6番1先 ～ 3.30 ～ 3.80

11082 野 寺 線 
 亀岡市大井町並河堂又98番9先 

11.32
4.83 

4.00 
4.83

 亀岡市大井町並河堂又98番9先 ～ 5.60 ～ 4.83

11083 野 寺 中 学 校 線 
 亀岡市大井町並河堂又98番8先 

4.91
5.50 

9.00 
5.50

 亀岡市大井町並河堂又98番8先 ～ 5.50 ～ 9.50

11091 熊 田 亀 ケ 渕 線 
 亀岡市大井町並河熊田70番1先 

79.23
4.78 

78.00 
8.05

 亀岡市大井町並河亀ケ渕17番2先 ～ 4.81 ～ 10.70

11091 熊 田 亀 ケ 渕 線 
 亀岡市大井町並河亀ケ渕54番1先 

13.23
7.23 

12.00 
10.50

 亀岡市大井町並河亀ケ渕54番1先 ～ 7.23 ～ 10.50

11107 大 井 側 道 ３ 号線 
 亀岡市大井町南金岐重見69番先 

494.00
5.50 

494.00 
5.53

 亀岡市大井町並河亀ケ渕54番1先 ～ 11.98 ～ 11.98

11131 工 業 団 地 線 
 亀岡市大井町南金岐重見72番3先 

21.63
8.01 

17.00 
16.00

 亀岡市大井町南金岐重見72番3先 ～ 8.01 ～ 16.00

12057 小 金 岐 小 林 線 
 亀岡市大井町小金岐一丁目3番71先 

38.00
3.23 

38.00 
6.00

 亀岡市大井町小金岐一丁目3番67先 ～ 3.40 ～ 12.00

12112 上 川 関 国 道 線 
 亀岡市千代川町川関カミ91番5先 

22.19
3.20 

16.00 
3.20

 亀岡市千代川町川関カミ91番5先 ～ 3.95 ～ 3.90

12119 小林下戸１号線 
 亀岡市千代川町小林下戸10番1先 

17.00
6.50 

17.00 
6.50

 亀岡市千代川町小林下戸14番1先 ～ 6.50 ～ 6.50
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路線番号 路 線 名 
 

変 更 区 間 
変 更 前 変 更 後 

 延長(ｍ) 幅員(ｍ) 延長(ｍ) 幅員(ｍ)

14018 樋 ノ 口 線 
 亀岡市旭町樋ノ口250番先 

0.00
0.00 

70.55 
6.77

 亀岡市旭町樋ノ口250番先 ～ 0.00 ～ 8.02

15058 小 口 線 
 亀岡市千歳町千歳溝川47番3先 

45.00
3.25 

45.00 
3.50

 亀岡市千歳町千歳溝川48番1先 ～ 3.70 ～ 5.75

17018 西 馬 場 荒 金 線 
 亀岡市保津町五番57番3先 

50.00
6.00 

50.00 
6.00

 亀岡市保津町五番60番3先 ～ 6.83 ～ 7.15

17067 保 津 橋 葛 原 線 
 亀岡市保津町十八ノ坪21番先 

6.00
14.40 

6.43 
15.00

 亀岡市保津町十八ノ坪21番先 ～ 14.40 ～ 15.00

18060 八 幡 線 
 亀岡市篠町篠八幡裏2番先 

18.00
2.80 

18.00 
2.80

 亀岡市篠町篠八幡裏2番先 ～ 3.38 ～ 3.68

18094 野 条 墓 線 
 亀岡市篠町野条イカノ辻南94番1先 

6.00
6.71 

6.00 
9.80

 亀岡市篠町野条イカノ辻南94番1先 ～ 7.55 ～ 9.80

18094 野 条 墓 線 
 亀岡市篠町野条池ノ下7番24先 

8.00
6.33 

8.00 
6.33

 亀岡市篠町野条池ノ下7番24先 ～ 6.33 ～ 6.33

18098 ひばりケ丘２号線 
 亀岡市篠町野条馬場5番3先 

9.00
4.36 

9.00 
5.90

 亀岡市篠町野条馬場5番3先 ～ 4.36 ～ 5.93

18207 上 又 上 西 裏 線 
 亀岡市篠町篠杢殿林1番先 

65.00
5.51 

65.00 
6.01

 亀岡市篠町篠杢殿林1番先 ～ 7.54 ～ 8.09

18207 上 又 上 西 裏 線 
 亀岡市篠町篠中西裏39番1先 

57.00
5.97 

57.00 
5.97

 亀岡市篠町篠中西裏39番1先 ～ 6.02 ～ 6.09

18231 古 大 道 支 線 
 亀岡市篠町篠上中筋40番1先 

32.00
6.00 

32.00 
9.01

 亀岡市篠町篠上中筋40番1先 ～ 6.00 ～ 9.02

19001 
東 つ つ じ ケ 丘 
中 央 線 

 亀岡市東つつじケ丘都台一丁目23番81先 
83.00

6.22 
83.00 

6.22

 亀岡市東つつじケ丘都台一丁目23番90先 ～ 7.73 ～ 10.52

19007 つつじケ丘１号線 
 亀岡市東つつじケ丘都台一丁目23番13先 

63.00
5.98 

63.00 
5.98

 亀岡市東つつじケ丘都台一丁目30番23先 ～ 6.08 ～ 6.52

19008 つつじケ丘６号線 
 亀岡市東つつじケ丘都台二丁目30番24先 

3.00
6.00 

2.57 
6.00

 亀岡市東つつじケ丘都台二丁目30番24先 ～ 6.00 ～ 6.00

19057 
つ つ じ ケ 丘 
１ ４ １ 号 線 

 亀岡市東つつじケ丘都台三丁目23番100先 
61.00

6.00 
61.00 

6.50

 亀岡市東つつじケ丘都台二丁目30番39先 ～ 6.00 ～ 6.51

01265 
ク ニ ッ テ ル 
１ ２ 号 線 

 亀岡市三宅町二丁目25番1先 
137.00

6.00 
131.53 

5.95

 亀岡市三宅町二丁目21番12先 ～ 6.00 ～ 6.00

01308 保 津 橋 追 分 線 
 亀岡市追分町下島9番先 

368.92
9.20 

156.40 
11.50

 亀岡市保津町下中島12番4先 ～ 14.00 ～ 17.00

01310 北 古 世 ８ 号 線 
 亀岡市北古世町一丁目55番65先 

27.30
6.00 

27.30 
6.00

 亀岡市北古世町一丁目55番66先 ～ 12.00 ～ 12.00

04100 夫婦池団地４号線 
 亀岡市曽我部町南条宮田筋16番93先 

99.50
5.15 

98.30 
5.25

 亀岡市曽我部町南条宮田筋16番19先 ～ 5.25 ～ 5.26

04101 長 縄 手 線 
 亀岡市曽我部町寺長縄手23番10先 

130.31
6.00 

126.10 
6.00

 亀岡市曽我部町寺長縄手23番11先 ～ 6.14 ～ 6.00

07046 下 ノ 道 線 
 亀岡市本梅町平松河原垣内1番2先 

781.90
2.50 

793.91 
3.00

 亀岡市本梅町中野泥ケ渕1番59先 ～ 6.00 ～ 7.20

09031 五夜垣内奥ノ谷線 
 亀岡市宮前町猪倉谷田7番4先 

126.00
3.00 

126.47 
3.80

 亀岡市宮前町猪倉奥ノ谷56番先 ～ 4.00 ～ 7.40

09032 前 田 半 松 木 線 
 亀岡市宮前町猪倉前田30番先 

798.70
2.50 

810.13 
2.40

 亀岡市宮前町猪倉半松木4番2先 ～ 6.00 ～ 10.00
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路線番号 路 線 名 
 

変 更 区 間 
変 更 前 変 更 後 

 延長(ｍ) 幅員(ｍ) 延長(ｍ) 幅員(ｍ)

09033 宮 ノ 下 野 村 線 
 亀岡市宮前町猪倉前田44番先 

454.30
2.50 

470.06 
2.00

 亀岡市宮前町猪倉野村50番先 ～ 3.50 ～ 5.40

09034 青 野 線 
 亀岡市宮前町宮川青野94番先 

153.00
5.00 

166.90 
5.20

 亀岡市宮前町宮川青野96番先 ～ 10.00 ～ 7.00

09037 湯 ノ 花 橋 線 
 亀岡市宮前町猪倉椿原23番先 

275.85
4.80 

280.30 
4.80

 亀岡市本梅町平松湯ノ花5番2先 ～ 9.50 ～ 15.85

11090 鎌 又 中 又 線 
 亀岡市大井町並河鎌又2番4先 

340.00
3.50 

331.70 
3.25

 亀岡市大井町並河中又6番1先 ～ 3.50 ～ 19.80

11188 並河３丁目３号線 
 亀岡市大井町並河三丁目41番1先 

216.00
9.00 

216.00 
9.18

 亀岡市大井町並河三丁目39番1先 ～ 16.70 ～ 16.70

12065 南 筋 北 浦 線 
 亀岡市千代川町湯井巽筋46番1先 

255.00
5.00 

263.90 
4.85

 亀岡市千代川町湯井南筋21番先 ～ 5.00 ～ 8.32

12138 小 林 下 戸 ２ 号 線 
 亀岡市千代川町小林下戸9番17先 

53.32
6.00 

51.20 
6.00

 亀岡市千代川町小林下戸9番13先 ～ 12.00 ～ 12.00

12139 小川３丁目１号線 
 亀岡市千代川町小川三丁目10番43先 

306.20
6.00 

306.60 
6.00

 亀岡市千代川町小川三丁目10番44先 ～ 6.50 ～ 6.60

12140 小川３丁目２号線 
 亀岡市千代川町小川三丁目13番7先 

94.30
6.00 

91.00 
6.02

 亀岡市千代川町小川三丁目10番20先 ～ 6.00 ～ 6.04

12141 上 川 関 線 
 亀岡市千代川町川関カミ1番4先 

277.04
2.30 

270.15 
2.30

 亀岡市千代川町川関カミ52番先 ～ 12.30 ～ 17.00

13092 堂 ノ 前 正 田 線 
 亀岡市馬路町堂ノ前106番先 

3,600.00
7.00 

3,588.96 
6.50

 亀岡市千歳町国分正田106番先 ～ 13.00 ～ 24.00

15067 国 分 新 田 線 
 亀岡市千歳町国分一口67番先 

290.00
5.00 

294.00 
6.00

 亀岡市千歳町毘沙門市殿垣内新田3番先 ～ 11.00 ～ 11.00

18194 中 条 北 条 線 
 亀岡市篠町山本中条28番1先 

64.00
4.00 

61.00 
2.28

 亀岡市篠町山本北条44番2先 ～ 4.45 ～ 3.35

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第４０号 

 

市道路線の供用開始に関する告示 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により、次の路線を平成３０年３月

２３日から供用開始する。 

 なお、その関係書類は、亀岡市土木建築部土木管理課において平成３０年３月２３日から平成 

３０年４月９日まで一般の縦覧に供する。 

 

   平成３０年３月２３日 
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                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

路 線 

番 号 
路  線  名 

 
 供 用 開 始 区 間 

 

 

供用開始 

延  長 
幅 員 

01023 猪ノ坂稲荷垣内線 
 

 

亀岡市三宅町91番1先  

 
33.00m 

3.98m

亀岡市三宅町91番3先 ～ 4.72m

01048 横 町 堀 端 線 
 

 

亀岡市北古世町一丁目91番先  

 
37.00m 

6.60m

亀岡市北古世町一丁目28番31先 ～ 11.63m

01055 馬 場 町 線 
 

 

亀岡市北古世町一丁目55番18先  

 
30.80m 

6.37m

亀岡市北古世町一丁目55番21先 ～ 6.45m

01272 三 宅 保 津 小 橋 線 
 

 

亀岡市保津町葛原1001番先  

 
612.70m 

5.00m

亀岡市保津町葛原2番1先 ～ 7.40m

01281 東 竪 北 古 世 線 
 

 

亀岡市突抜町43番1先  

 
25.00m 

9.65m

亀岡市突抜町43番1先 ～ 9.66m

02020 南 掛 栢 原 線 
 

 

亀岡市東別院町鎌倉柿木原11番1先  

 
405.00m 

5.85m

亀岡市東別院町鎌倉柿木原7番2先 ～ 14.00m

02026 湯 谷 区 道 線 
 

 

亀岡市東別院町湯谷市ノ三7番3先  

 
300.00m 

4.00m

亀岡市東別院町湯谷大西16番1先 ～ 6.10m

03020 大 野 万 願 寺 線 
 

 

亀岡市西別院町万願寺河原2番5先  

 
53.00m 

4.90m

亀岡市西別院町万願寺河原2番2先 ～ 12.00m

04020 西 條 重 利 線 
 

 

亀岡市曽我部町重利軍垂40番10先  

 
19.34m 

9.80m

亀岡市曽我部町重利軍垂41番先 ～ 9.80m

04041 南 条 寺 線 
 

 

亀岡市曽我部町南条向山29番10先  

 
82.00m 

4.44m

亀岡市曽我部町南条岩ケ谷1番25先 ～ 6.00m

06004 太 田 線 
 

 

亀岡市薭田野町鹿谷中村64番先  

 
7.50m 

4.30m

亀岡市薭田野町鹿谷中村64番先 ～ 4.80m

06012 佐 伯 鉱 山 線 
 

 

亀岡市薭田野町鹿谷中村64番先  

 
18.00m 

5.15m

亀岡市薭田野町鹿谷下条4番2先 ～ 7.00m

06026 柿 花 線 
 

 

亀岡市薭田野町柿花中道32番先  

 
33.00m 

3.60m

亀岡市薭田野町柿花中道32番1先 ～ 3.90m

06031 太 田 口 天 川 線 
 

 

亀岡市吉川町吉田堅田38番先  

 
24.00m 

2.51m

亀岡市吉川町吉田堅田38番先 ～ 2.51m

06063 大井側道支線４号線 
 

 

亀岡市大井町並河深町12番1先  

 
1.00m 

12.39m

亀岡市大井町並河深町12番1先 ～ 12.39m

06079 湯 ノ 花 温 泉 線 
 

 

亀岡市薭田野町佐伯大門35番1先  

 
182.00m 

9.39m

亀岡市薭田野町佐伯下峠1番1先 ～ 15.00m

09013 宮 川 学 校 線 
 

 

亀岡市宮前町宮川仮家101番先  

 
40.00m 

4.00m

亀岡市宮前町宮川仮家101番先 ～ 7.00m

09013 宮 川 学 校 線 
 

 

亀岡市宮前町宮川仮家2003番先  

 
10.00m 

4.80m

亀岡市宮前町宮川仮家2003番先 ～ 7.00m

09024 猪 倉 学 校 ２ 号 線 
 

 

亀岡市宮前町宮川小田1002番先  

 
677.37m 

6.00m

亀岡市宮前町宮川小田2015番先 ～ 8.00m

11054 並 河 若 宮 線 
 

 

亀岡市大井町並河堂又1番1先  

 
368.00m 

10.40m

亀岡市大井町並河熊田69番1先 ～ 17.00m

11068 前 川 線 
 

 

亀岡市大井町並河中又6番1先  

 
18.00m 

3.80m

亀岡市大井町並河中又6番1先 ～ 3.80m
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路 線 

番 号 
路  線  名 

 
 供 用 開 始 区 間 

 

 

供用開始 

延  長 
幅 員 

11082 野 寺 線 
 

 

亀岡市大井町並河堂又98番9先  

 
4.00m 

4.83m

亀岡市大井町並河堂又98番9先 ～ 4.83m

11083 野 寺 中 学 校 線 
 

 

亀岡市大井町並河堂又98番8先  

 
9.00m 

5.50m

亀岡市大井町並河堂又98番8先 ～ 9.50m

11091 熊 田 亀 ケ 渕 線 
 

 

亀岡市大井町並河熊田70番1先  

 
78.00m 

8.05m

亀岡市大井町並河亀ケ渕17番2先 ～ 10.70m

11091 熊 田 亀 ケ 渕 線 
 

 

亀岡市大井町並河亀ケ渕54番1先  

 
12.00m 

10.50m

亀岡市大井町並河亀ケ渕54番1先 ～ 10.50m

11107 大 井 側 道 ３ 号 線 
 

 

亀岡市大井町南金岐重見69番先  

 
494.00m 

5.53m

亀岡市大井町並河亀ケ渕54番1先 ～ 11.98m

11131 工 業 団 地 線 
 

 

亀岡市大井町南金岐重見72番3先  

 
17.00m 

16.00m

亀岡市大井町南金岐重見72番3先 ～ 16.00m

12057 小 金 岐 小 林 線 
 

 

亀岡市大井町小金岐一丁目3番71先  

 
38.00m 

6.00m

亀岡市大井町小金岐一丁目3番67先 ～ 12.00m

12112 上 川 関 国 道 線 
 

 

亀岡市千代川町川関カミ91番5先  

 
16.00m 

3.20m

亀岡市千代川町川関カミ91番5先 ～ 3.90m

12119 小 林 下 戸 １ 号 線 
 

 

亀岡市千代川町小林下戸10番1先  

 
17.00m 

6.50m

亀岡市千代川町小林下戸14番1先 ～ 6.50m

14018 樋 ノ 口 線 
 

 

亀岡市旭町樋ノ口250番先  

 
70.55m 

6.77m

亀岡市旭町樋ノ口250番先 ～ 8.02m

15058 小 口 線 
 

 

亀岡市千歳町千歳溝川47番3先  

 
45.00m 

3.50m

亀岡市千歳町千歳溝川48番1先 ～ 5.75m

17018 西 馬 場 荒 金 線 
 

 

亀岡市保津町五番57番3先  

 
50.00m 

6.00m

亀岡市保津町五番60番3先 ～ 7.15m

17067 保 津 橋 葛 原 線 
 

 

亀岡市保津町十八ノ坪21番先  

 
6.43m 

15.00m

亀岡市保津町十八ノ坪21番先 ～ 15.00m

18060 八 幡 線 
 

 

亀岡市篠町篠八幡裏2番先  

 
18.00m 

2.80m

亀岡市篠町篠八幡裏2番先 ～ 3.68m

18094 野 条 墓 線 
 

 

亀岡市篠町野条イカノ辻南94番1先  

 
6.00m 

9.80m

亀岡市篠町野条イカノ辻南94番1先 ～ 9.80m

18094 野 条 墓 線 
 

 

亀岡市篠町野条池ノ下7番24先  

 
8.00m 

6.33m

亀岡市篠町野条池ノ下7番24先 ～ 6.33m

18098 ひばりケ丘２号線 
 

 

亀岡市篠町野条馬場5番3先  

 
9.00m 

5.90m

亀岡市篠町野条馬場5番3先 ～ 5.93m

18207 上 又 上 西 裏 線 
 

 

亀岡市篠町篠杢殿林1番先  

 
65.00m 

6.01m

亀岡市篠町篠杢殿林1番先 ～ 8.09m

18207 上 又 上 西 裏 線 
 

 

亀岡市篠町篠中西裏39番1先  

 
57.00m 

5.97m

亀岡市篠町篠中西裏39番1先 ～ 6.09m

18231 古 大 道 支 線 
 

 

亀岡市篠町篠上中筋40番1先  

 
32.00m 

9.01m

亀岡市篠町篠上中筋40番1先 ～ 9.02m

19001 東つつじケ丘中央線 
 

 

亀岡市東つつじケ丘都台一丁目23番81先  

 
83.00m 

6.22m

亀岡市東つつじケ丘都台一丁目23番90先 ～ 10.52m

19007 つつじケ丘１号線 
 

 

亀岡市東つつじケ丘都台一丁目23番13先  

 
63.00m 

5.98m

亀岡市東つつじケ丘都台一丁目30番23先 ～ 6.52m

19008 つつじケ丘６号線 
 

 

亀岡市東つつじケ丘都台二丁目30番24先  

 
2.57m 

6.00m

亀岡市東つつじケ丘都台二丁目30番24先 ～ 6.00m
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路 線 

番 号 
路  線  名 

 
 供 用 開 始 区 間 

 

 

供用開始 

延  長 
幅 員 

19057 つつじケ丘１４１号線 
 

 

亀岡市東つつじケ丘都台三丁目23番100先  

 
61.00m 

6.50m

亀岡市東つつじケ丘都台二丁目30番39先 ～ 6.51m

01265 クニッテル１２号線 
 

 

亀岡市三宅町二丁目25番1先  

 
131.53m 

5.95m

亀岡市三宅町二丁目21番12先 ～ 6.00m

01308 保 津 橋 追 分 線 
 

 

亀岡市追分町下島9番先  

 
156.40m 

11.50m

亀岡市保津町下中島12番4先 ～ 17.00m

01310 北 古 世 ８ 号 線 
 

 

亀岡市北古世町一丁目55番65先  

 
27.30m 

6.00m

亀岡市北古世町一丁目55番66先 ～ 12.00m

04100 夫婦池団地４号線 
 

 

亀岡市曽我部町南条宮田筋16番93先  

 
98.30m 

5.25m

亀岡市曽我部町南条宮田筋16番19先 ～ 5.26m

04101 長 縄 手 線 
 

 

亀岡市曽我部町寺長縄手23番10先  

 
126.10m 

6.00m

亀岡市曽我部町寺長縄手23番11先 ～ 6.00m

07046 下 ノ 道 線 
 

 

亀岡市本梅町平松河原垣内1番2先  

 
793.91m 

3.00m

亀岡市本梅町中野泥ケ渕1番59先 ～ 7.20m

09031 五夜垣内奥ノ谷線 
 

 

亀岡市宮前町猪倉谷田7番4先  

 
126.47m 

3.80m

亀岡市宮前町猪倉奥ノ谷56番先 ～ 7.40m

09032 前 田 半 松 木 線 
 

 

亀岡市宮前町猪倉前田30番先  

 
810.13m 

2.40m

亀岡市宮前町猪倉半松木4番2先 ～ 10.00m

09033 宮 ノ 下 野 村 線 
 

 

亀岡市宮前町猪倉前田44番先  

 
470.06m 

2.00m

亀岡市宮前町猪倉野村50番先 ～ 5.40m

09034 青 野 線 
 

 

亀岡市宮前町宮川青野94番先  

 
166.90m 

5.20m

亀岡市宮前町宮川青野96番先 ～ 7.00m

09037 湯 ノ 花 橋 線 
 

 

亀岡市宮前町猪倉椿原23番先  

 
280.30m 

4.80m

亀岡市本梅町平松湯ノ花5番2先 ～ 15.85m

11090 鎌 又 中 又 線 
 

 

亀岡市大井町並河鎌又2番4先  

 
331.70m 

3.25m

亀岡市大井町並河中又6番1先 ～ 19.80m

11188 並河３丁目３号線 
 

 

亀岡市大井町並河三丁目41番1先  

 
216.00m 

9.18m

亀岡市大井町並河三丁目39番1先 ～ 16.70m

12065 南 筋 北 浦 線 
 

 

亀岡市千代川町湯井巽筋46番1先  

 
263.90m 

4.85m

亀岡市千代川町湯井南筋21番先 ～ 8.32m

12138 小 林 下 戸 ２ 号 線 
 

 

亀岡市千代川町小林下戸9番17先  

 
51.20m 

6.00m

亀岡市千代川町小林下戸9番13先 ～ 12.00m

12139 小川３丁目１号線 
 

 

亀岡市千代川町小川三丁目10番43先  

 
306.60m 

6.00m

亀岡市千代川町小川三丁目10番44先 ～ 6.60m

12140 小川３丁目２号線 
 

 

亀岡市千代川町小川三丁目13番7先  

 
91.00m 

6.02m

亀岡市千代川町小川三丁目10番20先 ～ 6.04m

12141 上 川 関 線 
 

 

亀岡市千代川町川関カミ1番4先  

 
270.15m 

2.30m

亀岡市千代川町川関カミ52番先 ～ 17.00m

13092 堂 ノ 前 正 田 線 
 

 

亀岡市馬路町堂ノ前106番先  

 
3,588.96m 

6.50m

亀岡市千歳町国分正田106番先 ～ 24.00m

15067 国 分 新 田 線 
 

 

亀岡市千歳町国分一口67番先  

 
294.00m 

6.00m

亀岡市千歳町毘沙門市殿垣内新田3番先 ～ 11.00m

18194 中 条 北 条 線 
 

 

亀岡市篠町山本中条28番1先  

 
61.00m 

2.28m

亀岡市篠町山本北条44番2先 ～ 3.35m

「掲示済」 
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 亀岡市告示第４１号 

 

 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第 

４１６条第３項の規定により、平成３０年度分

固定資産税に係る土地価格等縦覧帳簿及び家屋

価格等縦覧帳簿の縦覧期間及び縦覧場所を次の

とおり定める。 

 

   平成３０年３月２３日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 縦覧期間  平成３０年４月１日から 

        平成３０年５月３１日まで 

        （閉庁日を除く） 

 

２ 縦覧場所  亀岡市安町野々神８番地 

        亀岡市総務部税務課 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第４２号 

 

 住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第 

２９２号）第１２条第１項の規定に基づき、次

の者を住民基本台帳から職権消除したので、同

条第４項の規定により告示する。 

 

   平成３０年３月２３日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 住  所  省略 

 

 

２ 氏  名  省略 

３ 消除理由  実態調査に基づく職権消除 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第４３号 

 

 亀岡市バイオマスエネルギー利活用詳細ビ 

ジョン策定委員会設置要綱等の一部を改正する

告示を次のように定める。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

亀岡市バイオマスエネルギー利活

用詳細ビジョン策定委員会設置要

綱等の一部を改正する告示 

 

（亀岡市バイオマスエネルギー利活用詳細ビ

ジョン策定委員会設置要綱の一部改正） 

第１条 亀岡市バイオマスエネルギー利活用詳

細ビジョン策定委員会設置要綱（平成１６年

亀岡市告示第１２７号）の一部を次のように

改正する。 

 第７条中「ものづくり産業課」を「商工観

光課」に改める。 

（京都市西京区・亀岡市住民交流推進協議会

設置要綱の一部改正） 

第２条 京都市西京区・亀岡市住民交流推進協

議会設置要綱（平成１２年亀岡市告示第  

１４４号）の一部を次のように改正する。 

 第４条中「市民力推進課」を「文化・ス 

ポーツ課」に改める。 

（亀岡市都市農地活用推進協議会設置要綱の

一部改正） 

第３条 亀岡市都市農地活用推進協議会設置要
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綱（平成７年亀岡市告示第３５号）の一部を

次のように改正する。 

 別表中「土木建築部」を「まちづくり推進

部」に改める。 

 

   附 則 

 

 この告示は、平成３０年４月１日から実施す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第４４号 

 

 亀岡市くらしの資金貸付規程（昭和４５年亀

岡市告示第３８号）の一部を次のように改正す

る。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 第 ３ 条 中 「 １ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円 」 を    

「５０，０００円」に改める。 

 第４条第１号中「４箇月」を「２箇月」に、

「２年」を「１年」に改める。 

 

   附 則 

 

 この告示は、平成３０年４月１日から実施す

る。 

 

「掲示済」 

 亀岡市告示第４５号 

 

 亀岡市創業支援助成金交付要綱（平成２７年

亀岡市告示第５４号）の一部を次のように改正

する。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 第４条第１号中「（３０万円を限度とす

る。）」を削り、同条第２号中「（２０万円を

限度とする。）」を削り、同条に次の１項を加

える。 

２ 前項に規定する助成金の額は、３０万円を

限度として交付するものとする。ただし、前

条に規定する交付対象者が亀岡商工会議所に

加入している場合の助成金の額は、５０万円

を限度として交付するものとする。 

 第５条第１項中第７号を第８号とし、第６号

の次に次の１号を加える。 

⑺ 亀岡商工会議所が発行する会員証明書

（申請者が亀岡商工会議所に加入している

場合に限る。） 

 別記第２号様式を次のように改める。 

 

別記様式 省略 

 

   附 則 

 

 この要綱は、平成３０年４月１日から実施す

る。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第４６号 

 

 亀岡市ものづくり産業雇用支援助成金交付要

綱（平成２５年亀岡市告示第５７号）の一部を

次のように改正する。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 第４条第１号中「平成３０年３月３１日」を

「平成３０年９月３０日」に改める。 

 第５条第１項中「２００，０００円」を 

「１５０，０００円」に改め、同条第２項中

「額に」の次に「対象労働者１人につき」を加

え、同条第３項を次のように改める。 

３ 対象事業所が亀岡商工会議所に加入してい

る場合は、亀岡商工会議所加算として第１項

の額に対象労働者１人につき５０，０００円

を加算して交付する。 

 第５条に次の３項を加える。 

４ 対象労働者が女性である場合は、女性応援

加算として第１項の額に対象労働者１人につ

き５０，０００円を加算して交付する。 

５ 対象労働者が雇用開始日に５０歳から６４

歳である場合は、シニア加算として第１項の

額に対象労働者１人につき５０，０００円を

加算して交付する。 

６ 対象労働者が申請日時点において子ども

（出生の日から１５歳に達する日以後最初の

３月３１日までの間にある者をいう。）の保

護者（親権を行う者、未成年者後見人その他

の者で、子どもを現に監督し、保護する者を

いう。）である場合は、子育て応援加算とし

て第１項の額に対象労働者１人につき   

５０，０００円を加算して交付する。 

 第６条第１項第６号を次のように改める。 

⑹ 前条第３項に該当する申請者は、亀岡商

工会議所が発行する会員を証するもの 

 第６条第１項中第９号を第１０号とし、第８

号を第９号とし、第７号を第８号とし、第６号

の次に次の１号を加える。 

⑺ 前条第６項に該当する申請者は、対象労

働者と当該子どもの氏名が記載された住民

票の写し、児童手当受給証明書、その他の

当該子どもの保護者であることが確認でき

るもの 

 別記第１号様式別紙を次のように改める。 

 

別記様式 省略 

 

 別記第２号様式を次のように改める。 

 

別記様式 省略 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成３０年４月１日から実施

する。 

 （経過措置） 

２ この要綱は、平成３０年４月１日以後に雇

用された対象労働者に係る助成金について適

用し、平成３０年３月３１日までに雇用され

た対象労働者に係る助成金については、なお

従前の例による。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第４７号 

 

 亀岡市ものづくり産業経営安定化支援助成金

交付要綱（平成２６年亀岡市告示第２４５号）

の一部を次のように改正する。 
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   平成３０年３月２７日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 第３条に次の１項を加える。 

２ 前条に規定する交付対象者が亀岡商工会議所に加入していない場合の助成金の額は、前項に規

定する助成金の額に１００分の８０を乗じた額とする。 

 第４条中第６号を第７号とし、第５号の次に次の１号を加える。 

⑹ 亀岡商工会議所が発行する会員を証するもの 

 

   附 則 

 

 この要綱は、平成３０年４月１日から実施する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第４８号 

 

 次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不明であるため、亀岡市環境市民部保険医療課におい

て保管し、送達を受けるべき者の申出があれば交付する。 

 ここに、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）第１１２条において準用

する地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定により告示する。 

 

   平成３０年３月３０日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 送達する書類等 

 送達する書類 
送達を受けるべき者 

住     所 氏 名 

1 

後期高齢者
医療保険料
額変更決定
通知書 

平成29年度 
後期高齢者
医療保険料

省略 省略 

 

２ この書類を受領されないときは、地方税法第２０条の２第３項の規定により、告示の日から起

算して７日を経過した時点で書類の送達があったものとみなす。 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第４９号 

 

 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５８条第１項に規定する指定介護予防支援事業者を次

のとおり指定したので、同法第１１５条の３０の規定により告示する。 

 

   平成３０年３月３０日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

申 請 者 サービスの種類 事業所の名称 事業所の所在地 指定年月日 

社会福祉法人 

 利生会 
介護予防支援 

亀岡市中部地域包括

支援センター 

亀岡市薭田野町柿花 

畑ケ中17 
平成30年4月1日 

医療法人 

 睦会 
介護予防支援 

亀岡市南部地域包括

支援センター 

亀岡市曽我部町西条

下檀ノ上3-1 

コーポ光1階101・ 

2階205 

平成30年4月1日 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第５０号 

 

 亀岡市後期高齢者医療保険料徴収嘱託員取扱要綱（平成２２年亀岡市告示第１号）は、廃止する。 

 

   平成３０年３月３１日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第５１号 

 

 亀岡市国民健康保険徴収嘱託員取扱要綱（昭和５２年亀岡市告示第２４号）は、廃止する。 

 

   平成３０年３月３１日 
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                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第５２号 

 

 亀岡市介護保険料徴収嘱託員取扱要綱（平成１６年亀岡市告示第１号）は、廃止する。 

 

   平成３０年３月３１日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第５３号 

 

市道路線の区域に関する告示 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように

決定する。 

 なお、その関係図面は、亀岡市土木建築部土木管理課において、平成３０年３月３１日から平成

３０年４月１６日まで一般の縦覧に供する。 

 

   平成３０年３月３１日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

区域告示をする路線 

路 線 
番 号 路  線  名 

 
 

起        点  

 
延 長 

 最小幅員

終        点  最大幅員

09037 湯 ノ 花 橋 線 

 

 
亀岡市宮前町猪倉椿原23番先  

 
280.30m 

4.80m

亀岡市本梅町平松湯ﾉ花5番の2先 15.85m

 

「掲示済」 
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訓 令 
 

 亀岡市訓令第３号 

 

               庁中一般 

 

 亀岡市公用自転車の管理等に関する規程を次

のように定める。 

 

   平成３０年３月１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

亀岡市公用自転車の管理等に関す

る規程 

 

 （趣旨） 

第１条 この訓令は、環境への配慮及び経費の

削減を図るため、市の所有する自転車（以下

「公用自転車」という。）の適正な管理及び

安全な運行について、必要な事項を定めるも

のとする。 

 （定義） 

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

⑴ 公用自転車 道路交通法（昭和３５年法

律第１０５号）第２条第１項第１１号の２

に規定する自転車で、市が所有するものを

いう。 

⑵ 管理者 公用自転車を管理する所属の長

をいう。 

⑶ 運転者 公用自転車を使用する職員をい

う。 

 （公用自転車の管理） 

第３条 管理者は、次の掲げる職務を行う。 

⑴ 公用自転車の保管に関すること。 

⑵ 公用自転車の配車、運行管理及び維持管

理に関すること。 

⑶ 公用自転車運転日誌に関すること。 

⑷ 自転車の安全利用の促進及び自転車等の

駐車対策の総合的推進に関する法律（昭和

５５年法律第８７号）第１２条第３項に規

定する防犯登録に関すること。 

⑸ その他公用自転車の管理に関すること。 

 （公用自転車の点検整備） 

第４条 管理者及び運転者は、公用自転車を安

全かつ適正に利用するため、次に掲げる事項

を行うものとする。 

⑴ 管理者は、公用自転車を定期的に点検し、

必要に応じて修理し、又は調整すること。 

⑵ 運転者は、公用自転車を使用する前に点

検を行うこと。 

 （公用自転車管理台帳の整備） 

第５条 公用自転車は、全て財産管理課長が保

管する公用自転車管理台帳に登録しなければ

ならない。 

 （公用自転車の使用基準） 

第６条 公用自転車は、移動する範囲が駐輪場

から概ね半径２キロメートル（原動機を用い

る自転車は概ね往復２０キロメートル）以内

である場合で、その使用により環境の保全又

は事務の効率化が図られると認められるとき

は、積極的に使用するよう努めるものとする。 

 （公用自転車の使用手続） 

第７条 運転者は、管理者が定める方法により、

公用自転車運転日誌に使用の手続きをしなけ

ればならない。 

２ 運転者は、公用自転車の使用を終了したと

きは、当該公用自転車を所定の位置に格納し、

その鍵を管理者に返却するとともに公用自転

車運転日誌に運行状況を速やかに記入しなけ

ればならない。この場合において、公用自転

車に修理が必要と認められるときは、管理者

に報告しなければならない。 
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 （運転者の遵守事項） 

第８条 運転者は、次に掲げる事項を遵守しな

ければならない。 

⑴ 常に関係法令を遵守し、安全かつ適切な

運行に努めること。 

⑵ 公用自転車から離れる場合は、盗難防止

のため施錠すること。 

⑶ 運転者は、運行中の公用自転車を市職員

以外の者に使用させてはならない。 

 （事故時の措置） 

第９条 運転者が公用自転車の運行中に事故を

起こした場合は、運転者は法令に基づく適切

な処置を講じるとともに直ちに所属長及び管

理者に報告し、その指示を受けなければなら

ない。 

２ 前項の事故の連絡を受けた所属長は、当該

事故の概要を速やかに財産管理課長に報告し

なければならない。 

 （補則） 

第１０条 この訓令に定めるもののほか、必要

な事項は、市長が別に定める。 

 

   附 則 

 

 この訓令は、平成３０年４月１日から施行す

る。 

 

 

 

 亀岡市訓令第４号 

 

               庁中一般 

 

 亀岡市工事請負業者選定事務処理要領等の一

部を改正する訓令を次のように定める。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

亀岡市工事請負業者選定事務処理

要領等の一部を改正する訓令 

 

（亀岡市工事請負業者選定事務処理要領の一

部改正） 

第１条 亀岡市工事請負業者選定事務処理要領

（昭和４５年亀岡市訓令第５号）の一部を次

のように改正する。 

 第５条第２項及び第７条第２項中「ものづ

くり産業課長」を「商工観光課長」に改める。 

（亀岡市物品購入等調整委員会設置要綱の一

部改正） 

第２条 亀岡市物品購入等調整委員会設置要綱

（平成１７年亀岡市訓令第９号）の一部を次

のように改正する。 

 第４条中「ものづくり産業課長」を「商工

観光課長」に改め、「、桂川・道路整備課

長」を削る。 

 第５条第４項中「ものづくり産業課長」を

「商工観光課長」に改める。 

（亀岡市建設工事事故調査委員会設置要綱の

一部改正） 

第３条 亀岡市建設工事事故調査委員会設置要

綱（平成１６年亀岡市訓令第２０号）の一部

を次のように改正する。 

 第３条第１項中「ものづくり産業課長」を

「商工観光課長」に改める。 

（亀岡市公共工事等入札・契約制度検討委員

会設置要綱の一部改正） 

第４条 亀岡市公共工事等入札・契約制度検討

委員会設置要綱（平成１９年亀岡市訓令第 

２１号）の一部を次のように改正する。 

 第３条中「ものづくり産業課長」を「商工

観光課長」に改める。 

（亀岡市大規模小売店舗立地検討連絡協議会設

置要綱の一部改正） 
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第５条 亀岡市大規模小売店舗立地検討連絡協

議会設置要綱（平成１３年亀岡市訓令第２

号）の一部を次のように改正する。 

 第５条中「ものづくり産業課」を「商工観

光課」に改める。 

 別表中「ものづくり産業課長」を「商工観

光課長」に改める。 

（亀岡市公用車使用規程の一部改正） 

第６条 亀岡市公用車使用規程（平成８年亀岡

市訓令第６号）の一部を次のように改正する。 

 第１７条第３項中「会計課」を「財産管理

課」に改める。 

 

   附 則 

 

 この訓令は、平成３０年４月１日から施行す

る。 

 

 

 

 亀岡市訓令第５号 

 

               庁中一般 

 

 亀岡市事務処理規程の一部を改正する訓令を

次のように定める。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

亀岡市事務処理規程の一部を改正

する訓令 

 

 亀岡市事務処理規程（昭和５８年亀岡市訓令

第２号）の一部を次のように改正する。 

 

 第１１条の２を削る。 

 第２７条中第９号及び第１０号を削り、第 

１１号を第９号とし、第１２号から第１４号ま

でを２号ずつ繰り上げ、第１５号及び第１６号

を削り、第１７号を第１３号とし、同号の次に

次の１号を加える。 

⒁ 国民健康保険事業納付金に関すること。 

 第３０条第３号を削る。 

 第３１条を次のように改める。 

 （こども未来課長の専決事項） 

第３１条 次の事項は、こども未来課長が専決

する。 

⑴ 健康診査（母子保健事業に関することに

限る。）に関すること。 

⑵ 保健センター（ただし、第１４条に定め

る課長の共通専決事項の範囲内とする。）

に関すること。 

 第３２条及び第３３条を次のように改める。 

 （商工観光課長の専決事項） 

第３２条 次の事項は、商工観光課長が専決す

る。 

⑴ 商工業者の経営指導に関すること。 

⑵ 商工関係諸団体の指導育成に関すること。 

⑶ 計量器検査の実施に関すること。 

⑷ 観光に係る軽易な企画及び宣伝に関する

こと。 

第３３条 削除 

 第４５条に次の１項を加える。 

２ 副課長の勤務場所が別にある課においては、

副課長の勤務場所以外の勤務場所における副

課長の共通専決事項は、課長が専決すること

ができる。 

 

   附 則 

 

 この訓令は、平成３０年４月１日から施行す

る。 
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 亀岡市訓令第６号 

 

               庁中一般 

 

 亀岡市職員の旧姓使用に関する要綱を次のよ

うに定める。 

 

   平成３０年３月２９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

亀岡市職員の旧姓使用に関する要

綱 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、職員（再任用職員、非常

勤嘱託職員、臨時職員及び臨時的任用職員を

含む。）が婚姻等によってその戸籍上の氏を

改めた後も、その職業生活上の支障を回避で

きるよう、希望により改める前の氏（以下

「旧姓」という。）を使用する場合の手続等

について定める。 

 （旧姓使用の申請及び承認） 

第２条 職員が旧姓を使用しようとするときは、

所属長を経て任命権者に申請しその承認を受

けなければならない。 

２ 前項に定める申請は、亀岡市職員の旧姓使

用申請書（別記第１号様式）により行うもの

とする。 

３ 前項の亀岡市職員の旧姓使用申請書は、亀

岡市職員服務規則（昭和３０年亀岡市規則第

５号。以下「服務規則」という。）第３３条

に規定する履歴事項の変更届に添えて提出す

るものとする。 

 （旧姓を使用する範囲） 

第３条 前条に定める承認を受けた職員は、次

の各号に定める場合を除き旧姓を使用できる

ものとする。 

⑴ 公権力の行使に関わる場合 

⑵ 税務署、共済組合、年金事務所、銀行そ

の他の外部の機関等に支障を及ぼすおそれ

がある場合 

⑶ 法令等により戸籍上の氏名を使用するこ

とが定められている場合 

⑷ 人事給与等関係文書で電子計算システム

の構成又は設定に変更が必要となる場合 

⑸ その他職務遂行上又は事務処理上、誤解

又は混乱を生じさせるおそれがある場合 

 （承認の取消） 

第４条 任命権者は、職務遂行上支障があると

認めるときは、旧姓使用の承認を取り消すこ

とができる。 

２ 任命権者は、前項の規定により旧姓使用の

承認を取り消したときは、その旨を亀岡市職

員の旧姓使用取消通知書（別記第２号様式）

により、所属長を経て当該旧姓使用の承認を

取り消された職員に通知する。 

 （旧姓使用者等の責務） 

第５条 旧姓を使用する職員は、旧姓を使用す

るに当たり、常に市民及び他の職員に誤解又

は混乱等が生じないように努めるとともに、

旧姓の使用の承認を受けた場合は、原則とし

て旧姓を使用しなければならない。 

２ 所属長は、所属職員の旧姓使用に当たり、

その適切な運用と公務の円滑な運営に努めな

ければならない。 

 （旧姓使用中止の申請及び承認等） 

第６条 旧姓を使用する職員がその使用を中止

しようとするときは、所属長を経て任命権者

に申請しその承認を受けなければならない。 

２ 前項に定める申請は、亀岡市職員の旧姓使

用中止申請書（別記第３号様式）により行う

ものとする。 

３ 前項の亀岡市職員の旧姓使用中止申請書は、

服務規則第３３条に規定する履歴事項の変更

届に添えて提出するものとする。 
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４ 職員は、特段の理由なく旧姓使用の申請と

旧姓使用中止の申請を繰り返してはならない。 

 （他の任命権者に届け出た者等の取扱い） 

第７条 一の任命権者へ申請した第２条の規定

による申請は、他の任命権者に行ったものと

みなす。 

 （台帳への記載） 

第８条 第２条及び第６条の規定により承認し

たとき又は第４条の規定により承認を取り消

したときは、人事担当課が亀岡市職員の旧姓

使用台帳（別記第４号様式）にその旨を記載

しなければならない。 

 （他団体等への派遣職員の適用除外） 

第９条 他の地方公共団体及び公益法人等へ派

遣された職員については、派遣先団体の取扱

いによるものとする。 

 （その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、旧姓

の使用に関し必要な事項は、別に定める。 

 

   附 則 

 

 この訓令は、平成３０年４月１日から施行す

る。 

 

別記様式 省略 

 

 亀岡市訓令第７号 

 

               庁中一般 

 

 亀岡市職員の政策研究に関する要綱を廃止す

る訓令を次のように定める。 

 

   平成３０年３月３１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

亀岡市職員の政策研究に関する要

綱を廃止する訓令 

 

 亀岡市職員の政策研究に関する要綱（平成 

２１年亀岡市訓令第１１号）は、廃止する。 

 

   附 則 

 

 この訓令は、平成３０年３月３１日から施行

する。 
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公 告 
 

 亀岡市公告第１１号 

 

 一般競争入札（条件付き）（合併入札）を執行するので、次のとおり公告する。 

 

   平成３０年３月２日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 業務の概要等 

 ⑴ 業 務 名  医王谷エコトピア浸出水処理施設運転及び保守点検業務 

         エコトピア亀岡浸出水処理施設運転及び保守点検業務 

         大野区公共井水供給施設運転及び保守点検業務 

 ⑵ 業務場所  【医王谷エコトピア浸出水処理施設運転及び保守点検業務】 

         亀岡市下矢田町医王谷２５番地１ 

         【エコトピア亀岡浸出水処理施設運転及び保守点検業務】 

         亀岡市東別院町大野法華１番地 

         【大野区公共井水供給施設運転及び保守点検業務】 

         亀岡市東別院町大野地内 

 ⑶ 業務種別  保守・維持管理業務 

 ⑷ 業務概要  【医王谷エコトピア浸出水処理施設運転及び保守点検業務】 

別紙「医王谷エコトピア浸出水処理施設運転及び保守点検業務業務委託仕様書

平成30～32年度」のとおり 

【エコトピア亀岡浸出水処理施設運転及び保守点検業務】 

別紙「エコトピア亀岡浸出水処理施設運転及び保守点検業務業務委託仕様書平

成30～32年度」のとおり 

【大野区公共井水供給施設運転及び保守点検業務】 

別紙「大野区公共井水供給施設運転及び保守点検業務業務委託仕様書平成30～

32年度」のとおり 

 ⑸ 業務期間  平成30年4月1日から平成33年3月31日まで 

         （地方自治法第234条の3に基づく長期継続契約） 

 

２ 入札に参加する者に必要な資格要件 

 次の全ての要件を満たしていること。 

⑴ 「平成29年度亀岡市物品納入等に関する競争入札参加資格者名簿」に登録しており、営業品

目「23 保守管理業務」の希望順位が第1位又は第2位であること。 
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⑵ 入札参加は単体とし、共同企業体は認めない。 

⑶ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当していないこと。 

⑷ 入札参加申請時において、国又は地方公共団体の指名停止期間中でないこと。 

⑸ 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者、又

は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（再

生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと。 

⑹ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第2号に規定

する暴力団（以下「暴力団」という。）のほか、次のいずれかに該当する者（次のいずれかに

該当した者であって、その事実がなくなった後2年間を経過しない者を含む。）でないこと。 

ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第2条第6号に規定する暴力団員（以下

「暴力団員」という。） 

イ 法人の役員若しくはその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外のものが暴力団員で

ある者又は暴力団員がその経営に関与している者 

ウ 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもっ

て暴力団の利用等をしている者 

エ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等、直接的又は積極的

に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者 

オ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

カ 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用している者 

キ 暴力団及びアからカまでに定める者の依頼を受けて入札に参加しようとする者 

ク 公共の安全及び福祉を脅かすおそれのある団体又は公共の安全及び福祉を脅かすおそれの

ある団体に属する者（その事実がなくなった後2年間を経過しない者を含む。） 

⑺ 国、地方公共団体又は一部事務組合が発注した一般廃棄物処理を対象とした管理型最終処分

場の浸出水処理施設（浸出水処理能力が70㎥／日以上）且つ飲料水供給施設（1日最大給水量

が18㎥／日以上）において、契約期間中、いずれの施設においても全てが委託業者のみによる

24時間運転（委託範囲に施設内点検及び小修繕を含む。）の実績があること。 

 実績については、平成30年2月1日時点において履行中であること及び直近5年以内で過去2年

以上連続して業務を履行している実績（同一契約先であって、単年・複数年契約の別を問わな

い。）を、近畿圏内（2府4県）で1件以上受託していること。 

 なお、受託実績は、単独で元請として受託したものであること。 

※受託実績とみなす条件 

① 「2 入札に参加する者に必要な資格要件」の⑺を満たすものであること。 

② 受託の形態が指定管理者制度による場合も同等の受託実績とみなす。 

③ 一般廃棄物管理型最終処分場浸出水処理施設運転及び保守点検業務と飲料水供給施設運

転及び保守点検業務を一括して受注していない場合でも、「2 入札に参加する者に必要

な資格要件」の⑺を満たすものであれば受託実績とみなす。ただし、一括して受注してい

ない場合は、それぞれの業務において、「2 入札に参加する者に必要な資格要件」の⑺

を満たす必要がある。 
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⑻ ⑺に記載の施設における設備の修繕を自社で行っており、当該施設の設備修繕の実績を有す

ること。 

⑼ 業務の履行において、次に掲げる有資格者を自社において全て保有していること。 

ア 最終処分場技術管理士 

イ 第二種電気工事士 

ウ 乙種第4類危険物取扱者 

エ 第二種酸素欠乏危険作業主任者技能講習修了者 

オ 有機溶剤作業主任者技能講習修了者 

カ 水道技術管理者 

キ 水道施設管理技士（浄水3級） 

⑽ 一般競争入札参加資格確認申請時に、当該公告の3「一般競争入札参加資格確認申請時の提

出書類」の⑵から⑺までに定める書類を提出できること。 

 

３ 一般競争入札参加資格確認申請時の提出書類 

⑴ 一般競争入札参加資格確認申請書（様式1） 

⑵ 一般廃棄物管理型最終処分場浸出水処理施設運転及び保守点検業務実績調書（様式2） 

⑶ 飲料水供給施設運転及び保守点検業務実績調書（様式3） 

⑷ 一般廃棄物管理型最終処分場浸出水処理施設における設備修繕実績調書（様式4-1） 

  飲料水供給施設における設備修繕実績調書（様式4-2） 

⑸ 業務従事者予定者名簿（様式5） 

⑹ 業務従事者予定者経歴書（様式6） 

⑺ 入札に参加する者に必要な資格要件を満たしていることの誓約書（様式7） 

 

４ 入札手続等 

手続等 期間・期日・期限等 手続の方法等 

一般競争入札参加資

格確認申請書等の配

布期間 

平成30年3月2日（金） 

午後1時から 

平成30年3月13日（火） 

午後5時まで 

１ 一般競争入札参加資格確認申請書等並びに

仕様書等は、亀岡市入札情報公開システム

（以下「入札情報公開システム」という。）

の発注情報閲覧からダウンロードすること。

２ やむを得ず窓口配布を希望する場合は、問

い合わせのうえ配布期間内の受付時間中（午

前9時から正午まで、午後1時から4時まで）

に契約検査課に来庁して入手すること。 

一般競争入札参加資

格確認申請書等の受

付 

平成30年3月12日（月） 

午前9時から正午まで及

び午後1時から5時まで 

平成30年3月13日（火） 

午前9時から正午まで及

び午後1時から5時まで 

１ 入札に参加を希望する者は、当該公告に示

す提出書類を提出し、入札参加資格の確認を

受けなければならない。また、提出した書類

に関し、契約担当者から説明を求められた場

合は、それに応じなければならない。 

⑴ 提出方法 

 当該公告に示す期間内に、亀岡市企画管
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  理部契約検査課へ持参により提出するこ

と。 

⑵ 提出書類 

 当該当公告の「3 一般競争入札参加資

格確認申請時の提出書類」に定める書類 

⑶ その他 

ア 提出書類作成等に要する費用は、申請

者の負担とし、提出された書類は返却し

ない。 

イ 提出書類は公告で指定した様式で作成

すること。 

ウ 提出された書類は、本市において無断

使用することはない。 

エ 虚偽の記載をした者は、当該業務の入

札への参加を認めないとともに、市の指

名停止措置を行うことがある。 

一般競争入札参加資

格確認通知書の送付 

平成30年3月14日（水） 

までに発送 

 一般競争入札参加資格確認申請書等を提出し

た入札参加希望者に対し、結果を文書により通

知する。 

 入札は、「一般競争入札参加資格確認通知

書」により「参加資格有」の通知を受けた者の

みが参加できる。 

一般競争入札参加資

格確認申請等並びに

仕様書等に関する質

問の受付 

一般競争入札参加資格確

認申請等に関する質問 

平成30年3月9日（金） 

午後5時まで 

仕様書等に関する質問 

平成30年3月16日（金） 

午後3時まで 

１ 一般競争入札参加資格確認申請等に関する

質問は公告に示す期間内に契約検査課にて随

時受け付ける。 

 （契約検査課電話番号0771-25-5041） 

２ 仕様書等に関する質問については、質問書

（様式8）にて行うこととし、下記の電子

メールアドレスへ電子メールにて提出するこ

と。 

 質問内容を簡潔にまとめて記載して、電子

メールに添付し提出すること。 

 添付 ファイルは、「 Microsoft Word

2010」（Windows版）で支障なく再現できる

こと。口頭による質問は受け付けない。 

 提出後、質問書を提出した旨を契約検査課

へ電話連絡（電話番号0771-25-5041）するこ

と。 

 送付した旨の電話連絡がない場合は質問書

を受付できないことがあるので留意するこ

と。 

 質問書送付先：電子メールアドレス 

 sikkou-kanri@city.kameoka.lg.jp 
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質問に関する回答 一般競争入札参加資格確

認申請等に関する質問回

答：随時 

仕様書等に関する質問回

答 

平成30年3月19日（月） 

午後5時まで 

１ 一般競争入札参加資格確認申請等に関する

質問の回答については、随時、原則質問者に

のみ行う。 

２ 仕様書等に関する質問の回答については、

当該公告に示す日時までに電子メールにて入

札参加資格者全員に回答する。 

３ その他、不当に混乱を招くことが危惧され

ると判断された質問については、回答しない

旨を回答書に記載することがある。 

入札日時 平成30年3月23日（金） 

午前10時00分（厳守） 

 入札については、下記「5 入札に関する留

意事項」のとおり 

 

５ 入札に関する留意事項 

⑴ 入札方法は、紙入札とする。指定の日時に亀岡市役所入札室（市役所4階）に入札書を持参

すること。（入札開始の10分前には到着を心掛けること。） 

⑵ 入札にあたっては、業務委託費内訳書を提出すること。 

ア 業務委託費内訳書の様式は自由であるが、記載内容は参考資料として添付されている「平

成30～32年度医王谷エコトピア浸出水処理施設運転及び保守点検業務参考資料」、「平成30

～32年度エコトピア亀岡浸出水処理施設運転及び保守点検業務参考資料」、「平成30～32年

度大野区公共井水供給施設運転及び保守点検業務参考資料」の項目に一致させること。 

イ 業務委託費内訳書は、「平成30～32年度医王谷エコトピア浸出水処理施設運転及び保守点

検業務参考資料」、「平成30～32年度エコトピア亀岡浸出水処理施設運転及び保守点検業務

参考資料」、「平成30～32年度大野区公共井水供給施設運転及び保守点検業務参考資料」の

各業務ごとに作成すること。 

ウ 業務委託費内訳書の表紙には、業務名、商号又は名称、代表者氏名（代理人が入札する場

合は、当該代理人の氏名）を記載し、押印すること。 

⑶ 入札は、最大3回まで行うので入札書を3部準備すること。 

⑷ 入札者は、その提出した入札書の引換え、変更又は取消しをすることができない。 

⑸ 入札者が相連合し、又は不穏な挙動をする等の場合で競争入札を公正に執行することができ

ない状態にあると認めたときは、当該入札を延期し、又はこれを廃止することができる。 

⑹ 入札者は、仕様書等を熟知の上、入札しなければならない。この場合において、当該仕様書

等に疑義がある場合は、関係職員に説明を求めることができる。ただし、入札後仕様書等につ

いての不知又は不明を理由として異議を申し立てることはできない。 

⑺ 入札書に記載する金額 

 入札書に記載する金額は、「医王谷エコトピア浸出水処理施設運転及び保守点検業務」、

「エコトピア亀岡浸出水処理施設運転及び保守点検業務」、「大野区公共井水供給施設運転及

び保守点検業務」の合計額（年額）とする。また、落札決定に当たっては、入札書（様式9）

に記載された金額に当該金額の100分の8に相当する金額を加算した金額（当該金額に1円未満

の端数があるときは、その端数を切り捨てるものとする。）をもって落札金額とするので、入 
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札者は、消費税及び地方消費税に係る課税

事業者であるか免税事業者であるかを問わ

ず、見積もった契約希望金額の108分の100

に相当する金額を入札書に記載すること。 

⑻ 入札の辞退 

 入札に参加できない事情がある場合には、

開札の開始に至るまで（入札箱に入札書を

投函するまで）に辞退届（様式10）を提出

しなければならない。 

⑼ 書面による入札 

ア 入札書には入札者の氏名と商号又は名

称を記載し、押印しなければならない。 

 代理人による入札の場合は、委任状

（様式11）を提出し、入札書には当該代

理人の氏名を記載し、押印しなければな

らない。 

イ 入札書は、封筒に入れ密封し、かつ、

封筒の表に業務名、商号又は名称、代表

者氏名（代理人が入札する場合は、当該

代理人の氏名）を記載、押印し、封筒の

開口部を封印すること。 

 なお、開札後予定価格の制限の範囲内

の入札がないときで再度の入札を行う場

合にあっては、この限りでない。 

⑽ 開札 

 開札は、公告に掲げる入札日時及び場所

において、入札者又はその代理人を立ち会

わせて行う。 

⑾ 入札の無効及び失格 

 次のいずれかに該当する場合は、入札を

無効とする。 

 なお、無効な入札をした者は、再度の入

札に加わることはできない。 

ア 公告に示した競争入札に参加する者に

必要な資格のない者の入札 

イ 一般競争入札参加資格確認申請等の提

出を履行しなかった者又は一般競争入札

参加資格確認申請等に虚偽の記載をした

者の入札 

ウ 同じ入札に2以上の入札（他人の代理

としての入札を含む。）をした者の入札 

エ 入札に関し、不正の利益を得るための

連合その他の不正行為をした者又はその

疑いのある者の入札 

オ 「一般競争入札参加資格確認通知書」

により「参加資格有」の通知を受けた後、

指名停止措置を受けて開札時点において

指名停止期間中である者等、開札時点に

おいて入札に参加する資格のない者の入

札 

カ 金額を訂正した入札書又は金額を特定

することができない入札書で入札をした

者の入札 

キ 氏名、印鑑又は重要な文字が誤脱又は

不明瞭のため、入札参加者又は対象案件

を特定することができない入札書で入札

をした者のした入札 

ク 入札関係職員の指示に従わない等、入

札場の秩序を乱した者 

ケ 再度入札に付して最低価格札の発表を

したにもかかわらず、当該最低価格以上

の価格で入札をした者 

コ 内訳書の提出をもとめている場合に、

内訳書を提出せずに入札を行った者 

⑿ 落札者の決定方法 

ア 亀岡市財務規則（昭和40年亀岡市規則

第1号）第110条の規定により作成された

予定価格の制限の範囲内で最低の価格を

もって有効な入札を行った入札者を落札

者とする。 

 なお、落札者となるべき同価の入札を

した者が2人以上あるときは、直ちに当

該入札者にくじを引かせ、落札者を決定

するものとする。この場合において、当

該入札者のうち開札に立ち会わない者又

はくじを引かない者があるときは、これ
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に代えて当該入札事務に関係のない職員

にくじを引かせるものとする。 

イ 落札者が決定通知のあった日から指定

する期日までに契約を締結しないときは、

落札者は当該契約の相手方となる資格を

失うものとする。 

⒀ その他亀岡市財務規則に基づき執行する。 

 

６ 入札保証金 

 免除する。 

 

７ 違約金 

 落札者が契約を締結しないときは、落札金

額の100分の5相当額の違約金を徴収する。 

 

８ 契約保証金 

 免除する。 

 

９ 契約書作成の要否 

 要 

 

10 契約締結・契約金額について 

 本入札案件は合併入札であり、契約は入札

金額を案分し、業務ごとに契約書を作成し契

約締結する。 

 

11 その他 

⑴ 当該入札に係る契約は、地方自治法（昭

和22年法律第67号）第234条の3の規定によ

る長期継続契約のため、本契約締結日の属

する年度の翌年度以降において、当該契約

に係る発注者の歳出予算について減額又は

削除があった場合、発注者は本契約を変更

し、又は解除することができるものとする。

その場合、受注者に損害が生じたときは、

発注者は、受注者に対して損害賠償の責め

を負うものとする。この場合における賠償

額は、発注者と受注者が協議して定めるも

のとする。 

⑵ 入札参加者は、別添の仕様書等を熟読し、

関係法令等を遵守すること。 

⑶ 本市が提示する資料及び回答書は、契約

関係書類と一体のものとして、同等の効力

を有するものとする。 

⑷ 本市が必要と認めたときは、入札を延期

し、中止し、又は取り消すことがある。 

⑸ 落札者の決定後、当該入札に付する業務

に係る契約の締結までの間において、当該

落札者が入札参加資格要件を満たさなく 

なった場合には、当該業務契約を締結しな

いことがある。 

⑹ 一般競争入札参加資格確認申請等に虚偽

の記載をした場合には、当業務の入札に参

加できないとともに、亀岡市の指名停止措

置を行うことがある。 

⑺ 以上に定めるもののほか、亀岡市財務規

則の定めるところによる。 

 

12 契約に関する事務を担当する組織の名称、

所在地 

 〒621-8501 

  京都府亀岡市安町野々神8番地 

  亀岡市企画管理部契約検査課 

  ＴＥＬ0771-25-5041／ＦＡＸ0771-25-5157 

  電子メール 

   sikkou-kanri@city.kameoka.lg.jp 

  ホームページ 

   http://www.city.kameoka.kyoto.jp 

 

「掲示済」 
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 亀岡市公告第１２号 

 

 農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第

６５号）第１８条第１項の規定により、農用地

利用集積計画を定めたので、同法第１９条の規

定により公告し、その関係書類を次により縦覧

に供する。 

 

   平成３０年３月１３日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 縦覧期間 

 平成３０年３月１３日以後、常時備え

置くこととする。 

２ 縦覧場所 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市産業観光部農林振興課 

 

「掲示済」 
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 亀岡市公告第１３号 

 

 土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）第３９条第１項の規定により亀岡市大井町南部土

地区画整理組合の事業計画の変更を認可したので、同条第４項の規定により公告する。 

 

   平成３０年３月２６日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 組合の名称 

亀岡市大井町南部土地区画整理組合 

２ 事業施行期間 

平成２１年６月１５日から平成３３年３月３１日まで 

３ 施行地区の区域 

区  域 付記 区  域 付記 

大井町 並河堂又 全部 大井町 並河二丁目 一部 

 〃  並河前脇 一部  〃  南金岐重見 一部 

 〃  並河熊田 一部  〃  南金岐好実根 一部 

 〃  並河亀ケ渕 一部  〃  南金岐丁田 一部 

 〃  並河深町 一部 薭田野町 太田古実根 一部 

 〃  並河観並 一部  〃   太田草田 一部 

 〃  並河二丁目 一部   

 

４ 事務所の所在地 

亀岡市大井町並河一丁目２１番１号 

５ 設立認可の年月日 

平成２１年６月１５日 

６ 変更認可の年月日 

平成３０年３月２６日 

 

「掲示済」 
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 亀岡市公告第１４号 

 

 南丹都市計画事業大井町南部土地区画整理事業の事業計画において定める施行地区及び設計の概

要を表示する図書を土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）第３９条第２項において準用す

る同法第２１条第６項の規定により公衆の縦覧に供するので、土地区画整理法施行令（昭和３０年

政令第４７号）第１条の２の規定により公告する。 

 

   平成３０年３月２６日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 事業の名称 

南丹都市計画事業大井町南部土地区画整理事業 

３ 施行地区の区域 

区  域 付記 区  域 付記 

大井町 並河堂又 全部 大井町 並河二丁目 一部 

 〃  並河前脇 一部  〃  南金岐重見 一部 

 〃  並河熊田 一部  〃  南金岐好実根 一部 

 〃  並河亀ケ渕 一部  〃  南金岐丁田 一部 

 〃  並河深町 一部 薭田野町 太田古実根 一部 

 〃  並河観並 一部  〃   太田草田 一部 

 〃  並河二丁目 一部   

 

３ 縦覧に供する図書 

施行地区及び設計の概要を表示する図書 

４ 縦覧期間 

 土地区画整理法第４５条第５項又は同法第１０３条第４項の公告の日まで 

５ 縦覧時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで 

６ 縦覧場所 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市まちづくり推進部都市整備課 

 

「掲示済」 
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 亀岡市公告第１５号 

 

 狂犬病予防法（昭和２５年法律第２４７号）

第６条第７項の規定により、捕獲犬の抑留につ

いて通知を受けたので、同条第８項の規定によ

り公告する。 

 

   平成３０年３月３０日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 捕獲日時  平成３０年３月２４日 

        午前１１時 

２ 捕獲場所  亀岡市旭町寺畑 

３ 種  類  雑種 

４ 毛  色  茶 

５ 性  別  雌 

６ 体  格  中 

７ 犬の鑑札  なし 

８ 注射済票  なし 

９ そ の 他  布製首輪あり 

 

（注意）公告期間満了の日の翌日（平成３０年

４月１日）までに引取りのないときは処

分される。 

 

（連絡先）京都府南丹保健所環境衛生室 

電話番号０７７１－６２－４７５４ 

 

「掲示済」 

 

 

任免及び辞令 
 

             島 田 千代美 

             石 田 悦 男 

             植 木 多津子 

（各 通）
        大 西 利 和 

             佐 藤 英 夫 

             人 見   正 

             俣 野 幸 子 

             須 田 みどり 

亀岡市公務災害補償等認定委員会委員に委嘱し

ます 

   平成３０年３月２日 

 

             若 本 夏 美 

亀岡市教育委員会委員の任命を解きます 

             菱 田 光 紀 

亀岡市監査委員の辞職を承認します 

   平成３０年３月３１日 
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議会事務局欄 
 

規 則 
 

 亀岡市議会会議規則の一部を改正する規則を

ここに公布する。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

       亀岡市議会議長 湊 泰孝 

 

 亀岡市議会規則第１号 

 

亀岡市議会会議規則の一部を改正

する規則 

 

 亀岡市議会会議規則（昭和５３年亀岡市議会

規則第１号）の一部を次のように改正する。 

 

 第１５条に次のただし書を加える。 

 ただし、事情の変更があった場合はこの限

りでない。 

 第６５条中「会期中」を「議会期間中」に改

める。 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成３０年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

監査委員欄 
 

公 表 
 

 亀岡市監査公表第３号 

 

 地方自治法第１９９条第４項の規定による監

査を都市監査基準に準拠して実施し、同条第 

１１項の規定に基づき監査の結果に関する報告

を決定したので、同条第９項の規定により次の

とおり公表する。 

 

   平成３０年３月１９日 

 

       亀岡市監査委員 関本孝一 

       亀岡市監査委員 菱田光紀 

 

１ 監査の種類 

平成２９年度定期監査 

 

２ 監査の対象 

 監査の対象課にかかる平成２９年度の財務

に関する事務の執行について 

 

３ 監査の着眼点 

 市の財務に関する事務の執行が、適正かつ

効率的に行われているか。 

 

４ 監査の主な実施内容 

 監査の対象について、関係諸帳簿、証拠書

類等を調査し、併せて関係各課長への聴取を

行った。また、現金取扱事務については、会

計管理者からつり銭の交付を受けているもの

を対象に調査し、必要な場合に現地監査を行

うが、今回の対象課については現地監査を実

施しなかった。 
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５ 監査の対象課、期間及び実施場所 

対象課 監査期間 実施場所 現地監査 

○環境市民部 

・環境政策課 

・環境クリーン推進課 

・市民課 

・保険医療課 

平成２９年１２月５日から 

平成３０年２月１９日まで 
監査委員室 － 

○まちづくり推進部 

 ・都市計画課 

 ・都市整備課 

 ・政策交通課 

○土木建築部 

 ・桂川・道路整備課 

 ・土木管理課 

 ・建築住宅課 

平成３０年１月１９日から 

平成３０年３月１６日まで 
監査委員室 － 

 

６ 監査の除斥 

 関本監査委員は、亀岡駅北土地区画整理組合理事長に従事しているため、当該事業の監査に関

し、地方自治法第１９９条の２の規定に基づき除斥した。 

 

７ 監査の結果 

 監査の結果は、次の事項を除いては概ね適正であると認められた。 

 なお、監査執行の過程において口頭により指導を行った軽易な事項については、今後の事務処

理に留意されたい。 

（１）環境市民部 

 以下の各課に係る平成２９年１０月末現在における財務に関する事務の執行について、抽出

して監査を行った。 

 概ね適正に処理されていたが、一部に次のような事項が見受けられたので、適正な事務処理

をされたい。 

ア 環境政策課 

 犬登録等手数料の還付において、還付処理した分の調定金額を減額する調定更正がされて

いなかった。 

 調定事務については、適正な事務処理をされたい。 

イ 環境クリーン推進課 

 過年度収入の調定事務において、前年度のし尿汲取手数料の収入未済分が調定されていな

かった。 

 財務規則には、出納閉鎖期日までに収納されないものがあるときは、閉鎖期日の翌日に翌

年度へ繰り越さなければならないと定められている。 
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 規定に基づき適正な事務処理をされたい。 

ウ 市民課 

 特に指摘する事項はなかった。 

エ 保険医療課 

 特に指摘する事項はなかった。 

（２）まちづくり推進部 

 以下の各課に係る平成２９年１２月末現在における財務に関する事務の執行について、抽出

して監査を行った。 

ア 都市計画課 

 特に指摘する事項はなかった。 

イ 都市整備課 

 特に指摘する事項はなかった。 

ウ 政策交通課 

 特に指摘する事項はなかった。 

（３）土木建築部 

 以下の各課に係る平成２９年１２月末現在における財務に関する事務の執行について、抽出

して監査を行った。 

 概ね適正に処理されていたが、一部に次のような事項が見受けられたので、適正な事務処理

をされたい。 

ア 桂川・道路整備課 

 特に指摘する事項はなかった。 

イ 土木管理課 

 特に指摘する事項はなかった。 

ウ 建築住宅課 

（ア）市有地占用料の請求において、会計年度単位で定めた市有地占用料の請求が５月８日付

けで行われ、納期限が５月２３日となっているものがあった。 

 財務規則には、会計年度単位で定めた収入金は、その年度の４月末日を納期限とし、指

定すべき日が休日に当たるときは、その翌日としなければならないと定められている。 

 規定に基づき適正な事務処理をされたい。 

（イ）市有地占用料の請求において、会計年度単位で定めた市有地占用料の納期限が４月２１

日となっているものがあった。 

 財務規則には、会計年度単位で定めた収入金は、その年度の４月末日を納期限とし、指

定すべき日が休日に当たるときは、その翌日としなければならないと定められている。 

 規定に基づき適正な事務処理をされたい。 

（ウ）市有地占用に係る許可事務において、許可申請書に占用期間が記載されていないものが

あった。 

 財務規則には、行政財産の使用の許可をするときは、当該許可を受けようとする者から、

使用しようとする行政財産の表示、使用しようとする期間、使用の目的及び財産管理者の
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指示する事項を記載した許可申請書を提出させなければならないと定められている。 

 規定に基づき適正な事務処理をされたい。 

 

 以上が環境市民部等における、平成２９年度の財務に関する事務の執行について監査した結果で

ある。 

 なお、今回の監査で見受けられた現金取扱事務における以下の点については、今後の事務処理に

おいて留意されたい。 

 現金出納簿について、現金出納簿は整備されていたが、記録整理が不十分な部署が見受けられた。 

 現金出納簿には現金の出入及び残額を明確にし、収納金額を適切に管理する目的はもちろんであ

るが、「いつ」、「何が」、「いくら」保管されていたのかを正確に把握することにより、万一の

場合に、現金の流れの中から問題点を容易に追跡できるといった効果があるなど、現金を取り扱う

上で重要な役割を果たす帳簿である。 

 現金出納簿の必要性を十分に理解のうえ、事務改善に取り組まれたい。 

 また、前例踏襲された事務処理が日常業務の非効率に繋がっているものも一部で見受けられた。 

 前例や慣習に捉われることなく、常に日常業務の中に無駄や非効率なものはないか、誰が見ても

わかりやすい形式、表現となっているか等を点検し、事務改善に努められたい。 

 

 公金は、市民等から託された大切な金銭であることを職員一人ひとりが再認識し、より一層慎重

な運用がなされることを期待するものである。 

 

「掲示済」 
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教育委員会欄 
 

規 則 
 

 亀岡市立亀岡中学校若木の家管理規則の一部

を改正する規則をここに公布する。 

 

   平成３０年３月２２日 

 

         亀岡市教育委員会 

           教育長 田中太郎 

 

 亀岡市教育委員会規則第２号 

 

亀岡市立亀岡中学校若木の家管理

規則の一部を改正する規則 

 

 亀岡市立亀岡中学校若木の家管理規則（昭和

６２年亀岡市教育委員会規則第５号）の一部を

次のように改正する。 

 

 第１条及び第２条中「木の教育宿泊研修施

設」を「児童生徒地域交流施設」に改める。 

 第３条中「亀岡市教育委員会（以下「教育委

員会」」を「亀岡市教育委員会教育長（以下

「教育長」」に改める。 

 第４条中「次の各号に該当する場合に使用さ

せるものとする」を「市立小学校、中学校及び

義務教育学校が計画的に使用する場合に使用さ

せるものとする」に改め、同条各号を削る。 

 第５条第１項中「教育委員会」を「教育長」

に改め、同条第２項を削る。 

 第６条を削る。 

 第７条第１項中「第５条」を「前条」に、

「教育委員会」を「教育長」に改め、同条第２

項ただし書を次のように改める。 

 ただし、教育長がやむを得ない理由がある

と認めたときは、この限りでない。 

 第７条を第６条とする。 

 第８条中「教育委員会」を「教育長」に改め、

同条を第７条とし、第９条を第８条とする。 

 第１０条中「教育委員会」を「教育長」に改

め、同条を第９条とする。 

 第１１条を削り、第１２条を第１０条とする。 

 別記第１号様式及び別記第２号様式を次のよ

うに改める。 

 

別記様式 省略 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成３０年４月１日から施行

する。 

 （経過措置） 

２ この規則による改正前の亀岡市立亀岡中学

校若木の家管理規則第７条の規定によりなさ

れた申請及び第８条の規定による許可につい

ては、改正後の亀岡市立亀岡中学校若木の家

管理規則第６条及び第７条の規定によりなさ

れた行為とみなす。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市放課後児童健全育成事業の実施に関す

る条例施行規則の一部を改正する規則の一部を

改正する規則をここに公布する。 

 

   平成３０年３月２２日 

 

         亀岡市教育委員会 

           教育長 田中太郎 
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 亀岡市教育委員会規則第３号 

 

亀岡市放課後児童健全育成事業の実施に関する条例施行規則の一部を改正する規則の

一部を改正する規則 

 

 亀岡市放課後児童健全育成事業の実施に関する条例施行規則の一部を改正する規則（平成２９年

亀岡市教育委員会規則第１０号）の一部を次のように改正する。 

 

 第５条の改正規定の次に次の改正規定を加える。 

 別表中 

「 

保津小学校放課後児童会 亀岡市保津町構ノ内53番地 

                                          」 

を 

「 

保津小学校放課後児童会 亀岡市保津町弐番11番地1 

                                          」 

に改める。 

 別記第３号様式の改正規定の次に次の改正規定を加える。 

 附則第２項の表中 

「 

亀岡小学校放課後児童会 亀岡市内丸町15番地 

                                          」 

を 

「 

亀岡小学校放課後児童会 亀岡市内丸町15番地 

安詳小学校放課後児童会 亀岡市篠町篠中北裏68番地 

                                          」 

に、 

「 

保津小学校放課後児童会 亀岡市保津町構ノ内53番地 

                                          」 

を 

「 

千代川小学校放課後児童会 亀岡市千代川町北ノ庄国主ケ森21番地 

保津小学校放課後児童会 亀岡市保津町弐番11番地1 

つつじケ丘小学校放課後児童会 亀岡市西つつじケ丘霧島台1丁目1番地 

                                          」 
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に改める。 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成３０年４月１日から施行す

る。ただし、附則第２項の表中安詳小学校放課

後児童会、千代川小学校放課後児童会及びつつ

じケ丘小学校放課後児童会の改正規定は、平成

３０年４月８日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市立学校施設使用条例施行規則の一部を

改正する規則をここに公布する。 

 

   平成３０年３月２２日 

 

         亀岡市教育委員会 

           教育長 田中太郎 

 

 亀岡市教育委員会規則第４号 

 

亀岡市立学校施設使用条例施行規

則の一部を改正する規則 

 

 亀岡市立学校施設使用条例施行規則（平成 

１６年亀岡市教育委員会規則第１号）の一部を

次のように改正する。 

 

 第２条ただし書中「亀岡市教育委員会（以下

「教育委員会」という」を「亀岡市教育委員会

教育長（以下「教育長」という」に改める。 

 第３条第１項中「教育委員会」を「教育長」

に改め、同条第２項中「教育委員会」を「教育

長」に、「登録証」を「学校施設使用登録証

（別記第２号様式）」に改め、同条第３項中

「教育委員会」を「教育長」に改める。 

 第４条第１項中「登録証」を「学校施設使用

登録証」に、「学校施設使用許可申請書（別記

第２号様式）を当該学校の長を経由して教育委

員会に提出しなければならない。」を「学校施

設使用許可申請書兼許可書及び使用日誌（別記

第３号様式。以下「使用許可書等」という。）

を当該学校の長を経由して教育長に提出しなけ

ればならない。ただし、児童生徒地域交流施設

については、直接教育長に提出するものとす

る。」に改め、同条第２項中「教育委員会」を

「教育長」に、「学校施設使用許可書（別記第

３号様式。以下「使用許可書」という。）」を

「使用許可書等」に改める。 

 第５条中「管理者」を「教育長」に改める。 

 第６条第１項を次のように改める。 

第６条 使用者は、教育長が発する納入通知に

より条例第７条に規定する使用料を納入しな

ければならない。ただし、次条により使用料

を免除される場合を除く。 

 第７条第１項第５号中「教育委員会」を「教

育長」に改め、同条第２項中「別記第６号様

式」を「別記第４号様式」に、「学校施設使用

許可申請書」を「使用許可書等」に改め、同条

第３項中「教育委員会」を「教育長」に、「別

記第７号様式」を「別記第５号様式」に改める。 

 第８条第２項中「別記第８号様式」を「別記

第６号様式」に、「教育委員会」を「市長」に

改める。 

 第１０条第２号を次のように改める。 

⑵ 敷地内で喫煙しないこと。 

 第１１条第２項第３号中「教育委員会」を

「教育長」に改める。 

 別記第１号様式、別記第２号様式及び別記第

３号様式を次のように改める。 

 

別記様式 省略 
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 別記第４号様式中「亀岡市教育委員会 様」を「（宛先）亀岡市教育委員会教育長」に、 

「                 「 

 

                 を                 に改める。 

 

                」                 」 

 別記第５号様式中「亀岡市教育委員会」を「亀岡市教育委員会教育長」に改める。 

 別記第６号様式中「亀岡市教育委員会 様」を「（宛先）亀岡市長」に、「責任者住所」を「使

用責任者住所」に、 

「 

 

                                           」 

を 

「 

 

 

                                           」 

に改める。 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市社会教育指導員に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

   平成３０年３月２２日 

 

                        亀岡市教育委員会教育長 田中太郎 

 

 亀岡市教育委員会規則第５号 

 

亀岡市社会教育指導員に関する規則の一部を改正する規則 

 

 亀岡市社会教育指導員に関する規則（昭和４７年亀岡市教育委員会規則第２号）の一部を次のよ

備
 
考
 

 備
 
考
 

理 由 

1) 学校名   亀岡市立 

2) 使用施設  ア 屋内運動場(体育館) イ 格技場 ウ 小体育室 エ ミーティング室 

学校名   亀岡市立 

使用施設  ア 屋内運動場（体育館） イ 格技場 ウ 小体育室 エ ミーティング室 

      オ 児童生徒地域交流施設（研修室・第  会議室） 
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うに改正する。 

 

 第２条第１項中「年齢６５歳未満の」を削る。 

 第４条中「１週２４時間以上３６時間」を「１週１７時間以上２９時間」に改める。 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市教育委員会基本規則等の一部を改正する等の規則をここに公布する。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

                        亀岡市教育委員会教育長 田中太郎 

 

 亀岡市教育委員会規則第６号 

 

亀岡市教育委員会基本規則等の一部を改正する等の規則 

 

 （亀岡市教育委員会基本規則の一部改正） 

第１条 亀岡市教育委員会基本規則（昭和３１年亀岡市教育委員会規則第１号）の一部を次のよう

に改正する。 

 別表中 

「 

7 

 

亀岡市中央公民館長印 

 

7

 

24ミリ平方

 

〃 

     

1

 

亀岡市中央公

民館長 

                                         」 

を削り、「８」を「７」に、「９」を「８」に、「１０」を「９」に改める。 

 別掲中「 

 

 

 

 

              」 

 

７ 

亀 岡 市 

中 央 公 民 

館 長 印 
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を削り、「８」を「７」に、「９」を「８」

に、「１０」を「９」に改める。 

（亀岡市教育委員会事務局事務分掌規則の一

部改正） 

第２条 亀岡市教育委員会事務局事務分掌規則

（昭和４０年亀岡市教育委員会規則第３号）

の一部を次のように改正する。 

 別表第２社会教育課の項中「中央公民館及

び」を削る。 

 （亀岡市立図書館運営規則の一部改正） 

第３条 亀岡市立図書館運営規則（昭和４２年

亀岡市教育委員会規則第２号）の一部を次の

ように改正する。 

 第２２条第１項中「亀岡市中央公民館、亀

岡会館、」を削る。 

 第２５条第１項第１号中「き損」を「毀

損」に改める。 

 第２６条中「一に」を「いずれかに」に改

める。 

 第２８条中「き損」を「毀損」に改める。 

（亀岡市中央公民館使用条例施行規則の廃

止） 

第４条 亀岡市中央公民館使用条例施行規則

（昭和４５年亀岡市教育委員会規則第１号）

は、廃止する。 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成３０年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

教育長訓令 
 

 亀岡市教育委員会教育長訓令第１号 

 

               庁中一般 

 

 亀岡市教育委員会事務専決規程の一部を改正

する訓令を次のように定める。 

 

   平成３０年３月２３日 

 

         亀岡市教育委員会 

           教育長 田中太郎 

 

亀岡市教育委員会事務専決規程の

一部を改正する訓令 

 

 亀岡市教育委員会事務専決規程（昭和５３年

亀岡市教育委員会教育長訓令第１号）の一部を

次のように改正する。 

 

 第１条中「、亀岡市中央公民館（以下「中央

公民館」という。）の館長」を削る。 

 第２条中「学校施設」の次に「及び児童生徒

地域交流施設」を加える。 

 第１１条を削る。 

 第１０条中「第４条」を「第５条」に改め、

同条ただし書を削り、同条を第１１条とする。 

 第９条を第１０条とする。 

 第８条中第１号を削り、第２号を第１号とし、

同条第３号中「中央公民館、」を削り、「１件

１００，０００円以上及び２，０００，０００

円未満の支出負担行為の決定（負担金、補助金

及び交付金に関するものを除く。）及び   

１ 件 ２ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円 以 上       

２０，０００，０００円未満の支出命令に関す

ること」を「事務処理規程第１４条に規定する
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財務に関すること」に改め、同号を同条第２号

とし、同条を第９条とする。 

 第７条を次のように改める。 

 （学校教育課長の専決事項） 

第８条 学校教育課長は、第４条に掲げる事項

のほか、次に掲げる事項について専決するこ

とができる。 

⑴ 給食センター及び研究所の事務に係る事

務処理規程第１４条に規定する財務に関す

ること。ただし、所長が６級相当職員であ

るときは、この限りでない。 

⑵ 児童生徒地域交流施設の３日以内の目的

外使用許可に関すること。 

 第６条を第７条とする。 

 第５条中「前条」を「第４条」に改め、同条

第７号を削り、同条を第６条とする。 

 第４条の次に次の１条を加える。 

 （所長及び館長の共通専決事項） 

第５条 給食センターの所長、図書館の館長、

資料館の館長及び研究所の所長（以下「所長

及び館長」という。）は、次に掲げる事項に

ついて専決することができる。 

⑴ 事務処理規程第１４条に規定する庶務に

関すること及び人事に関すること。 

⑵ 事務処理規程第４２条に規定する財務に

関すること。ただし、所長及び館長が亀岡

市一般職員の給与に関する条例（昭和３０

年亀岡市条例第２５号）別表第２に規定す

る６級に相当する職員（以下「６級相当職

員」という。）であるときは、事務処理規

程第１４条に規定する財務に関すること。 

 第１２条から第１４条までの規定中「第４

条」を「第５条」に改め、ただし書を削る。 

 

   附 則 

 

 この訓令は、平成３０年４月１日から施行す

る。 

 亀岡市教育委員会教育長訓令第２号 

 

               庁中一般 

 

 学校その他の教育機関の長に対する事務補助

執行規程の一部を改正する訓令を次のように定

める。 

 

   平成３０年３月２３日 

 

         亀岡市教育委員会 

           教育長 田中太郎 

 

学校その他の教育機関の長に対す

る事務補助執行規程の一部を改正

する訓令 

 

 学校その他の教育機関の長に対する事務補助

執行規程（平成８年亀岡市教育委員会教育長訓

令第１号）の一部を次のように改正する。 

 

 第４条を次のように改める。 

 （所長及び館長に補助執行させる事務） 

第４条 亀岡市立学校給食センターの所長、亀

岡市立図書館の館長、亀岡市文化資料館の館

長及び亀岡市教育研究所の所長に補助執行さ

せる事項を次のとおり定める。 

 特に規定するもののほか、主管事務に係る

亀岡市事務処理規程（昭和５８年亀岡市訓令

第２号）別表第１に規定する財務に関するこ

と。 

 

   附 則 

 

 この訓令は、平成３０年４月１日から施行す

る。 
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 亀岡市教育委員会教育長訓令第３号 

 

               庁中一般 

 

 亀岡市立の小学校、中学校及び義務教育学校

に勤務する府費負担教職員の服務に関する規程

の一部を改正する訓令を次のように定める。 

 

   平成３０年３月３０日 

 

         亀岡市教育委員会 

           教育長 田中太郎 

 

亀岡市立の小学校、中学校及び義

務教育学校に勤務する府費負担教

職員の服務に関する規程の一部を

改正する訓令 

 

 亀岡市立の小学校、中学校及び義務教育学校

に勤務する府費負担教職員の服務に関する規程

（平成２年亀岡市教育委員会教育長訓令第１

号）の一部を次のように改正する。 

 

 別表の２の表⒃の項中「ある子」の次に  

「、満１８歳に達する日以後の最初の３月３１

日までの間にある障害のある子」を、「日数」

の次に「）（当該子のうちに３歳に満たない子

がいる職員にあっては、これらの日数に１を加

えた日数」を加え、同表⒅の項中 

「        「 

        を        に改める。 

       」        」 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この訓令は、平成３０年４月１日から施行

する。 

 （経過措置） 

２ この訓令の施行の際、現にこの訓令による

改正前の亀岡市立の小学校、中学校及び義務

教育学校に勤務する府費負担教職員の服務に

関する規程第６条の規定により、職員の配偶

者が死亡した場合に該当するものとして別表

の２の表⒅の項の休暇の承認を受けている職

員については、この訓令による改正後の亀岡

市立の小学校、中学校及び義務教育学校に勤

務する府費負担教職員の服務に関する規程別

表の２の表⒅の項の規定にかかわらず、なお

従前の例による。 

 

１０日 ７日 
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選挙管理委員会欄 
 

告 示 
 

 亀岡市選挙管理委員会告示第１号 

 

 亀岡市条例の制定又は改廃の請求に要する有

権者総数の５０分の１の数、亀岡市の事務の執

行に関する監査の請求に要する有権者総数の 

５０分の１の数及び合併協議会設置の請求に要

する有権者総数の５０分の１の数は、次のとお

りである。 

 

   平成３０年３月１日 

 

         亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 岡野宗忠 

 

１，４９７人 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市選挙管理委員会告示第２号 

 

 亀岡市議会の解散請求に要する有権者総数の

３分の１の数並びに亀岡市の市長、副市長、教

育長、教育委員会の委員、選挙管理委員、監査

委員及び亀岡市議会議員の解職請求に要する有

権者総数の３分の１の数は、次のとおりである。 

 

   平成３０年３月１日 

 

         亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 岡野宗忠 

 

２４，９４４人 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市選挙管理委員会告示第３号 

 

 合併協議会設置協議について選挙人の投票に

付する請求に要する有権者総数の６分の１の数

は、次のとおりである。 

 

   平成３０年３月１日 

 

         亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 岡野宗忠 

 

１２，４７２人 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市選挙管理委員会告示第４号 

 

 平成３０年４月８日執行予定の京都府知事選

挙におけるポスター掲示場の設置場所を次のよ

うに定める。 

 

   平成３０年３月１６日 

 

         亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 岡野宗忠 

 

省  略 

 

「掲示済」 
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 亀岡市選挙管理委員会告示第５号 

 

 亀岡市条例の制定又は改廃の請求に要する有

権者総数の５０分の１の数、亀岡市の事務の執

行に関する監査の請求に要する有権者総数の 

５０分の１の数及び合併協議会設置の請求に要

する有権者総数の５０分の１の数は、次のとお

りである。 

 

   平成３０年３月２１日 

 

         亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 岡野宗忠 

 

１，４９８人 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市選挙管理委員会告示第６号 

 

 亀岡市議会の解散請求に要する有権者総数の

３分の１の数並びに亀岡市の市長、副市長、教

育長、教育委員会の委員、選挙管理委員、監査

委員及び亀岡市議会議員の解職請求に要する有

権者総数の３分の１の数は、次のとおりである。 

 

   平成３０年３月２１日 

 

         亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 岡野宗忠 

 

２４，９５４人 

 

「掲示済」 

 亀岡市選挙管理委員会告示第７号 

 

 合併協議会設置協議について選挙人の投票に

付する請求に要する有権者総数の６分の１の数

は、次のとおりである。 

 

   平成３０年３月２１日 

 

         亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 岡野宗忠 

 

１２，４７７人 

 

「掲示済」 
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 亀岡市選挙管理委員会告示第８号 

 

 平成３０年４月８日執行の京都府知事選挙における投票管理者及び同職務代理者を次のとおり選

任した。 

 

   平成３０年３月２２日 

 

                      亀岡市選挙管理委員会委員長 岡野宗忠 

 

平成３０年４月８日 京都府知事選挙 投票管理者・同職務代理者一覧表 

地区名 
投票区 

番 号 

投 票 管 理 者 同 職 務 代 理 者 

氏  名 住    所 氏  名 住    所 

亀 岡 
1 竹 内 光 雄 省略 服 部 哲 也 省略 

2 武 内 政 一 省略 酒 井 敬 仁 省略 

東別院 3 今 井 淳 喜 省略 山 下 直 高 省略 

西別院 
5 石 田 敏 之 省略 齋 田 善 弘 省略 

6 大 年   功 省略 川 田 昌 亮 省略 

曽我部 
7 坂 口 博 實 省略 今 西 恵 一 省略 

8 能 勢 博 司 省略 数 井 克 俊 省略 

吉 川 9 美 馬 義 晴 省略 原 田 啓 子 省略 

薭田野 
10 桂   尚 美 省略 松 本   久 省略 

11 森   好 次 省略 坂 田 泰 孝 省略 

本 梅 
12 西 村 久 子 省略 森   英 美 省略 

13 今 西 紘 史 省略 森   敏 郎 省略 

畑 野 
14 山 内   勇 省略 齊 藤 和 則 省略 

15 谷 口 文 雄 省略 竹 村 直 樹 省略 

宮 前 

16 井 内 克 久 省略 眞里谷   努 省略 

17 森   康 平 省略 三 宅 晃 圓 省略 

18 沖 野 正 美 省略 内 藤 一 彦 省略 

大 井 
19 眞 継 公 哉 省略 田 中   悟 省略 

20 齋 藤   隆 省略 森 田 幸 治 省略 

千代川 
21 湯 浅 美樹雄 省略 山 口 悟 史 省略 

22 俣 野 源 幸 省略 俣 野 孝 明 省略 

馬 路 

23 松 村 淳 一 省略 橋 本 泰 典 省略 

24 人 見   實 省略 佐 藤 知 草 省略 

25 古 市 幸 弘 省略 中 野 明 之 省略 

旭 
26 平 井 厚 生 省略 平 井   透 省略 

27 市 原 靖 夫 省略 川 勝 洋 太 省略 

千 歳 

28 渡 邉 正 満 省略 吉 田 千 春 省略 

29 廣 瀬 英 子 省略 西 山   寛 省略 

30 名 倉   勝 省略 鈴 木   智 省略 

河原林 
31 福 島 美 樹 省略 綾 野 昌 弘 省略 

32 関     彰 省略 岩 本 尚 志 省略 

保 津 33 廣 瀨 文 章 省略 山 口 福 子 省略 

東本梅 
35 日下部 雅 夫 省略 松 永 恵理子 省略 

36 中 西   顯 省略 土 川 有 紀 省略 

篠 37 木 村 憲 文 省略 柳 谷 政 人 省略 

篠・東つつじ 38 山 田 音 弘 省略 岩 崎 盛 雄 省略 

西つつじ 39 石 黒   健 省略 大西平四郎成人 省略 

亀 岡 40 芳 野 重 德 省略 太 田 健一郎 省略 

篠 41 山 本   巖 省略 髙 木   学 省略 

南つつじ 42 山 田   実 省略 名 倉 真 也 省略 

東別院 43 濱 井 一 夫 省略 大 石 利 之 省略 

篠 44 小 谷   充 省略 木 村 公 一 省略 

「掲示済」 
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第８７９号平成３０年４月１６日発行 

 亀岡市選挙管理委員会告示第９号 

 

 平成３０年４月８日執行の京都府知事選挙における各投票区の投票所を次のように定める。 

 

   平成３０年３月２２日 

 

                      亀岡市選挙管理委員会委員長 岡野宗忠 

 

投票区名 投票所の施設 所在地 

第 １ 投票区 亀岡小学校 亀岡市内丸町１５番地 

第 ２ 投票区 亀岡市役所市民ホール 亀岡市安町野々神８番地 

第 ３ 投票区 東別院町ふれあいセンター 亀岡市東別院町東掛一アン１５番地の８ 

第 ５ 投票区 亀岡市西別院生涯学習センター 亀岡市西別院町柚原佃１７番地 

第 ６ 投票区 犬甘野児童館 亀岡市西別院町犬甘野霜ノ下２、３、４番地 

第 ７ 投票区 曽我部公民館 亀岡市曽我部町南条北荒水代４－１ 

第 ８ 投票区 寺区公民館 亀岡市曽我部町寺広畑１２番地 

第 ９ 投票区 吉川公民館 亀岡市吉川町吉田沢６３番地 

第１０投票区 亀岡市薭田野生涯学習センター 亀岡市薭田野町佐伯西ノ辻９番地の１ 

第１１投票区 奥条公民館 亀岡市薭田野町奥条大仲１７番地 

第１２投票区 ほんめ町ふれあいセンター 亀岡市本梅町井手梅原３番地 

第１３投票区 西加舎公民館 亀岡市本梅町西加舎塩賀１４番地の１ 

第１４投票区 畑野町公民館 亀岡市畑野町千ケ畑西山５番地の１ 

第１５投票区 土ケ畑公民館 亀岡市畑野町土ケ畑堂ノ下１９番地 

第１６投票区 宮川公民館 亀岡市宮前町宮川谷ノ下１０３番地 

第１７投票区 神前ふれあいサロン 亀岡市宮前町神前平見１番地の１ 

第１８投票区 猪倉公民館 亀岡市宮前町猪倉森ノ下１０番地 

第１９投票区 大井小学校 亀岡市大井町並河１丁目３番１号 

第２０投票区 小金岐区会議所 亀岡市大井町小金岐馬場崎２１番地 

第２１投票区 千代川町自治会館 亀岡市千代川町北ノ庄国主ケ森１９番地 

第２２投票区 北ノ庄会議所 亀岡市千代川町北ノ庄市場２番地 

第２３投票区 馬路生涯学習センター 亀岡市馬路町流川２番地の１ 

第２４投票区 池尻区公民館 亀岡市馬路町池尻６０番地の１ 

第２５投票区 馬路老人センター 亀岡市馬路町小米田４５番地の４ 

第２６投票区 旭コミュニティセンター 亀岡市旭町年角２５番地 

第２７投票区 山階公民館 亀岡市旭町岩ケ谷８２番地 

第２８投票区 国分公民館 亀岡市千歳町国分西垣内１５番地の１ 

第２９投票区 千歳町自治会事務所 亀岡市千歳町千歳垣根２番地の３ 

第３０投票区 出雲公民館 亀岡市千歳町千歳南所２６番地 

第３１投票区 亀岡市河原林生涯学習センター 亀岡市河原林町河原尻上六反田９番地の１ 

第３２投票区 勝林島会議所 亀岡市河原林町勝林島稲荷５３番地 

第３３投票区 保津小学校 亀岡市保津町構ノ内２０番地 

第３５投票区 赤熊公民館 亀岡市東本梅町赤熊南垣内２２ 

第３６投票区 大内営農センター 亀岡市東本梅町大内上条３０番地 

第３７投票区 安詳小学校 亀岡市篠町篠中北裏６８番地 

第３８投票区 東つつじケ丘ふれあいセンター 亀岡市東つつじケ丘都台３丁目６番７号 

第３９投票区 西つつじケ丘ふれあいセンター 亀岡市西つつじケ丘大山台１丁目１２番１３号

第４０投票区 亀岡市文化資料館 亀岡市古世町中内坪１番地 

第４１投票区 詳徳小学校 亀岡市篠町柏原田中３番地の１ 

第４２投票区 亀岡市南つつじケ丘コミュニティセンター 亀岡市南つつじケ丘大葉台２丁目４３番１号 

第４３投票区 見立自治会館 亀岡市東別院町鎌倉見立１９番地１７１号 

第４４投票区 西山区集会所 亀岡市篠町王子唐櫃越 1 番地５１ 

「掲示済」 
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第８７９号平成３０年４月１６日発行 

 亀岡市選挙管理委員会告示第１０号 

 

 平成３０年４月８日執行の京都府知事選挙に

おける投票記載場所の氏名掲示の掲載順序を定

めるくじを行う場所及び日時を次のように定め

る。 

 

   平成３０年３月２２日 

 

         亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 岡野宗忠 

 

１ 場 所  亀岡市安町野々神８番地 

       亀岡市役所 

 

２ 日 時  平成３０年３月２２日 

       午後５時３０分 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市選挙管理委員会告示第１１号 

 

 平成３０年４月８日執行の京都府知事選挙に

おける期日前投票所を次のように定める。 

 

   平成３０年３月２２日 

 

         亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 岡野宗忠 

 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市役所 市民ホール 

 

「掲示済」 
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第８７９号平成３０年４月１６日発行 

 亀岡市選挙管理委員会告示第１２号 

 

 平成３０年４月８日執行の京都府知事選挙における期日前投票所に係る投票管理者及び同職務代

理者を次のとおり選任した。 

 

   平成３０年３月２２日 

 

                      亀岡市選挙管理委員会委員長 岡野宗忠 

 

平成３０年４月８日執行 京都府知事選挙 

期日前投票所における投票管理者・同職務代理者 一覧表 

職務を行うべき日 
投 票 管 理 者  同職務代理者  

氏  名 住    所 氏  名 住    所 

平成30年3月23日 岩 﨑 多 良 省略 岡 野 宗 忠 省略 

平成30年3月24日 俣 野 健一郎 省略 八 田 成 雄 省略 

平成30年3月25日 岩 﨑 多 良 省略 俣 野 健一郎 省略 

平成30年3月26日 八 田 成 雄 省略 岡 野 宗 忠 省略 

平成30年3月27日 俣 野 健一郎 省略 岡 野 宗 忠 省略 

平成30年3月28日 岩 﨑 多 良 省略 岡 野 宗 忠 省略 

平成30年3月29日 八 田 成 雄 省略 岩 﨑 多 良 省略 

平成30年3月30日 俣 野 健一郎 省略 八 田 成 雄 省略 

平成30年3月31日 俣 野 健一郎 省略 岡 野 宗 忠 省略 

平成30年4月1日 八 田 成 雄 省略 岡 野 宗 忠 省略 

平成30年4月2日 岩 﨑 多 良 省略 俣 野 健一郎 省略 

平成30年4月3日 俣 野 健一郎 省略 岩 﨑 多 良 省略 

平成30年4月4日 八 田 成 雄 省略 岡 野 宗 忠 省略 

平成30年4月5日 岩 﨑 多 良 省略 岡 野 宗 忠 省略 

平成30年4月6日 八 田 成 雄 省略 岩 﨑 多 良 省略 

平成30年4月7日 俣 野 健一郎 省略 八 田 成 雄 省略 

 

「掲示済」 
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第８７９号平成３０年４月１６日発行 

 亀岡市選挙管理委員会告示第１３号 

 

 平成３０年４月８日執行の京都府知事選挙に

おける開票管理者及び同職務代理者を次のとお

り選任した。 

 

   平成３０年３月２２日 

 

         亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 岡野宗忠 

 

開票管 理 者 省略 岡 野 宗 忠

同職務代理者 省略 岩 﨑 多 良

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市選挙管理委員会告示第１４号 

 

 平成３０年４月８日執行の京都府知事選挙の

開票の場所及び日時を次のように定める。 

 

   平成３０年３月２２日 

 

         亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 岡野宗忠 

 

１ 開票場所 

ガレリアかめおか 

亀岡市余部町宝久保１番地の１ 

２ 開票日時 

平成３０年４月８日 

午後９時１０分 

 

「掲示済」 

 亀岡市選挙管理委員会告示第１５号 

 

 平成３０年４月８日執行の京都府知事選挙に

おける亀岡市開票区の開票立会人を定めるくじ

を行う場所及び日時を次のように定める。 

 

   平成３０年３月２２日 

 

         亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 岡野宗忠 

 

１ 場 所  亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市役所 

 

２ 日 時  平成３０年４月５日 

午後５時００分 

 

「掲示済」 
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第８７９号平成３０年４月１６日発行 

公平委員会欄 
 

規 則 
 

 管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正

する規則をここに公布する。 

 

   平成３０年３月２７日 

 

         亀岡市公平委員会 

           委員長 小田博子 

 

 亀岡市公平委員会規則第１号 

 

管理職員等の範囲を定める規則の

一部を改正する規則 

 

 管理職員等の範囲を定める規則（昭和４１年

亀岡市公平委員会規則第１号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 

 別表第２中 

「 

児童館 館長 

中央公民館 館長 

学校給食センター 所長 

                    」 

を 

「 

児童館 館長 

学校給食センター 所長 

                    」 

に改め、同表備考中第１０項を削り、第１１項

を第１０項とし、第１２項から第１４項までを

１項ずつ繰り上げる。 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成３０年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 
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第８７９号平成３０年４月１６日発行 

上下水道部欄 
 

規 程 
 

 亀岡市水道事業給水条例施行規程を次のよう

に定める。 

 

   平成３０年３月１５日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市上下水道事業管理規程第１号 

 

亀岡市水道事業給水条例施行規程 

 

 亀岡市上水道事業給水条例施行規程（昭和 

５８年亀岡市公営企業管理規程第１１号）の全

部を改正する。 

 

目次 

第１章 総則（第１条） 

第２章 給水装置の工事及び費用（第２条－

第１４条） 

第３章 給水（第１５条－第２２条） 

第４章 料金等（第２３条－第３１条） 

第５章 貯水槽水道（第３２条） 

第６章 雑則（第３３条・第３４条） 

附則 

 

    第１章 総則 

 

 （趣旨） 

第１条 この規程は、別に定めるもののほか、

亀岡市水道事業給水条例（平成２９年亀岡市

条例第３２号。以下「条例」という。）の施

行に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

    第２章 給水装置の工事及び費用 

 

 （給水の方式）  

第２条 給水の方式は、次のとおりとする。 

⑴ 直結方式 給水栓まで直接給水するもの 

⑵ 受水槽方式 受水槽への給水口まで給水

するもの 

２ 前項各号に掲げる給水の方式は、給水装置

ごとに水の使用量及び使用箇所等を勘案し、

水道事業の管理者の権限を行う市長（以下

「管理者」という。）が定める。 

 （給水装置の設置基準） 

第３条 給水装置は、１敷地に１装置とする。

ただし、次に掲げる場合で管理者が承認した

ときは、１敷地に２以上の独立した系統の給

水装置を設置することができる。 

⑴ ２以上の用途又は世帯が使用するための

給水装置 

⑵ 常時給水を必要とする事業所等において、

水道事故等で断水することにより甚大な被

害が生じると管理者が認めたとき。 

 （給水装置の構成） 

第４条 給水装置は、分水栓、給水管、止水栓、

給水栓及び水道メーター（以下「メーター」

という。）等をもって構成する。ただし、管

理者が必要がないと認めるときは、その一部

を設けないことができる。 

２ 管理者が、水質、配水管等の水道施設及び

他の給水装置等への影響がないと認めたとき

は、増圧給水設備を設けることができる。 

 （給水装置工事の申込み） 

第５条 条例第５条第１項に規定する給水装置

工事の申込みは、給水装置工事申込書（別記

第１号様式）により行うものとする。 

２ 管理者は、前項の申込みを承認したときは、

給水装置工事承認書（別記第２号様式）によ

り申込者に通知するものとする。 

 （利害関係人の同意書等の提出） 
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第６条 条例第５条第２項の規定により管理者

が提出を求める書類は、次の各号の場合にお

いて、当該各号に定める書類とする。 

⑴ 給水装置の新設等のため他人の所有地に

給水管又は配水管を埋設しようとするとき 

 水道管私有地埋設承諾書（別記第３号様

式） 

⑵ その他特別の理由があるとき 管理者が

求める書類 

２ 前項に規定するもののほか、管理者が必要

と認めるときは、当該給水装置工事の申込み

に係る土地・家屋の登記事項証明書及び建築

物の確認通知書等の提出を求めることができ

る。 

 （配水施設等の設置申請） 

第７条 条例第６条第２項本文に規定する配水

施設等の設置の申請は、配水施設等設置申請

書（別記第４号様式）により行うものとする。 

 （配水施設等の申込者による施行） 

第８条 条例第６条第２項ただし書の規定によ

り配水施設等工事の施行許可を受けようとす

る者は、配水施設等工事施行許可申請書（別

記第５号様式）を管理者に提出しなければな

らない。 

２ 前項の申請書を提出しようとする者は、次

の各号について配水施設等工事施行許可事前

協議書（別記第６号様式）により、あらかじ

め管理者と協議しなければならない。 

⑴ 既設配水管の給水能力及び配水管の布設

計画の概要 

⑵ 取出口径及び工法 

⑶ 布設口径（区域内、区域外） 

⑷ 消火栓等附属設備 

⑸ 設計業者及び施行業者 

⑹ 費用負担 

⑺ その他管理者が必要と認めた事項 

３ 管理者は、第１項の配水施設等工事施行許

可申請書を審査し、法令及び管理者が別に定

める基準に照らして適切であると認めたとき

は、配水施設等工事施行許可書（別記第７号

様式）を交付するものとする。 

４ 前項の許可書の交付を受けた者は、竣工検

査に合格したときは、配水施設等帰属申出書

（別記第８号様式）を管理者に提出しなけれ

ばならない。 

５ 管理者は、前項の帰属申し出を受諾したと

きは、配水施設等帰属受諾書（別記第９号様

式）により申出者に通知するものとする。 

 （配水施設等工事負担金） 

第９条 条例第８条の規定により管理者が徴収

する配水施設等工事負担金の額は、次の各号

に掲げる額の合計額とする。 

⑴ 管理者が施行する工事に要する額 

⑵ 管理者が施行又は認定した配水施設等工

事の実施設計における工事価格（千円未満

の端数があるときは、これを切り捨てた

額）に１００分の５を乗じて得た額に  

１００分の８を乗じて得た額 

 （給水装置工事の設計審査） 

第１０条 条例第９条第１項の規定により指定

給水装置工事事業者が工事を施行しようとす

るときは、給水装置工事施行承認申請書（別

記第１０号様式）を管理者に提出し、設計審

査を受けなければならない。 

２ 前項の場合において、公道下の給水装置工

事に係る道路占用許可申請を管理者に委任し

ようとするときは、道路占用申請依頼書（別

記第１１号様式）を管理者に提出するものと

する。 

３ 条例第９条第２項の規定により管理者が設

計審査を行う範囲は、次のとおりとする。 

⑴ 直結方式のものにあっては、配水管又は

他の給水管との分岐点から給水栓まで 

⑵ 受水槽方式のものにあっては、配水管又

は他の給水管との分岐点から受水槽への給

水口まで 
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４ 前項第２号の場合においては、受水槽以下

の設計図を併せて管理者に提出しなければな

らない。 

５ 管理者は、設計内容を審査の結果、適当と

認めたときは、条例第３６条に規定する加入

金が納付された後に、給水装置工事施行承認

書（別記第１２号様式）により申請者に通知

するものとする。 

 （給水装置工事の竣工検査） 

第１１条 条例第９条第２項の規定により給水

装置工事の竣工検査を受けようとする者は、

工事完了後５日以内に給水装置工事竣工検査

申請書（別記第１３号様式）を管理者に提出

しなければならない。 

２ 管理者は、前項の検査の結果、適当と認め

たときは、給水装置工事竣工検査合格証（別

記第１４号様式）により申請者に通知するも

のとする。 

 （給水装置工事の変更及び取消し） 

第１２条 給水装置工事の申込者は、給水装置

工事を変更し、中止し、又は取り消そうとす

るときは、直ちに給水装置工事変更（中止、

取消）届（別記第１５号様式）により管理者

に届け出なければならない。 

２ 給水装置工事の申込者が管理者が指定する

期日までに負担金、加入金及び手数料を納付

しないときは、給水装置工事の申込みを取り

消したものとみなす。 

 （給水装置の施行基準） 

第１３条 条例第９条の規定により給水装置工

事を設計し施行する場合の基準は、法令及び

条例に定めるもののほか、次に掲げるとおり

とする。 

⑴ 給水装置を新設する場合の口径は、２０

ミリメートル以上とする。ただし、水量が

不足するおそれのない場所であって管理者

が認めるときは、１３ミリメートルとする

ことができる。 

⑵ 既存の口径１３ミリメートルの給水装置

において、建物の増改築等により給水装置

を改造する場合は、２０ミリメートル以上

に増径するものとする。ただし、改造後の

水栓数が５栓以下のとき又は十分な水量が

供給できないおそれがあることを申込者が

了承するときは、この限りでない。 

⑶ 給水管は、原則として口径が３００ミリ

メートル以下で、かつ、管理者が認めた配

水管から分岐するものとし、その際の給水

管の口径は、分岐元の配水管の口径より２

段階以上小さいものとする。 

⑷ メーターの口径は、給水管の口径と同一

とする。ただし、管理者が特に必要と認め

る場合は、１段階を限度に給水管の口径よ

り小さいものとすることができる。 

⑸ メーターの口径と同一口径の給水管を設

置することにより、明らかに給水能力が不

足すると認められるときは、条例第６条第

２項の規定により必要な延長の配水管を設

置するものとする。 

⑹ 給水装置工事をしようとする敷地内に不

要と認められる別の給水装置が残存してい

るときは、当該給水装置を撤去するものと

する。 

⑺ 前各号に定めるもののほか、必要な事項

は、管理者が別に定める。 

 （工事費の算出方法） 

第１４条 条例第１２条に規定する管理者が施

行する給水装置工事の費用の算出は、次の各

号による。 

⑴ 設計費は、給水管の呼び径及び給水工事

の種類に応じて管理者が別に定める。 

⑵ 材料費は、その工事に使用する材料の数

量に管理者が別に定める材料価額を乗じて

算出する。 

⑶ 運搬費は、配管材料、機械、工具等を対

象として管理者が別に定める。 
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⑷ 労力費は、管類の継手作業、栓類の取付

作業、掘削作業その他の作業に従事する配

管工又は人夫の賃金の額を乗じて算出する

こととし、労力費算出歩掛、配管工及び人

夫の賃金の額については、管理者が別に定

める。 

⑸ 道路復旧費は、その工事による道路の掘

削跡復旧面積に管理者が別に定める単価額

を乗じて算出する。ただし、砂利道路その

他道路管理者が復旧するものについては、

道路管理者が別に定める。 

⑹ 工事監督費及び間接経費は、それぞれ材

料費と労力費の合計額に管理者が別に定め

る率を乗じて算出する。 

 

    第３章 給水 

 

 （給水契約の申込み） 

第１５条 条例第１８条に規定する給水契約の

申込みは、給水契約申込書（別記第１６号様

式）により行うものとする。ただし、当該申

込書以外によることを妨げない。 

 （代理人の選定等の届出） 

第１６条 条例第１９条の規定による給水装置

の所有者の代理人の設置又は変更の届出は、

代理人設置（変更）届（別記第１７号様式）

により行うものとする。 

 （総代人の選定等の届出） 

第１７条 条例第２０条の規定による総代人の

選定又は変更の届出は、総代人選定（変更）

届（別記第１８号様式）により行うものとす

る。 

 （メーターの設置基準） 

第１８条 条例第２１条第２項に規定するメー

ターは、次の基準により設置する。ただし、

管理者がこの基準により難いと認めたときは、

この限りでない。 

⑴ メーターは、直結方式にあっては給水装

置ごとに１個、受水槽方式にあっては受水

槽ごとに１個とする。 

⑵ メーターの設置位置は、公道に近接する

敷地内で、公道との境界から１メートル以

内で、かつ、公道から高低差１メートル以

内とする。 

 （メーターの貸与及び保管） 

第１９条 条例第２２条第１項に規定するメー

ターの貸与は、水道メーター出庫申請書兼保

管証（別記第１９号様式）により行うものと

する。 

２ メーターの貸与を受けた者は、メーターの

設置場所にその点検又は機能を妨害するよう

な物を置き、又は工作物を設けてはならない。 

３ 前項の規定に違反したときは、条例第４４

条第２号の規定を適用し、その者の給水を停

止することができる。 

４ 水道の使用者又は総代人若しくは給水装置

の所有者（以下「水道使用者等」という。）

は、メーター及び附属器具を亡失し、又は毀

損したときは、直ちに、管理者に届け出なけ

ればならない。 

 （メーターの位置変更） 

第２０条 水道使用者等は、メーターの位置を

変更しようとするときは、管理者に申し出な

ければならない。 

２ 前項の変更に要する費用は、水道使用者等

の負担とする。 

 （届出） 

第２１条 条例第２３条第１項各号に該当する

場合の届出は、次の各号に定める届出書によ

り行うものとする。 

⑴ 水道の使用をやめるとき 水道使用中止

届（別記第２０号様式） 

⑵ 演習のため消火栓を使用するとき 消火

栓使用届（別記第２１号様式） 

⑶ 臨時用に使用するとき 水道臨時使用届

（別記第２２号様式） 
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２ 条例第２３条第２項各号に該当する場合の

届出は、次の各号に定める届出書により行う

ものとする。 

⑴ 水道の使用者の氏名又は住所に変更が 

あったとき 水道使用者変更届（別記第 

２３号様式） 

⑵ 共用給水装置の使用戸数等に異動があっ

たとき 共用給水装置使用戸数等異動届

（別記第２４号様式） 

 （給水装置等の検査） 

第２２条 条例第２５条第１項に規定する給水

装置又はメーターの機能若しくは水質の検査

の請求は、給水装置等検査請求書（別記第 

２５号様式）により行うものとする。 

２ 条例第２５条第２項に規定する特別の費用

を要するときとは、次の各号のいずれかに該

当する場合とする。 

⑴ 給水装置について、その構造、材質若し

くは機能又は漏水について通常の検査以外

の検査を行うとき。 

⑵ 水質について、色及び濁り並びに消毒の

残留効果に関する検査等飲料の適否に関す

る検査以外の検査を行うとき。 

３ 管理者が検査の必要がないと認める相当の

理由があるときは、検査の請求を拒むことが

ある。 

 

    第４章 料金等 

 

 （資料提出の請求） 

第２３条 管理者は、条例第２９条に規定する

使用水量を認定しようとするときは、水道の

使用者に必要な資料の提出を求めることがで

きる。 

 （使用中止の届出のない場合の料金） 

第２４条 条例第２３条第１項の規定による水

道の使用の中止の届出がないときは、水を使

用しない場合でも基本料金を徴収する。 

 （料金概算額の徴収） 

第２５条 条例第３３条第１項に規定する臨時

使用の場合の概算料金の前納額は、土木工事、

建設工事、興行等のため、臨時に給水装置を

使用する場合において、使用予定期間中の料

金概算額とする。 

 （料金等の納期限） 

第２６条 料金その他条例の規定による納入金

の納期限は、次の各号に定めるところによる。 

⑴ 料金にあっては、納入通知書の方法によ

る場合は、納入通知書を発した日の翌日か

ら１４日とし、口座振替の方法による場合

は、管理者が別に定める振替指定日とする。 

⑵ 手数料その他の納入金にあっては、納入

通知書を発した日の翌日から１４日とする。 

 （口径加入金） 

第２７条 条例第３６条第１項の表の１の部の

管理者が定める口径加入金の額は、次のとお

りとする。 

メーターの口径 加入金の額 

１５０ミリメートル ７，５００，０００円

２００   〃 １０，０００，０００円

 （給水面積加入金） 

第２８条 条例第３６条第１項の表の２の部に

規定する給水対象敷地面積は、次に掲げる土

地の登記簿上の面積とする。ただし、管理者

が認めたときは、実測面積とすることができ

る。 

⑴ 給水を必要とする施設のある土地 

⑵ 給水を必要とする施設を設置しようとす

る土地 

⑶ 前２号のほか、管理者が給水対象敷地と

認めた土地 

２ 条例第３６条第１項の表の２の部に規定す

る宅地造成地の造成敷地から除く公共用地は、

道路、緑地、広場、河川、運河及びその他水

路の用に供する用地とする。 

３ 前項の公共用地の用途を変更し、給水の申
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込みをする場合は、用途変更面積に応じた給

水面積加入金を徴収する。 

 （水道未普及地域加入金等） 

第２９条 条例第３６条第２項の表の１の部に

規定する管理者が規程で定める区域及び加入

金の額は、次のとおりとする。 

給水区域 加入金の額 

畑野町の一部の区域 ９８０，０００円

２ 条例第３６条第２項の表の２の部に規定す

る管理者が規程で定める区域及び加入金の額

は、次のとおりとする。 

給水区域 加入金の額 

旧犬甘野簡易水道の給水区域 １１０，０００円

旧柚原簡易水道の給水区域 ５０，０００円

 （加入金の徴収の特例） 

第３０条 条例第３６条第３項ただし書の規定

により管理者が特に認める場合は、条例第６

条第２項ただし書の規定による配水施設等工

事に併せて給水装置の一部を新設する場合で

あって、内部装置に係る給水装置工事の申込

時にその工事申込者から口径加入金、水道未

普及地域加入金及び旧簡易水道地域加入金を

徴収する場合とする。 

 （料金等の軽減又は免除） 

第３１条 条例第３９条の規定により軽減又は

免除を受けようとする者は、必要書類を添付

し、水道料金等減免等申請書（別記第２６号

様式）を管理者に提出しなければならない。 

２ 管理者は、前項の申請があった場合は、審

査のうえ、減額又は免除の適否を決定し、水

道料金等減免等決定通知書（別記第２７号様

式）により申請者に通知するものとする。 

 

    第５章 貯水槽水道 

 

 （簡易専用水道以外の貯水槽水道の管理等） 

第３２条 条例第４１条第２項の規定による簡

易専用水道以外の貯水槽水道の設置者は、京

都府小規模貯水槽水道衛生管理指導要領に定

める管理基準に基づいた管理及び管理の状況

に関する検査の実施に努めなければならない。 

 

    第６章 雑則 

 

 （従事者証の提示） 

第３３条 管理者は、水道法第１７条第１項の

規定による給水装置の検査及び条例の規定に

よる水道メーターの点検、水道料金の徴収、

給水の停止その他給水業務に従事する職員に

給水装置立入検査員証又は水道給水業務従事

者証（別記第２８号様式）を交付する。 

２ 前項の業務に従事する職員は、当該証票を

携帯し、関係者の請求があったときは、これ

を提示しなければならない。 

 （委任） 

第３４条 この規程に定めるもののほか、必要

な事項は、管理者が別に定める。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この規程は、平成３０年４月１日から施行

する。 

 （経過措置） 

２ この規程の施行前に改正前の亀岡市上水道

事業給水条例施行規程（昭和５８年亀岡市公

営企業管理規程第１１号）に基づいてなされ

た許可、届出その他の行為でこの規程中相当

する規定があるものは、この規程によりなさ

れたものとみなす。 

３ この規程の施行の際現に存する予納金の取

扱いについては、なお従前の例による。 

４ この規程の施行の際現に使用している様式

は、当分の間所要の修正をして使用すること

ができる。 
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別記様式 省略 

 

「掲示済」 

 

告 示 
 

 亀岡市上下水道部告示第１号 

 

 公共下水道の供用及び汚水の処理を開始する

ので、下水道法（昭和３３年法律第７９号）第

９条の規定に基づき、次のとおり告示する。 

 その関係図書は、平成３０年３月１６日から

平成３０年３月３０日までの期間、亀岡市上下

水道部お客様サービス課において、縦覧に供す

る。 

 

   平成３０年３月１６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 供用及び汚水の処理を開始する年月日 

平成３０年３月３１日 

２ 供用及び汚水の処理を開始する区域 

千代川町湯井艮筋、高野林高ノ畑、大井町

小金岐、並河（前脇・堂又・亀ケ渕・２丁

目）、余部町（清水又・樋又・法蔵寺・北

町川筋）、上矢田町下垣内、中矢田町（才

ノ溝・馬場ノ溝）、東つつじケ丘都台２丁

目、篠町篠上中筋、夕日ケ丘３丁目、浄法

寺中村、馬堀伊賀ノ辻、曽我部町法貴茶屋

下又、寺長縄手、吉川町穴川平等寺、吉田

天田、薭田野町佐伯西ノ辻の各一部 

３ 供用及び汚水の処理を開始する排水施設の

合流式又は分流式の別 

分流式 

４ 汚水の処理を開始する終末処理場の位置及

び名称 

（１）位 置：京都府亀岡市三宅町八田１番地 

（２）名 称：亀岡市年谷浄化センター 

 

「掲示済」 
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市立病院欄 
 

規 程 
 

 亀岡市立病院処務規程等の一部を改正する規

程を次のように定める。 

 

   平成３０年３月３０日 

 

    亀岡市病院事業管理者 玉井和夫 

 

 亀岡市病院事業管理規程第１号 

 

亀岡市立病院処務規程等の一部を

改正する規程 

 

 （亀岡市立病院処務規程の一部改正） 

第１条 亀岡市立病院処務規程（平成１６年亀

岡市病院事業管理規程第２号）の一部を次の

ように改正する。 

 第２条及び第３条中「地域連携室」を「患

者支援センター」に改める。 

 第４条第１項中「、消化器センター長」を

削り、同条第４項中「地域連携室」を「患者

支援センター」に改める。 

 第５条第２項を削り、同条第３項中「及び

消化器センター長」を削り、同項を同条第２

項とし、同条第４項第１号中「、消化器セン

ター長」を削り、同項を同条第３項とし、同

条第５項中「、消化器センター長」を削り、

同項を同条第４項とし、同条第６項中「地域

連携室」を「患者支援センター」に改め、同

項第１号中「、消化器センター長」を削り、

同項を同条第５項とし、同条第７項第１号中

「、消化器センター長」を削り、同項を同条

第６項とし、同条第８項第１号中「、消化器

センター長」を削り、同項第３号中「、主任

あん摩マッサージ指圧師」を削り、同項を同

条第７項とし、同条第９項第１号中「、消化

器センター長」を削り、同項を同条第８項と

する。 

     「第１順位 病院長 

 第６条中 第２順位 消化器センター長 

      第３順位 副院長     」 

を
「第１順位 病院長 

に改める。 
  第２順位 副院長」 

（亀岡市立病院事務決裁規程の一部改正） 

第２条 亀岡市立病院事務決裁規程（平成１６

年亀岡市病院事業管理規程第３号）の一部を

次のように改正する。 

 第１１条中「地域連携室長」を「患者支援

室長」に改める。 

 第１８条中「消化器センター長」を「副院

長」に改める。 

 別表中「、消化器センター長」を削る。 

（亀岡市立病院会議規程の一部改正） 

第３条 亀岡市立病院会議規程（平成１６年亀

岡市病院事業管理規程第４号）の一部を次の

ように改正する。 

 第３条第３項中「、消化器センター長」を

削る。 

 第４条第１項中第７号を削り、第８号を第

７号とし、第９号から第１１号までを１号ず

つ繰り上げる。 

（亀岡市立病院文書取扱規程の一部改正） 

第４条 亀岡市立病院文書取扱規程（平成１６

年亀岡市病院事業管理規程第５号）の一部を

次のように改正する。 

 第１１条第１項第２号中「地域連携室  

「病連」」を「患者支援センター 「病

支」」に改める。 

（亀岡市立病院公印規程の一部改正） 

第５条 亀岡市立病院公印規程（平成１６年亀

岡市病院事業管理規程第６号）の一部を次の

ように改正する。 
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 別表第１の１６の項中「地域連携室長」を「患者支援室長」に改める。 

      「          「 

 

 

 別表第２中          を          に改める。 

 

 

               」          」 

（亀岡市立病院診療情報開示規程の一部改正） 

第６条 亀岡市立病院診療情報開示規程（平成１６年亀岡市病院事業管理規程第９号）の一部を次

のように改正する。 

 第８条第２項中「消化器センター長とし、委員には、副院長」を「副院長とし、委員には」に

改める。 

（亀岡市立病院防火管理規程の一部改正） 

第７条 亀岡市立病院防火管理規程（平成１６年亀岡市病院事業管理規程第１２号）の一部を次の

ように改正する。 

 別表第１中 

「 

消化器センター長  

副院長  

                                」を 

「 

副院長  

                                」に改める。 

 別表第２中 

「 

地域連携室 地域連携室長 

                                」を 

「 

患者支援センター 患者支援室長 

                                」に、 

「消化器センター長室」を「副院長室」に改める。 

（亀岡市立病院公用車使用規程の一部改正） 

第８条 亀岡市立病院公用車使用規程（平成１６年亀岡市病院事業管理規程第１４号）の一部を次

のように改正する。 

 第１７条第１項中「、消化器センター長」を削る。 

（亀岡市立病院職員の職の設置に関する規程の一部改正） 

第９条 亀岡市立病院職員の職の設置に関する規程（平成１６年亀岡市病院事業管理規程第４号）

亀岡市立病 

院地域連携 

室 長 之 印 

15 

亀岡市立病

院患者支援

室 長 之 印

15 
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の一部を次のように改正する。 

 別表中「、センター長」及び「、主任あん摩マッサージ指圧師、あん摩マッサージ指圧師」を

削る。 

（亀岡市立病院職員就業規程の一部改正） 

第１０条 亀岡市立病院職員就業規程（平成１６年亀岡市病院事業管理規程第１９号）の一部を次

のように改正する。 

 第２条第２項中「、消化器センター長」を削る。 

（亀岡市立病院職員被服貸与規程の一部改正） 

第１１条 亀岡市立病院職員被服貸与規程（平成１６年亀岡市病院事業管理規程第２５号）の一部

を次のように改正する。 

 第１条中「非常勤嘱託職員」を「非常勤職員」に改める。 

（亀岡市立病院旅費支給規程の一部改正） 

第１２条 亀岡市立病院旅費支給規程（平成１６年亀岡市病院事業管理規程第２８号）の一部を次

のように改正する。 

 第２条の表市長等の項中「消化器センター長」を削り、同表４級以上の職務にある者の項中

「２級」を「１級」に改め、「、消化器センター長」を削り、「５級」を「４級」に改め、同表

１級から３級までの職務にある者及びその他の職員の項中「医療職給料表⑴の１級の職務の級に

ある者」を削り、「４級」を「３級」に改める。 

（亀岡市立病院職員の給与に関する規程の一部を改正する規程の一部改正） 

第１３条 亀岡市立病院職員の給与に関する規程の一部を改正する規程（平成２９年亀岡市病院事

業管理規程第２号）の一部を次のように改正する。 

 第２条を次のように改める。 

第２条 亀岡市立病院職員の給与に関する規程の一部を次のように改正する。 

 第１０条第５項中第２号を削り、第３号を第２号とし、第４号から第７号までを１号ずつ繰

り上げる。 

 第２８条中「非常勤嘱託職員」を「非常勤職員」に、「亀岡市臨時職員取扱規則」を「亀岡

市臨時的任用職員取扱規則」に、「亀岡市非常勤嘱託職員取扱規則」を「亀岡市非常勤職員取

扱規則」に改める。 

      「 

 別表第６中                        を削り、 

                             」 

「              「 

             」を             」に改める。 

 別表第９中 

「 

職務の級が７級であった者 職務の級が４級であった者

                            」を 

４級 ５種 ４６，３００円

 ６種 ４０，７００円

３３０，０００円 ４００，０００円 
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「 

職務の級が７級であった者 

 

職務の級が５級であった者

職務の級が４級であった者

                            」に改める。 

 附則第３項中「行政職給料表の５級及び６級のもの」の次に「、医療職給料表⑵の５級及び

６級のもの」を加え、ただし書を削る。 

 附則第４項から第１２項までを削る。 

 

   附 則 

 

 この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 
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